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はじめに 

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 

 
本書は、「電力系統出力変動対応技術研究開発事業／（Ⅰ）風力発電予測・制御高度化（Ⅱ）

予測技術系統運用シミュレーション」の中間評価報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委

員会等規程第３２条に基づき、研究評価委員会において設置された「電力系統出力変動対応

技術研究開発事業／（Ⅰ）風力発電予測・制御高度化（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーシ

ョン」（中間評価）分科会において評価報告書案を策定し、第５０回研究評価委員会（平成

２９年３月１３日）に諮り、確定されたものである。 

 
 
 

平成２９年３月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 

 
● 分科会（平成２８年１０月１８日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他 
１０．閉会 

 
● 第５０回研究評価委員会（平成２９年３月１３日） 
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「電力系統出力変動対応技術研究開発事業／（Ⅰ）風力発電予測・制御高度化

（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーション」 

中間評価分科会委員名簿 

 
（平成２８年１０月現在） 

 氏名 所属、役職 

分科会長 荒川
あらかわ

 忠一
ちゅういち

＊ 
東京大学大学院 工学系研究科 機械工学専攻 

教授 

分科会長 
代理 杉本

すぎもと

 完蔵
かんぞう

 
一般社団法人太陽光発電協会 幹事会 幹事 

ソーラーフロンティア株式会社 総合企画部 参事 

委員 

熊野
く ま の

 照
てる

久
ひさ

 明治大学 理工学部 電気電子生命学科 教授 

鈴木
す ず き

 和夫
か ず お

 
株式会社日立パワーソリューションズ 電源インフ

ラ事業統括本部 常務取締役/統括本部長 

田岡
た お か

 久
ひさ

雄
お

 
福井大学大学院 工学研究科 電気・電子工学専攻 

教授 

福井
ふ く い

 伸
しん

太
た

 東洋大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授 

森西
もりにし

 洋平
ようへい

 
名古屋工業大学大学院 工学研究科（ながれ領域） 

教授 

敬称略、五十音順 

 
注＊： 実施者の一部と同一組織であるが、所属部署が異なるため（実施者：東京大学生産

技術研究所、東京大学大学院新領域創成科学研究科）「NEDO 技術委員・技術委員会

等規程(平成２８年５月２７日改正）」第３５条（評価における利害関係者の排除）に

より、利害関係はないとする。 
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評価概要 

 
１．総合評価 
本プロジェクトは、電力システム改革が推進される中、今後のエネルギーミックスにより

見込まれる変動型再生可能エネルギーの拡大に対応した電力系統需給運用技術構築にあた

り極めて重要な位置づけにある。再生可能エネルギーの連系拡大には、変動型再生可能エネ

ルギーの出力予測ならびに制御をいかに的確に実施し、円滑な系統運用技術を確立するかが

重要である。これらの目的に対して、各研究項目において妥当な中間成果を上げたといえる。 

一方、各 WG（ワーキンググループ）間での横の連携が不十分である。また、各研究開発

項目の成果が今後どのように融合していくかがわかりにくい。運用実証試験の中で、ランプ

予測技術、蓄エネルギー技術、シミュレーション技術の成果が、どのように活用されていく

かもう少し明確にした上で進めていただきたい。 
本プロジェクトが目指す方向は、電力系統運用・制御上の制約条件下での再生可能エネル

ギー電源の導入量最大化である。現時点では各 WG の目標は一部を除いて定性的であり、

このまま進めていくと各 WG 内に特化した成果になることが憂慮される。プロジェクト全

体の PDCA をしっかりと回すことにより、最終目標に確実に到達できるようマネジメント

していただきたい。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
風力発電の大量導入が進む中で、種々のランプ予測手法の比較検証や蓄エネルギー技術の

協調制御など、他事業ではあまり扱われていない開発項目を含む本事業は非常に重要である。

本事業は公共性が高く、また再生可能エネルギーの連系拡大には関連事業者の利害が絡むの

で、中立的立場である NEDO が推進すべき事業と考えられる。 
今後、国際学会発表などにより成果の世界への発信をより強力に進めていき、日本の技術

力の国際競争力、国際貢献度を高めていっていただきたい。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
主要な項目に関し 4 つの WG を設けて事業を推進し、それぞれに目標を設定しており、

妥当なマネジメントである。実施体制には十分に知見を有している研究者が多く含まれ、研

究開発が着実に行われている。 
一方、ランプ予測、出力制御、需給制御、それぞれの課題に対して、方策の適用範囲が電

力会社の同一管内・同一区域なのか、異管内・異区域なのか、対象地域が曖昧なところが見

受けられる。この点を明確にした上でプロジェクトを進めてほしい。実証試験に関しては、

今後の運用においてアグリゲーターや、バランシンググループ形成などを想定した考え方も

示すことでより効果的になると思慮する。 
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また、それぞれの研究開発項目に関する開発が独立に行われていて、相互の交流がほとん

どない。他の WG の動き・成果を自 WG とリンクする必要がないか、反映できることはな

いかという視点を常に持ち、有機的な融合をお願いしたい。今後の研究開発目標については、

現在、国が進めている電力システム改革での制度設計も視野にいれた柔軟な対応も望まれる。 

 
２．３ 研究開発成果について 

4 つの WG ごとに定めた中間目標については概ね達成され、一部遅れがある項目でも原因

究明のうえ対策を示しており、評価できる。成果の普及についても論文 73 件、発表・講演

34 件、新聞・雑誌等への掲載 24 件、展示会への出展 8 件と、着実に実施されている。 
一部の研究開発項目では実施されているが、数値目標などの明確な目標を設定し、確実に

プロジェクトが進むように工夫をすべきである。ランプの定義次第で、プロジェクト全体の

研究成果は大きく変化する。風力モニタリングの計測結果や風力データベースを早急に取り

込み、現在のランプ定義の妥当性を、需給シミュレーションを用いて早期に検証する必要が

ある。 
欧州、特にスペイン・ドイツなどの電力系統運用事業者は、再生可能変動電源に対する予

測技術の経験も豊富であり、またリアルタイム調整などの運用も実施している。海外調査・

知見を反映した本技術開発ではあるが、今後も常に海外の最新動向を注視し、本研究成果を

より柔軟性の高い系統運用に結び付けて頂きたい。また、需給シミュレーションシステムを

はじめとして、本研究によって想定される成果物を一般のユーザーが十分に活用することは

難しい。波及効果を顕著なものにするため、システムを使いこなすためのユーザー教育・支

援を視野に入れられれば、さらによいと考える。 

 
２．４ 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 
本事業で得られた成果の利用者は国内の送配電事業者であり、実用化に向けての戦略は明

確である。また、2030 年までの実用化と国内普及に向けたマイルストーンも示されている。

実施者以外の電力会社への成果の開示、展開が計画の中に入っている点も評価できる。 
送配電事業者によって、再生可能エネルギー発電の電源構成比率が大きく異なるため、ラ

ンプの定義、蓄電エネルギーの種別や導入量、そして出力制御可能量が異なってくる。この

ため各 WG の成果については、国内への普及に向けて共通の部分と地域固有の部分を切り

分けて示しておくと、実用化するための課題がより明確になり、マイルストーンの確度も上

がると思われる。現在、電力システム改革により事業背景が大きく変化している。成果の実

用化のためには、外部の動きと本技術開発の方向性との整合がとれるよう、必要に応じて計

画の修正を検討する努力をお願いしたい。 
需給シミュレーションプラットフォームは、開発終了後も常に更新、ブラッシュアップで

きるような仕組みにすることが望まれる。 
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研究評価委員会委員名簿 

 
（平成２９年３月現在） 

 氏 名 所属、役職 

委員長 小林
こばやし

 直人
な お と

 
早稲田大学 研究戦略センター 副所長／教授 
研究院／副研究院長 

委員 

浅野
あ さ の

 浩志
ひ ろ し

 
一般財団法人電力中央研究所 エネルギーイノベーショ

ン創発センター 兼 社会経済研究所 副研究参事 

安宅
あ た か

 龍
たつ

明
あき

 先端素材高速開発技術研究組合（Hi-Mat）専務理事 

稲葉
い な ば

 陽二
よ う じ

 日本大学 法学部／大学院 法学研究科 教授 

亀山
かめやま

 秀
ひで

雄
お

 東京農工大学 名誉教授／シニア教授 

五
ご

内川
ないかわ

拡史
ひ ろ し

 株式会社ユニファイ・リサーチ 代表取締役社長 

佐久間
さ く ま

一郎
いちろう

 
東京大学大学院 工学系研究科 附属医療福祉工学開発

評価研究センター センター長／教授 

佐藤
さ と う

 了
りょう

平
へい

 大阪大学 産学連携本部 名誉教授／特任教授 

宝田
たからだ

 恭之
たかゆき

 群馬大学 大学院理工学府 環境創生部門 教授 

平尾
ひ ら お

 雅彦
まさひこ

 
東京大学大学院 工学系研究科 化学システム工学専攻 

教授 

丸山
まるやま

 正明
まさあき

 技術ジャーナリスト／横浜市立大学大学院非常勤講師 

吉川
よしかわ

 典彦
のりひこ

 名古屋大学 名誉教授 

敬称略、五十音順 
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研究評価委員会コメント 

 
第５０回研究評価委員会（平成２９年３月１３日開催）に諮り、以下のコメントを評価報

告書へ附記することで確定した。 

 
● 変化していく事業背景の中で、今後ステークホルダーやターゲットをより明確にし

て研究開発を推進してほしい。また、研究体制内での連携の促進と、実用化にむけ

た体制構築も進められたい。 

 
 
 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
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１．総合評価 

本プロジェクトは、電力システム改革が推進される中、今後のエネルギーミックスによ

り見込まれる変動型再生可能エネルギーの拡大に対応した電力系統需給運用技術構築に

あたり極めて重要な位置づけにある。再生可能エネルギーの連系拡大には、変動型再生可

能エネルギーの出力予測ならびに制御をいかに的確に実施し、円滑な系統運用技術を確立

するかが重要である。これらの目的に対して、各研究項目において妥当な中間成果を上げ

たといえる。 

一方、各 WG（ワーキンググループ）間での横の連携が不十分である。また、各研究

開発項目の成果が今後どのように融合していくかがわかりにくい。運用実証試験の中で、

ランプ予測技術、蓄エネルギー技術、シミュレーション技術の成果が、どのように活用さ

れていくかもう少し明確にした上で進めていただきたい。 
本プロジェクトが目指す方向は、電力系統運用・制御上の制約条件下での再生可能エネ

ルギー電源の導入量最大化である。現時点では各 WG の目標は一部を除いて定性的であ

り、このまま進めていくと各 WG 内に特化した成果になることが憂慮される。プロジェ

クト全体の PDCA をしっかりと回すことにより、最終目標に確実に到達できるようマネ

ジメントしていただきたい。 

 
〈肯定的意見〉 
・ 各 WG の進捗は中間評価時点で多少の遅れがあるものがあるが、全体的にはおおむねオ

ンスケジュールで進んでいる。特にランプ予測技術開発 WG では過去のプロジェクトで

の記録データを使用してはいるが5つの予測方式についての検証については順調である。 
・ 本プロジェクトは、電力システム改革が推進される中、今後のエネルギーミックスで変

動型再生可能エネルギーが拡大する状況を踏まえると、電力系統構築にあたりきわめて

重要な位置づけにある。再生可能エネルギーの連系拡大には、不安定な出力の安定化に

対し、いかに変動型再生可能エネルギーの、予測ならびに制御を適格に実施し、円滑な

系統運用技術を確立することである。これらの目的に対して、中間評価段階では、研究

開発項目Ⅰ（予測技術、主力制御技術）、研究開発項目Ⅱ（需給運用の基本的な手法確

立）においても十分な中間成果を達成したといえる。 
・ 基本的には、当初計画に基づき、科学技術的視点で適切に進んでいると判断する。 
・ 一部には若干の遅れなども認められるものの、総合的に見て、概ね計画どおりに進んで

いることが確認できた。このことは評価できる。 
・ １．ランプ予測、蓄エネ実証、需給シミュレーション、需給モデル実証とも一定の成果

が出ていると考える。 
２．特に、ランプ予測のランプダウン予測精度が上がってきており、且つエリア別、系

統別の解析が進むことで、課題と対策コストがミニマム化出来る可能性大。 
３．蓄エネ実証そのものは、新しい組み合わせもあり、意味ある検証と言える。 
４．需給シミュレーションは、まだ評価システム構築中のため、その条件、パラメータ

が具体的に見えて来ていないため、今後に期待したい。 
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５．需給モデル実証は小規模離島系統での実証だが、設備導入が順調に進み、今後に期

待。 
・ ランプ予測技術、蓄エネルギー技術、シミュレーション技術、運用実証試験と大きな課

題が並行して進められながら、各課題ともほぼ順調に成果を上げてきている。 
・ 本事業は、電力系統の出力変動に対応する技術を開発することで、近い将来に期待され

国策でもある再生可能エネルギーの大量導入を可能とし、恒久的で安定なエネルギー供

給を我が国で実現するための重要な事業である。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 本事業の最終目的である再生可能エネルギーの大量導入に資するという視点が、事業推

進者に浸透していない傾向がある。 
・ 各課題の成果が今後どのように融合していくかがわかりにくい。運用実証試験の中で、

ランプ予測技術、蓄エネルギー技術、シミュレーション技術の成果が、どのように活用

されていくかもう少し明確にした上で進めていただきたい。 
・ 研究開発の実施体制が、多岐にわたることから、研究開発の進捗に関しては、WG 単位

で効率的に進捗管理を実施されていることは十分に評価できる。又、各 WG での成果を

進捗報告会や、総合推進委員会で全体の調整を行っているが、各 WG での活動が相互補

完する関係や、その効果についてもう少し具体的な報告があればより分かりやすい。 
・ １．4WG として、50Hz 系統への再生エネ導入拡大に資する結果を生むためには、WG

間の連携を良くして、本来の目標の再確認と、個々の技術との関係性を評価項目に入れ

るべきと考える。 
２．特に、シミュレーションモデル構築部分は、当初、何を対象に、何処まで実系統を

模擬できるかの議論であったが、エリア基幹系統を区分して模擬できていない様な中間

評価審査会での回答だった。それはスコープ外としているも、それをある程度は入れた

模擬系統で、且つ、エリア間潮流模擬が出来る様に改善頂きたい。 
３．更に、ランプ予測が出来た場合の各 WG での対策と評価、ランプ予測が外れた場合

の各 WG での対策と評価という形に纏めるべきではないか。 
・ 有機的に大きな成果を挙げられるよう、事業内の各 WG の連携をさらに強化して、本事

業を強力に推進して頂きたい。 
・ 各 WG とも研究開発は既存技術の組合せと改造に基づいて実施されており、これまでの

競合技術に対しての優位性がどこにあるかを明示していただきたい。特に実証 WG では

これまで国内で行われてきている多くの離島でのマイクログリッド実証設備と大きく

は何が違うのかを明示してはどうか。 
・ ランプ予測技術開発 WG では定量的な目標値があるが、現時点では周波数制御面からみ

た根拠が示されておらず、他の WG では定性的な目標に留まっている。このため、いず

れの WG においても中間評価段階において最終目標に対する達成度の判断が難しい。 
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・ 各 WG での横の連携が不十分である。連絡会議はプロジェクトの人的・費用規模に比べ

て年 2～3 回と明らかに頻度が少ない。関係する WG 間での進捗状況や実施内容の情報

連系による研究開発へのフィードバックがタイムリーにされているかを示していただ

きたい。例えば、中間評価時点ではランプ予測技術の途中成果が需給シミュレーション

のプロトタイプの設計においてどのように反映されているかが不明である。 
・ 風力モニタリングシステム、蓄電エネルギーシステムに関するコスト低減についての見

解を示して、ランプ予測システムが社会的に実現できるシステムを目指していることを

明確にする必要がある。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ それぞれのプロジェクト関係者が所有する、新しいアイデア、技術を積極的に活用し、

世界をリードするプロジェクトとなることを望む。 
さらに、国内外の学会において積極的に公表し、国際的な認知を得ながら、議論を深め

る必要がある。 
・ 風力発電のランプ予測と出力制御により、変動電源が制御可能電源になりうることを、

実証を通じて示すことが本事業のねらいである。中間評価時点では各 WG の目標設定は

一部を除いて定性的な目標となっており、このまま進めていくと各 WG 内で特化した成

果になることが憂慮される。あくまで風力発電の制御可能電源化による電力系統への連

系量の拡大という最終目標に向けたプロジェクトである。プロジェクト全体の PDCA
をしっかりと回すことにより、各 WG の達成度を定量的にチェックし必要に応じて各

WG の具体的な目標値や研究開発スケジュールを更新するなど最終目標に確実に到達

できるようにプロジェクトマネジメントを推進していただきたい。 
・ 電力系統での、再生可能エネルギーの拡大によって、急速に電源構成の変化が起きてい

る中で、本プロジェクトの成果を、系統運用にできるだけ早く適用できる方向を検討頂

きたい。本プロジェクトの中間評価の対象ではないが、今後は異なる変動型再生可能エ

ネルギーとの補完関係やシナジー効果なども視野にいれた検討を行うことで、より高度

化された系統対応の可能性が広がる。 
・ 本プロジェクトが目指す方向は、電力系統運用・制御上の制約条件下での再生可能エネ

ルギー電源の導入量最大化である。プロジェクトの後半開始にあたって、各要素技術開

発の数値目標や全体としての方向性など、全てをもう一度この評価軸に沿って見直すべ

きである。 
・ 本中間評価審査会委員長意見の様に、本研究開発により、より精度の高い、具体的対策

案を入れた接続可能量の増加、運用上の条件、社会コスト負担の少ない順番での再生エ

ネ導入普及策検討に繋がる議論展開に承継できる様にお願いする。 
・ 国内外への発信戦略を立て、世界においても技術的リーダーシップをとることができる

よう期待したい。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 

風力発電の大量導入が進む中で、種々のランプ予測手法の比較検証や蓄エネルギー技術

の協調制御など、他事業ではあまり扱われていない開発項目を含む本事業は非常に重要で

ある。本事業は公共性が高く、また再生可能エネルギーの連系拡大には関連事業者の利害

が絡むので、中立的立場である NEDO が推進すべき事業と考えられる。 
今後、国際学会発表などにより成果の世界への発信をより強力に進めていき、日本の技

術力の国際競争力、国際貢献度を高めていっていただきたい。 

 
〈肯定的意見〉 
・ 電力供給における電源構成の多様化を実現する事業であり公共性が高く NEDO の関与

は必須である。期待される効果としては、火力発電の代替電源になりうるものであり、

LNG や石炭などの化石燃料輸入費を大幅に削減できるため、投入される研究開発費に

十分見合うと考えられる。 
・ 我国の電力システム改革は、欧州・米国に比べ遅れていたものの、2015 年(平成 27 年)

の「電力広域的運営推進機関の設立」、2016 年(平成 28 年)には「電気の小売全面自由

化」が実施され、更に、2020 年（平成 32 年）の「送配電部門の法的分離」が予定され

ている。電力システム改革の目的には、電力の安定供給を確保することや、電気料金を

最大限抑制すること、需要家の選択肢や事業者の機会を拡大することであり、本事業開

発の内容は、電力系統の需給調整能力を高めるとともに、広域的な電力融通を促進させ

るための基礎データともなりうることや、電力需給調整技術の開発は、これら電力シス

テム改革を実現するためには不可欠な開発である。 
・ 再生可能エネルギーの重要性に鑑み、本事業の目的は重要であり、公共性が高いことか

ら NEDO 事業として推進することは適切である。 
・ １．事業目的；説明にあった様に、国のエネルギー政策、経済性の比較的高い風力、地

熱の最大限導入のための課題である周波数変動対策は喫緊の課題であり、国政策の元、

電力会社、あるいは会社間をまたがる対策、開発を進める必要があり、時節を得た開発

事業である。 
２．NEDO 事業；また、本事業規模、関係する団体を見ても、NEDO がやらなければ

動けない団体が多く存在するため、NEDO 事業で進めることの意義は大と考える。 
・ 風力発電の大量導入が進む中で、種々のランプ予測手法の比較検証や蓄エネルギー技術

の協調制御など、他事業ではあまり扱われていない開発項目を含む本事業は非常に重要

であり、NEDO の事業として大きな成果が期待できる。 
・ 2030 年度での再生可能エネルギーを 22～24%とする政府目標に基づいて、風力発電連

系量を現在の約 3GWから約 10GWまで増加させるためにはいくつかの技術課題がある。

本事業の目的はその中で最も重要な発電出力の制御可能電源化により電力系統への連

系量の大幅な拡大を実現するために行うものであり、政府目標の実現に向けた研究開発

として極めて妥当である。 
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・ エネルギー基本計画の中で指摘されている再生可能エネルギーの大量導入の際の問題

点を解決しようとする目的は妥当である。また、再生可能エネルギーの連系拡大には関

連事業者の利害が絡むので、中立的立場である NEDO が推進すべき非常に重要な事業

と考えられる。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 政府の再生可能エネルギー導入目標が国際的な視点では十分とは言えないため、その目

標を高くすることが可能となるような技術開発を進めていくことが必要であり、本事業

はその可能性を有している。 
・ 電力システム改革については、平成 28 年 9 月には、「電力システム改革貫徹のための政

策小委員会」が創設され、電力システム改革貫徹に向けた様々な取組が行われようとし

ている、このような、電力システム改革での制度設計が進む中、研究開発においても制

度設計の動きと連動して、研究開発の方向性も電力システム改革システムに合わせた微

調整や、見直しを行うことでよりタイムリーに本研究の成果を活用できる可能性が高ま

る。 
・ 今後の計画に入っていると思われるが、国際学会発表などの世界への発信をより強力に

進めていき、日本の技術力の国際競争力、国際貢献度を高めていっていただきたい。 
・ 本事業の目的と狙いに予測技術、出力制御技術、需給運用の基本的な手法確立とあり、

再生エネ取り分け風力発電設備の最大限の導入につなげるためにも、下記をお願いした

い。需給運用の基本的な手法確立の中に、現状でのエリア別調整力と、融通容量、既設

系統での最大限の導入見通し、北電、東北電の実証事業枠の見通しがシミュレートでき

る様にして、現在募集中の実証枠が可能か、少ないか、変動はどの程度予想されるかを、

本研究成果より検討可能にするべき考えられるので、具体的ご指導をお願いする。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 

主要な項目に関し 4 つの WG を設けて事業を推進し、それぞれに目標を設定しており、

妥当なマネジメントである。実施体制には十分に知見を有している研究者が多く含まれ、

研究開発が着実に行われている。 
一方、ランプ予測、出力制御、需給制御、それぞれの課題に対して、方策の適用範囲が

電力会社の同一管内・同一区域なのか、異管内・異区域なのか、対象地域が曖昧なところ

が見受けられる。この点を明確にした上でプロジェクトを進めてほしい。実証試験に関し

ては、今後の運用においてアグリゲーターや、バランシンググループ形成などを想定した

考え方も示すことでより効果的になると思慮する。 

また、それぞれの研究開発項目に関する開発が独立に行われていて、相互の交流がほと

んどない。他の WG の動き・成果を自 WG とリンクする必要がないか、反映できること

はないかという視点を常に持ち、有機的な融合をお願いしたい。今後の研究開発目標につ

いては、現在、国が進めている電力システム改革での制度設計も視野にいれた柔軟な対応

も望まれる。 

 
（１）研究開発目標の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 研究開発項目(Ⅰ)および、研究開項目（Ⅱ）いずれも、中間目標を達成している。 
・ 研究開発項目(Ⅰ)の「風力発電予測・制御高度化」では、風力発電のランプ予測技術で、

風力発電の出力データおよび気象データのモニタリングによるランプ現象の要因分析

から、複数のアプローチによる予測モデルを開発したことは評価できる。出力変動制御

技術では、将来技術としての蓄エネ技術の設計や風力制御技術の実証設備を設計し、風

力発電設備内を中心に構築できている。モニタリング結果やランプ技術の要因分析や、

ベンチマークテストからえられた課題を踏まえて、ランプ予測技術の開発目標および出

力変動制御技術に求められる制御目標を確定させている。 
・ 研究開項目（Ⅱ）の「予測技術系統運用シミュレーション」では需給シミュレーション

システムでの、実施内容と設計方針を確定し変動型再生可能エネルギーの出力予測や出

力制御を反映して需給シュミレーションモデルのプロトタイプが開発されている、あわ

せて、実証の電力系統を使って検証地点を定め、再生可能エネルギーの出力予測や出力

制御、既存電源として制御を組み合わせたシステム構築検討を行い実証に必要な設備シ

ステム構築を実施している。 
・ ランプ予測、蓄エネ実証、系統運用実証事業は適切な目標である。 
・ 研究開発目標は達成度を明確に判定できる。 
・ 主要な項目に関し 4 つの WG を設けて事業を推進し、それぞれに明確な目標を設けて適

切な事業者が選定され、それぞれで研究開発が着実に行われており、妥当なマネジメン

トである。 
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〈改善すべき点〉 
・ 風力発電のランプ予測技術で一層のフィールドデータの収集拡大と、データベースを整

備し予測システムの精度向上に努めていただきたい。異なる畜エネ技術については、そ

れぞれの特性によって、適用範囲が異なることから、導入時期等の時系列的な評価も加

えることで、一層技術の応用可能性が広がると思慮する。予測技術系統シミュレーショ

ンでは、モデル構築となるシステム要件について、前提要件を人為的に設定するプロセ

スをもう少し透明化することで、広くモデルの活用拡大の方向性がみえてくるのではな

いか。実証試験に関しては、今後の実証運用においてアグリゲーターや、バランシング

グループ形成などを想定した考え方も示すことでより効果的な実証となると思慮する。 
・ 需給シミュレーションの開発目標を少し具体的に示して頂きたい。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 今後の研究開発目標については、現在、国が進めている電力システム改革での制度設計

も視野にいれた柔軟な対応も望まれる。 
・ 評価審査会委員長意見にありますが、再生エネ導入促進に資する研究開発成果を得るた

めに、系統ワーキングでの議論を踏まえて追加、修正も検討頂きたい。 
・ 本事業では風力の制御電源化は需給運用面に限っているが、実際の風力発電導入におい

ては潮流制御や電圧制御などの系統運用面における評価が必須である。特に風力発電は

広域での長距離送電や蓄電エネルギーの連系において送電設備上の制約がある。需給シ

ミュレーションや実証での検証ケースにおいては、これらについて一定の配慮がなされ

た前提においての評価を進めていただきたい。 

 
（２）研究開発計画の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 現在、蓄電池設置、電源接続プロセス募集が開始したため、適切である。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 現状環境の変化に合わせ、開発計画目標も含め多少の変更をすべきである。 
・ ランプ予測、出力制御、需給制御、それぞれの課題に対して、解決しようとしている方

策の適用範囲が、電力会社の同一管内・同一区域なのか、異管内・異区域なのか、対象

地域があいまいなところが見受けられる。この点を明確にした上で進めてほしい。また、

今後適用範囲を広げていく計画があれば、具体的に策定して進めていってほしい。 
・ 風力発電出力のモニタリング設置遅延により、実測データによる 5 つの予測技術の検証

はこれからであるが、今年度にみられた異常気象時の気象データは過去にないものであ

る。2012 年の実測データでの検証結果に基づいた現在の組合せ予測方式では温暖化が

進んでいる気象現象に対しては機能しないことも十分に考えられる。そうすると、モニ

タリングデータに基づいてランプの定義自体を変更して予測方式を改良して蓄電エネ

ルギーの容量や稼動頻度を上げる必要がある。 
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・ 2030 年時点での火力発電構成比率においては、ランプの定義次第では当日の周波数制

御において出力制御可能な風力発電量が不足して、風力発電導入量が抑制されることが

想定される。この場合、需給シミュレーションにおけるプロトタイプ仕様や検証内容、

更には実証設備における検証内容にも影響が生じる。いかにこれらの仕様変更と実証内

容の修正を迅速に関係する WG に通知してプロジェクトを遅延なく目標達成に向けて

遂行していくかが重要である。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 再生エネ導入促進に資する研究開発成果を得るために、系統ワーキングでの議論を踏ま

えて追加、修正も検討頂きたい。 

 
（３）研究開発の実施体制の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 新しい科学技術を取り入れ、推進できる適切な体制となっている。 
・ 大部分の WG は、国内では第一人者というレベルの団体なので充分である。 
・ WG 相互の連携を取るべく、多くの会議が密に実施されている。 
・ 実施体制は国内で十分に知見を有していると考えられる研究者を多く配置している。各

WG の連携体制も整備されている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ それぞれの事業が独立に行われていて、相互の交流がほとんどない。今後は、それぞれ

の成果を、他のプロジェクトで利用できるように、機能的なシステム、体制を構築する

ことを望む。 
・ 需給シミュレーションの開発は実施者が模擬系統モデルを自社系統に近い形に近づけ

るため、需給系統管理の関係者にも参加頂きたい。 
・ WG 間の連携を強化し、その効果がさらに見えるようにすると良い。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ それぞれの事業が独立に行われていて、相互の交流がほとんどない。今後は、それぞれ

の成果を、他のプロジェクトで利用できるように、機能的なシステム、体制を構築する

ことを望む。（再掲） 

 
（４）研究開発の進捗管理の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 各 WG とも年 3~4 回の進捗管理評価をしており適切である。 
・ 進捗管理は各 WG 内では行われている。 
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〈改善すべき点〉 
・ 各 WG の連携体制に基づいて、情報共有に留まらず各 WG の進捗に応じたプロジェク

ト全体の PDCA を是非実施して頂きたい。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 最終審査会までの間、統合推進員会の開催見通しを示して欲しい。 
・ 他の WG の動き・成果を自 WG の案件とリンクする必要がないか、反映できることは

ないかという視点を常に持ち、有機的な融合をお願いしたい。 
 

（５）知的財産等に関する戦略の妥当性 

〈肯定的意見〉 
・ 現状、NEDO 規約による。 
・ 知的財産は十分に情報管理されている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 原則、委託先帰属となっているが、問題ないか検討必要。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 広く、一般事業者が使用できる環境整備を検討願いたい。 
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２．３ 研究開発成果について 

4 つの WG ごとに定めた中間目標については概ね達成され、一部遅れがある項目でも

原因究明のうえ対策を示しており、評価できる。成果の普及についても論文 73 件、発表・

講演 34 件、新聞・雑誌等への掲載 24 件、展示会への出展 8 件と、着実に実施されてい

る。 
一部の研究開発項目では実施されているが、数値目標などの明確な目標を設定し、確実

にプロジェクトが進むように工夫をすべきである。ランプの定義次第で、プロジェクト全

体の研究成果は大きく変化する。風力モニタリングの計測結果や風力データベースを早急

に取り込み、現在のランプ定義の妥当性を、需給シミュレーションを用いて早期に検証す

る必要がある。 
欧州、特にスペイン・ドイツなどの電力系統運用事業者は、再生可能変動電源に対する

予測技術の経験も豊富であり、またリアルタイム調整などの運用も実施している。海外調

査・知見を反映した本技術開発ではあるが、今後も常に海外の最新動向を注視し、本研究

成果をより柔軟性の高い系統運用に結び付けて頂きたい。また、需給シミュレーションシ

ステムをはじめとして、本研究によって想定される成果物を一般のユーザーが十分に活用

することは難しい。波及効果を顕著なものにするため、システムを使いこなすためのユー

ザー教育・支援を視野に入れられれば、さらによいと考える。 

 
（１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

〈肯定的意見〉 
・ 中間評価としては、順調に進んでいると理解する。 
・ 4 つの WG ごとに定めた中間目標については目標を概ね達成したことは評価できる。ラ

ンプ予測技術開発でのモニタリングシステム構築に一部遅れがあるが、データの蓄積に

よって今後リカバリーできると推察される。ランプ予測技術開発では、ベンチマークテ

ストによって、現行の風力予測モデルでの問題点の抽出を行い、複数のアプローチによ

るランプアップ、ランプダウンなど予測手法の高度化がはかられている。蓄エネルギー

制御技術では、蓄エネルギー技術実証として、ヒートポンプとバイオガス発電の併用運

用と、蓄電池実証設備の構築、圧縮空気エネルギー貯蔵システムの実証設備の建設をほ

ぼ終了し、当初の目的を達成している。需給シミュレーションでは、電力需給シミュレ

ーターを 3 つのモデル（供給信頼度、需給運用、負荷周波数制御）で構成し、再生エネ

ルギー大量導入検討におけるテストモデルに検討条件は整理されている。系統運用実証

面では、シュミレーションモデルを想定し、実証サイトでの、出力変動に対応する蓄エ

ネルギー設備の構築が進められ、ほぼ平成 29 年度からの実証試験の準備が整備された

といえる。 
・ 各 WG ともほぼ中間目標は達成していると考える。 
・ ランプ予測技術、蓄エネルギー技術、シミュレーション技術共に、要素技術として、よ

い成果を上げている。 
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・ 中間目標をおおむね達成しており、未達成部分についても原因究明と対策を示している。

中間目標以外の目標設定にも積極的に取り組んでおり評価できる。 
・ 各 WG での中間目標は概ね達成されている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 一部のプロジェクトでは実施されているが、数値目標などの明確な目標を設定し、確実

にプロジェクトが進むように工夫をすべきである。 
・ ランプ予測技術開発では、一層のフィールドデータの収集拡大と、データベースを整備

し、予測システムの精度向上に努めていただきたい。蓄エネルギー制御技術については、

実現時期とコスト低減効果を示すことができれば、導入面での目安になる。また、3 つ

の技術を並列に評価するのではなく、各システムの特性に応じた活用性や、VPP などへ

の展開可能性も視野に入れることでより具体性が増すと思慮する。需給シミュレーショ

ンモデルでは、東日本、風力発電に注力されているが、今後の広域的系統運用への活用

ならびに、他の自然変動電源と合わせた検討も今後の課題として視野に入れることでよ

り実用化ツールとして活用できる可能性が高まると思慮する。実証モデルでは選定サイ

トの、実需要の実証パターンが特定化される懸念があるため大規模系統を十分に模擬で

きるべく留意願いたい。 
・ 需給シミュレーションシステムをはじめとして、本研究によって想定される成果物を専

門家ではない一般のユーザーが十分に活用することは難しい。波及効果を顕著なものに

するにはシステムを使いこなすためのユーザー教育・支援（たとえば講習会や成果シン

ポジウムなど）を視野に入れられれば、さらによいと考える。 
・ 需給シミュレーションは、調整力評価を加えて頂きたい。 
・ ランプ予測結果は需給制御に用い、風力出力制御とは切り離しているとの説明であった

が、きめ細かな需給制御が必要になった場合には、出力制御においてもランプ予測結果

を考慮していくべきと考える。是非検討をお願いしたい。 
・ ランプの定義次第でプロジェクト全体の研究成果は大きく変化する。風力モニタリング

の計測や風力データベースを早く取り込んでランプ定義の妥当性を需給シミュレーシ

ョンを通じて早期に検証する必要がある。風力モニタリングシステム、蓄電エネルギー

システム、需給シミュレーションの研究開発は既存の機器と既存のアルゴリズムをベー

スにした改造と組合せにより遂行されており、新たな技術領域の開拓や世界的にみた斬

新さは現時点では見受けられない。 
・ 欧米が先進する技術の追従ではなく、日本独特の困難さの解決を全面に出したオリジナ

ル性の高いものとして頂きたい。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 欧州・特にスペインや、ドイツなどの電力系統運用事業者は、自然変動電源に対する予

測技術の経験も豊富でありまたリアルタイム調整などの運用も実施している。すでに、

海外調査・知見を反映した本技術開発ではあるが、常に海外の最新動向も注視し、より
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本研究成果を柔軟性の高い系統運用の研究成果に結び付けて頂きたい。また、国内では

太陽光発電を中心とした変動型再生可能エネルギーの急速な拡大にともない、指定電力

事業者制度が平成26年 12月に適用され FIT 法の施行規則の改正が平成 27 年 1 月によ

って、九州電力を始め今後の系統運用において出力制御を実施するための制御機器の準

備が進められている。今後、2030 年までを待つまでもなく再生可能エネルギーの拡大

によって、具体的な出力制御機器による電力需給調整の機会が増加することから、本研

究開発の成果が活用できることを期待したい。 
・ エリア間融通量と各エリア風力接続可能量の関係の明確化が必要。 
・ 蓄エネルギー技術は要素技術として開発していっているとのことであるが、要素技術の

開発成果のシステム化を視野に進めてほしい。 

 
（２）成果の最終目標の達成可能性 

〈肯定的意見〉 
・ ランプ予測、蓄エネ、系統実証は、最終目標達成可能と考えられる。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 需給シミュレーションは、各評価モデルの再生エネ特性分析結果が示されていないので、

中間評価に方向性のみでも記載するべきではないか。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 需給シミュレーションに対する最終目標、評価項目の確認が必要。 

 
（３）成果の普及 

〈肯定的意見〉 
・ 連系制約課題のため事業計画が凍結している案件が多いため、普及可能性有。 
・ 成果の普及については国内の大会や研究会を中心に積極的に論文として発表している。 
・ 成果の普及についても論文 73 件、発表・講演 34 件、新聞・雑誌等への掲載 24 件、展

示会への出展 8 件と、努力が見られる。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 系統運用者が使って意味ある成果にするため、各社の意見徴収が必要。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 成果途中でも、系統運用者意見を反映することで普及促進が必要。 
・ 本事業での成果を東日本地域だけでなく広く普及させるためには、ランプ定義の妥当性

と蓄エネルギー制御の効果が需給シミュレーションシステムによって担保されると同

時にシミュレーション自体の精度が実際の系統現象に照らし合わせて立証されていな

ければならない。このためには、過去の記録データや学会の標準モデルだけでなく、こ
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れらからの 2 年間で実証設備において観測される実測データを用いることにより、実系

統におけるランプ現象予測と出力制御による周波数応動結果の再現性について検証す

ることを是非検討頂きたい。 

 
（４）知的財産権等の確保に向けた取り組み 

〈改善すべき点〉 
 知的財産権の確保への取り組みについては、設備の改造やアルゴリズムの改変について

は新規性がみられる部分がありこれからの活動に期待したい。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 系統運用者の使用自由度を確保することを検討願いたい。 
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２．４ 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 

本事業で得られた成果の利用者は国内の送配電事業者であり、実用化に向けての戦略は

明確である。また、2030 年までの実用化と国内普及に向けたマイルストーンも示されて

いる。実施者以外の電力会社への成果の開示、展開が計画の中に入っている点も評価でき

る。 
送配電事業者によって、再生可能エネルギー発電の電源構成比率が大きく異なるため、

ランプの定義、蓄電エネルギーの種別や導入量、そして出力制御可能量が異なってくる。

このため各 WG の成果については、国内への普及に向けて共通の部分と地域固有の部分

を切り分けて示しておくと、実用化するための課題がより明確になり、マイルストーンの

確度も上がると思われる。現在、電力システム改革により事業背景が大きく変化している。

成果の実用化のためには、外部の動きと本技術開発の方向性との整合がとれるよう、必要

に応じて計画の修正を検討する努力をお願いしたい。 
需給シミュレーションプラットフォームは、開発終了後も常に更新、ブラッシュアップ

できるような仕組みにすることが望まれる。 

 
〈肯定的意見〉 
・ ランプ予測技術開発 WG、畜エネルギー制御技術 WG、需給シミュレーション WG、で

構築した成果を、実証 WG にて検証し実用化するという戦略は妥当と考えられる。 
・ 他電力への成果の開示、展開が計画の中に入っているのは、非常に重要なことであり、

積極的に進めていってほしい。特に蓄エネルギー技術、シミュレーションプラットフォ

ームは、西地域でも成果を有効に使えると思うので、広く展開していってほしい。 
・ 変動型再生可能エネルギーの出力予測技術の精度向上と、出力変動を制御できる技術の

組み合わせを、実際の系統連系要件とした、需給シミュレーションで検証し、実運用で

きることが理想の姿であり本成果はその要件を満足している。 
・ 既に一部の系統運用者では、実施事業者と提携して予測システム開発、研究を進めてい

るが、本研究成果を公平に使用できるために、4WG の成果を期待。本成果がエネ庁系

統ワーキングでの接続可能量試算、広域運用機関での広域融通量議論のバックデータに

なる可能性が高いため、価値は大きい。 
・ 一部のプロジェクトでは、従来の技術を改善、あるいは置き換え得る可能性を示してい

る。 
・ 本事業終了後、成果の使用者は国内での送配電事業者であるため実用化に向けての戦略

がしっかりと明確にされている。2030 年までの実用化と国内普及に向けたマイルスト

ーンが示されている。 

 
〈改善すべき点〉 
・ 送配電事業者によって、風力発電の電源構成比率が大きく異なるため、ランプの定義や

蓄電エネルギーの種別や導入量、そして出力制御可能量が異なってくる。このため、各

WG の成果については、国内への普及に向けて共通の部分と可変の部分を切り分けて示
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しておくと実用化するための課題がより明確になりマイルストーンの確度もあがると

思われる。 
・ 本技術開発を進める中で、電力システム改革により制度設計や、エネルギー・リソース・

アグリゲーションビジネス研究会など、事業背景が大きく変化している。成果の実用化

のためには、研究開発段階においてもこれらの動きと本技術開発の方向性との整合がと

れる努力をお願いしたい。 
・ 実証作業をできる限り早く進め、成果の普及が確実に進むことを望む。 
・ 4WG の連携部分についての整合性を現時点より調整する必要がある。実用化具体策と

して現在の中間報告時点より系統運用者の意見を集約する必要がある。実用化見通しは

現時点では、まだ不明である。 
・ 需給シミュレーションプラットフォームは、開発終了後も常に更新、ブラッシュアップ

できるような仕組みにしておいてほしい。 
・ 本成果が実用化された際の主な利用者と想定される電力事業者の意見や要望を積極的

に取り込めるような取り組みがあれば良い。 

 
〈今後に対する提言〉 
・ 実用化の成果、進捗を、この時点の評価で判断することは拙速の面もあり、事業終了後

の追跡調査を行い、5 年後、あるいは 10 年後にその評価を公開するシステムもあって

よいのではないか？ 
・ 成果の実運用にあたっては、国内での系統運用によって送配電事業者の地域特性が異な

る場合も多くあることから、柔軟な応用が可能となる方向を目指していただきたい。 
・ 各 WG の成果を活用するためには、熟練者が判断するプロセスが不可欠となっている。

これは経験則などのノウハウに該当するが波及効果を高めるためには大変重要な要素

である。成果を活用できる人材の育成に活かせるように、各 WG での成果に至るまでに

駆使したノウハウ集や失敗事例集のドキュメント化をお願いしたい。 
・ 系統運用各社に対する中間成果の報告会が必要。実用化具体策としてこれによる接続可

能量の算定と各社の見通し比較をして頂くＰＲが必要｡ 
・ 本事業の成果・データは、全国の電力会社と共有して、より良いものにしていく方策を

考えていってほしい。 
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３．評点結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 1.9 B B B B B C B 

３．研究開発成果について 1.9 B A C C B B B 

４．成果の実用化に向けた取り組み及び 
見通しについて 

1.6 C B C B C B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 
・重要             →B 
・概ね妥当           →C 
・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化に向けた取り組み 

及び見通しについて 

・非常によい          →A 
・よい             →B 
・概ね適切           →C 
・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

1.6 

1.9 

1.9 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた

取り組み及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象事業に係る資料 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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「電力系統出力変動対応技術研究開発事業／（Ⅰ）

風力発電予測・制御高度化（Ⅱ）予測技術系統運用

シミュレーション」 
 
 
 

事業原簿【公開】 

 

担当部 

国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

スマートコミュニティ部 

 

 

資料 5 



 

2 
 

 

目  次 

 
概 要 ......................................................................................................................................................... 3 

プロジェクト用語集 .................................................................................................................................... 7 

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について ......................................................................................................... 9 

1. 事業の背景・目的・位置づけ ................................................................................................................... 9 
2. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 ................................................................................................. 10 

2.1 NEDO が関与することの意義 .......................................................................................................... 10 
2.2 実施の効果 ....................................................................................................................................... 10 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて .......................................................................................................... 11 

1. 事業の目標 .............................................................................................................................................. 11 
2. 事業の計画内容 ....................................................................................................................................... 18 

2.1 研究開発の内容 ................................................................................................................................. 18 
2.2 研究開発の実施体制 .......................................................................................................................... 39 
2.3 研究開発の運営管理 .......................................................................................................................... 44 
2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 ..................................................... 47 

3. 情勢変化への対応 ................................................................................................................................... 48 
4. 評価に関する事項 ................................................................................................................................... 49 

Ⅲ．研究開発成果について ........................................................................................................................ 50 

1.事業全体の成果 ........................................................................................................................................ 50 
2.研究開発項目毎の成果 ............................................................................................................................. 51 

Ⅳ．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し ......................................................................................... 74 

 
 

（添付資料） 

・プロジェクト基本計画 

・事前評価関連資料（事前評価書、パブリックコメント募集の結果） 

・特許論文等リスト  



 

3 
 

概 要 

最終更新日 平成 28 年 10 月 7 日 

プログラム 

（又は施策）名 
 

プロジェクト名 
電力系統出力変動対応技術研究開発事業／（Ⅰ）風力発電予

測・制御高度化（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーション 

プロジェク

ト番号 
P14018 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

スマートコミュニティ部 吉川信明（平成 28 年 4月～現在） 

新エネルギー部 吉川信明（平成 27 年 7月～平成 28 年 3月） 

新エネルギー部 岩田章裕（平成 26 年 6月～平成 27 年 6月） 

０．事業の概要 

大幅な導入拡大が期待される風力発電の出力急変（ランプ）対策を中心に、風力発電量の予

測技術の高精度化に向けた研究開発を行うとともに、発電量の予測技術に基づいた出力変動に

対応する技術・手法の開発及び実証事業を展開する。 

（Ⅰ）風力発電予測･制御高度化（ランプ予測技術開発ＷＧ、蓄エネルギー制御技術ＷＧ） 

国内の主な風力発電を複数モニタリング・分析し、ランプに着目した予測技術を開発。加え

て風力発電のピッチ角制御や蓄エネ制御を組み合せた出力制御技術を開発する。 

（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーション（需給シミュレーションＷＧ、実証ＷＧ） 

将来の再生可能エネルギーの大量導入を見据え、予測・制御・運用を総合的に組み合せたシ

ミュレーションシステムを開発し、実際の電力系統において実証試験を実施する。 

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

平成 26 年 4 月に経済産業省が策定した「エネルギー基本計画」の中で、再生可能エネルギー

の導入に当たっては、送電線網の整備に加えて周波数変動等の対策が必要であると記載されて

おり、開発規模によって経済性を確保できる風力・地熱発電の導入課題の解決を急ぐ旨の記述

がある。また、平成 27 年 7 月に決定した「長期エネルギー需給見通し」で平成 42 年(西暦

2030 年)までに再生可能エネルギーの導入率 22～24%の見通しが設定された。 

我が国における再生可能エネルギーの大幅な導入拡大のためには、風力発電のポテンシャル

を十分に活かすことが必要不可欠である。他方、天候によって出力が変動する風力発電や太陽

光発電は、大量に電力系統に連系された場合、大きな出力変動によって電力の安定供給に影響

を及ぼす可能性がある。この問題より風力発電設備の連系拡大の大きな足かせとなっており、

政府の掲げる最大限の導入が未達になることに加え、風力発電産業全体の停滞を招くリスクが

ある。 

そのため、風力発電の出力変動を予測するなどの電力系統の安定運用に資する技術開発を行

うとともに、需給運用面の課題を実際の電力系統にて実証することが必要である。NEDO は、平

成 17 年度～19 年度に実施した「風力発電電力系統安定化等技術開発」で、ウィンドファーム

発電出力予測モデルと電力系統制御エリア発電出力予測モデルを開発し、一定の成果を上げて

いる。一方で、風力発電をはじめとする再生可能エネルギーを最大限電力系統に連系すること

を目的とした研究開発は現状では行っておらず、政府見通しである 2030 年までの再生可能エネ

ルギー導入率 22～24%の達成に向けて喫緊に取り組むべき課題である。（例えば風力発電に関

しては 2030 年までの政府の導入率目標は容量ベースで 10GW に対し、2015 年末時点での導入量

は 3.038GW である。） 

本事業では、電力の需給運用に影響を与える風力発電のランプ（急激に出力が変動する事

象）に着目し、再生可能エネルギーの予測技術や出力の変動を抑制する出力制御技術を高度化

させ、予測と出力制御を踏まえた需給運用の基本的な手法を確立する。以上の取り組みによっ

て、出力が不安定な変動電源から、出力を予測・制御・運用することが可能な変動電源に改善

することで、再生可能エネルギーの連系拡大を目指す。 

政府目標の下、風力発電の連系拡大に寄与する本事業の実施に当たっては、多くの風力発電

事業者と一般電気事業者の協力や公的機関の関与が必要であることから、政策実施機関かつ中

立的な立場である NEDO が本事業に取り組むことは妥当と考えられる。 

 

また、再生可能エネルギーの連系拡大を目指す本事業の具体的な効果を以下に示す。 

①変動電源の計画発電による電力系統への影響を最小化 

再生可能エネルギーの出力予測技術と蓄エネルギーを組み合わせた出力制御技術の開発に

より、変動電源を限りなく計画電源に近づけることで、電圧、周波数問題の改善に加え、地

域から広域に及ぶ運用面での懸念を最小化し、接続可能量以上の更なる連系拡大を目指す。 

②最適な系統運用と設備形成の支援 
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再生可能エネルギーが大量導入された 2030 年頃の多地域電力系統の需給シミュレーション

デルの開発により、火力の焚き減らしなどコストミニマムとなる最適な制御分担による需給

運用と地域を跨いだ広域における設備形成支援に活用可能となる。 

 

 将来、風力発電などの変動電源を大量に電力系統に導入するためには、系統強化や蓄エネル

ギー設備の併設が必要となってくるが、いずれの対策も高コストもしくは長期の設置期間が必

要となり、最終的に国民負担の増大に繋がる。これを回避するためには、現状の設備を最大限

活用する方法を検討し、追加コストを最小化するための方策を検討しなければならない。系統

強化を前提としない対策として、電力の需給運用に大きな影響を与えるランプを予測する技術

を開発し、予測技術を活用した需給シミュレーションシステムの構築と実際の電力系統による

実証試験を行い、その適用可能性を検証することは、中期的視点からみても適切かつ、必要な

取り組みであり、その目的には妥当性がある。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

 事業の目標 

研究開発項目(Ⅰ)風力発電予測･制御高度化 

 （ランプ予測技術開発ＷＧ、蓄エネルギー制御技術ＷＧ） 

 

【中間目標】（平成28年度） 

風力発電のランプ予測技術では、風力発電の出力データおよび気象データのモニタリングに

よるランプ現象の要因分析を行い、複数のアプローチからランプ予測モデルを開発する。出力

変動制御技術では、実用化のコスト比較を踏まえ選定した蓄エネルギー技術および風車制御技

術の実証設備を設計し、風力発電設備内を中心に構築する。 

モニタリング結果やランプ現象の要因分析、ベンチマークテストから得られる課題を踏ま

え、ランプ予測技術の開発目標および出力変動制御技術に求める制御目標を確定させる。 

 

【最終目標】（平成30年度） 

風力発電の大量導入を実現するために必要となる、系統運用者のランプに対応する適正な調

整力確保を目的に、ランプ現象の要因分析に基づくランプ予測技術を確立する。また、風力発

電の出力変動緩和による電力系統への影響の最小化、予測誤差の補正による風力発電の計画発

電を目的に、予測技術を活用しコストミニマムとなる最適な制御分担に基づいた風車制御技術

と蓄エネルギー制御技術（以下、出力変動制御技術）を確立する。  

風力発電のランプ予測技術では、火力発電の起動に必要となる約 6 時間先以降に発生する風

力発電定格出力のエリア合計値に対する 30％以上の出力変動（継続時間 6 時間以内）をランプ

現象と定義し、現行の予測モデルよりも予測精度を向上させ、大外しの最大振れ誤差を 20％以

上低減させる。 

なお、電力の需給運用に影響を与える出力変動は、風力発電が連系する系統容量および電源

構成によって異なる。国内では、電力の需給運用に影響を与えるほど、風力発電設備が連系さ

れていないことから、一義的に数値目標を定めるものの、モニタリング結果や解析結果を踏ま

えて、上記開発目標を適宜見直すことも検討する。 

 

研究開発項目(Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション 

 （需給シミュレーションＷＧ、実証ＷＧ） 

 

【中間目標】（平成28年度） 

需給シミュレーションシステムでの実施内容と設計方針を確定し、再生可能エネルギーの出

力予測や出力抑制を反映した需給シミュレーションシステムのプロトタイプを開発する。ま

た、実際の電力系統を使った検証地点を選定し、再エネ出力予測・制御と既存電源との制御を

総合的に組み合わせたシステム構築のための検討を行い、実証検証試験に必要な設備・システ

ムの構築を完了させる。 

 

【最終目標】（平成30年度） 

風力発電のランプ変動予測技術と出力変動制御技術に加え、再生可能エネルギーの出力予測

や調整電源の最適運用手法等を総合的に組み合わせた需給シミュレーションシステムを開発

し、再生可能エネルギーを最大限入れるための技術的課題とその課題解決策等を明らかにす

る。また、需給シミュレーションシステム開発で得られた課題解決のための考え方を実際の電

力系統を使って検証する。 
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事業の計画 

内容 

主な実施事項 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度  

ﾗﾝﾌﾟ予測技術開発 WG       

蓄ｴﾈﾙｷﾞｰ制御技術 WG       

需給ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ WG       

実証 WG       

開発予算 

(会計・勘定別

に事業費の実績

額を記載) 

(単位:百万円)  

 

注）予算は今回

の評価対象外の

事業を含む政府

予算額で、委託

分は中間評価対

象分のみ抽出し

て記載 

会計・勘定 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 総額 

一般会計       

特別会計（需給） 4,000 6,000 6,500   16,500 

開発成果促進財源             

総予算額 4,000 6,000 6,500   16,500 

（委託） 3,141 5,140 3,403   11,684 

（助成） 
：助成率△/□ 

- - - - - - 

（共同研究） 
：負担率△/□ 

- - - - - - 

開発体制 

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 省エネルギー･新エネルギー部 

新エネルギー課 

プロジェクト 

リーダー 

岩本 伸一 

（早稲田大学 先進理工学部 教授） 

委託先 

（委託先が管理法人の

場合は参加企業数及び

参加企業名も記載） 

国立大学法人東京大学 

（再委託：国立大学法人筑波大学、学校法人日本大学） 

学校法人早稲田大学 

（再委託：国立大学法人北海道大学、公立大学法人大阪府立大学） 

一般財団法人電力中央研究所 

一般財団法人エネルギー総合工学研究所 

（再委託：北海道電力株式会社） 

東京電力ホールディングス株式会社 

東京電力パワーグリッド株式会社 

株式会社東光高岳 

（再委託：ＮＲＩセキュアテクノロジーズ株式会社、 

一般財団法人日本気象協会） 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

（再委託：一般財団法人日本気象協会） 

情勢変化への 

対応 

再エネ特措法省令改正（H27.1）による発電事業者に設置が義務化された遠隔出力制御システ

ムについては、実証試験においても導入し検証していく。また、平成 28 年 4 月より導入された

「計画値同時同量制度」においても蓄エネルギー制御技術開発と実証において検討していく。 

中間評価結果 

への対応 
― 

評価に関する 

事項 

事前評価 平成 25 年度実施 担当部 新エネルギー部 

中間評価 平成 28 年度 中間評価実施 

事後評価 平成 30 年度 事後評価実施予定 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･分析及び予測手法開発 

設備設置 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ･予測ﾓﾃﾞﾙの改良 

ｽﾍﾟｯｸ検討･ｼｽﾃﾑ策定 

実機性能試験･調整 

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ構築 

ｽﾍﾟｯｸ検討･設備設置 

実証試験･評価 

再ｴﾈ連系拡大検証･評価 

制御手法の改良 

実証試験･評価 
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３．研究開発成果

について 

ランプ予測技術開発ＷＧ: 

 風力発電所のモニタリングシステムの構築を実施した。また、ベンチマークテストを実施

し、現行の風力発電出力予測モデルにおける問題点の抽出整理を行い、複数のアプローチによ

るランプ現象の予測手法高度化について既存のデータを活用した予測技術のプロトタイプを作

成した。 

 

蓄エネルギー制御技術ＷＧ: 

 蓄エネルギー技術として圧縮空気エネルギー貯蔵、ヒートポンプとバイオガス発電の併用運

用による熱変換貯蔵、および蓄電池を対象とした風力発電出力制御アルゴリズムの基本モデル

を開発し、シミュレーションによる検証を実施した。また、各蓄エネルギー技術の実証設備と

して、ヒートポンプとバイオガス発電の併用運用による熱変換貯蔵設備と、蓄電池実証設備の

構築を完了した。圧縮空気エネルギー貯蔵システムについては製造を開始し、現地で据付調整

を行い今年度内に設置を完了する見込みである。 

 

需給シミュレーションＷＧ: 

 理論的基礎研究として、海外の類似システム調査と解析ロジックやモデルのメソッド仕様を

検討し、策定した。再エネ大量導入時の火力発電所の燃料費を最小にする最適週間運用計画や

再エネ出力予測誤差を考慮した、供給信頼度評価、需給運用計画、周波数制御の各機能で構成

されるシステムのプロトタイプを構築した。 

 

実証ＷＧ: 

 実証試験シナリオとして将来想定される電力システムと各実証試験設備とを対比させ、「出

力予測」、「出力制御・抑制」、「需給運用」の組み合せによる総合的にコストミニマムとな

る対策を実証するための試験項目の骨子案を作成した。また、2030 年の再エネ大量導入時の出

力変動を模擬した周波数解析シミュレーションに基づく、再エネ設備およびその出力変動対応

として実証する蓄エネ設備の構築を推進し、風力発電と EMS を除く一部実証試験を開始した。 

 

投稿論文 「査読付き」４２件、「その他」３１件 

特 許 ０件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

外部発表： ３４件（上記の論文発表は除く） 

プレス発表、Ｗｅｂ記事： ２４件、 展示会： ８件 

４．実用化の 

見通しに 

ついて 

ランプ予測技術開発ＷＧ: 

 電力会社に対して拡販を行う。主要電気事業者の８割にて適用されることを見込む。 

 

蓄エネルギー制御技術ＷＧ: 

 制御ロジックと実績結果について成果報告書等を通して広く公開する。これより蓄電池や蓄

エネルギーとしてのバイオガスプラント等の導入を見込む再エネ事業者や電力会社に活用され

る。 

 

需給シミュレーションＷＧ: 

 一般電気事業者、電力広域的運営推進機関、主要発電事業者、大学、研究機関等に開発した

システムを提供し、今後の系統計画、需給運用解析のために活用される。 

 

実証ＷＧ: 

 本実証の実施主体者である東京電力だけではなく、他電気事業者へも東京電力が主体的に成

果を共有し、再生可能エネルギー大量導入に備えた需給運用技術の活用を図る。また、システ

ムや技術を標準化し、海外市場含め売り込みを図る。 

 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 平成 26 年 3月 作成 

変更履歴 

平成 27 年 3 月改訂 研究開発項目（Ⅲ）「再生可能エネルギー連系

拡大対策高度化」を追加。 

平成 28 年 3 月改訂 研究開発項目（Ⅲ）「再生可能エネルギー連系

拡大対策高度化」に太陽光発電に係る記述を追加。NEDO の法人形態

の変更を反映。 
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プロジェクト用語集 

 

用 語 説 明 

ＢＧ バイオガス発電(Biogas Generation)。糞尿や汚泥等を発酵させ

発生したメタンガスを利用する発電のこと。 

ＢＴ 蓄電池（Battery）の略称。 

ＣＡＥＳ 圧縮空気エネルギー貯蔵（Compressed Air Energy Storage）の

英文略称。コンプレッサーで圧縮した空気をタンクに貯蔵し、必

要時に燃料とともに燃焼させ、ガスタービンを回し発電するシス

テム。 

ＤＢ データベース(Database)の略称。 

ＤＧ ディーゼル発電機（Diesel Generator）の略称。 

ＥＤＣ 経済負荷配分制御（Economic Load Dispatching Control）。電

力需要の変化に応じて効率の異なる火力、水力発電機など経済的

な出力配分を計算し、発電機出力を中央給電指令所などより制御

する考え。後述のＬＦＣとＧＦと周波数制御の概念は同じだが、

ＥＤＣが数十分以上の周期を、ＬＦＣはそれ以下の数十秒まで、

数十秒以下をＧＦで周期区分にて分担するのが一般的な考え。 

ＥＭＳ エネルギーマネジメントシステム(Energy Management System)の

略。エネルギー管理システム全般の意味だが、本プロジェクトでは電

力系統の監視制御を行うシステムを意味する。 

ＧＦ ガバナフリー (Governor Free)。ガバナとは発電用水車や蒸気

タービンの調速機を指し、ガバナフリーとは周波数の変動に対し

て自由にガバナを応動させる状態を意味する。ガバナフリーの状

態では、周波数が低下（発電機の回転が低下）した場合は、回転

機の出力が増加し、周波数が上昇（発電機の回転が上昇）した場

合は、出力が減少するよう自動制御されるので、電力系統の周波

数の安定維持に効果を発揮する。ガバナフリーは短い変動周期の

負荷調整を分担し、調整容量としては系統容量の３％程度以上を

保有することが望ましいとされている。 

ＧＰＶ Grid Point Value の略で、格子点値の意味。大気の状態を離散

的な格子点値で表し、スーパーコンピュータを使って計算した気

象予測値のことを言う。気象庁や海洋大気局等がＧＰＶ値を公開

している。 

ＨＰ ヒートポンプ(Heat Pump)。熱を低温側から高温側に移動させる

装置。冷媒を圧縮・膨張することで、水をくみ上げるポンプのよ

うに、低温側の熱を高温側にくみ上げる装置。ヒートポンプによ

る空調・給湯は、電熱器による暖房・給湯より効率面で優れてい

ると言われる。 

ＬＦＣ 負荷周波数制御(Load Frequency Control）。電力系統の周波数

偏差、連系線潮流の変動を検出して中央給電指令所などから制御

信号を発電所に伝送し、発電所出力を自動制御することにより、

系統周波数を基準値に保持する制御のこと。 
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用 語 説 明 

ＰＣＳ パワーコンディショナー(Power Conditioning System)。パワコ

ンとも言う。太陽電池や風力で発電する直流の電気を交流に変換

する装置。 

Ｐｏｗｅｒ ｔｏ Ｈｅａｔ 電気エネルギーから熱エネルギーへの変換。本事業におけるバイ

オガス発電とヒートポンプの併用運用による熱変換貯蔵。本紙で

は HP/BG とも表現している。(HP と BG については各々の用語説

明を参照。) 

ＰＶ 太陽光発電（Photovoltaics）の略。 

ＳＣＡＤＡ Supervisory Control And Data Acquisition の略。本紙では主

に風力発電所における監視制御システムを指す。 

ＳＯＣ State of Charge の略。蓄エネルギーの充電状態（残容量）を指

す。 
ＷＦ Wind Farm の略。風力発電機を多数設置し運営する風力発電所の

意味。 

ＷＴ Wind Turbine の略で本紙では風力発電機を意味する。 

一般電気事業者 既存の電力供給会社 10社のこと。平成 28 年 4月 1 日以降は、法

改正（電力小売全面自由化）により一般送配電事業者となった。 

ウィンドプロファイラー 地上から上空に向けて電波を発射し、大気中の風の乱れなどに

よって散乱され戻ってくる電波を受信・処理することで、上空の

風向・風速を測定する装置。（出典：気象庁ＨＰ） 

気象庁が同システムを全国 33 カ所に設置し、測定データを公表

している。 

調整電源 電力需要の変動やピーク需要への対応供給力として使われる電源

で、主に流水式水力発電と火力発電が該当する。 

ナセル 風車の伝達軸、増速機、発電機等を収納する部分のこと。 

ピッチ角 風車ブレードの取り付け角度のこと。ピッチ角を変化させること

により、発電出力を制御できる。 

変動電源 自然条件によって出力が大きく変動する太陽光発電や風力発電等

の再生可能エネルギー電源。 

マスト モニタリング装置の一つとして 50m 程の高さのポールの複数高位

に風速計を取り付けた風況観測塔のこと。 

ライダー(LIDAR) 英文で Light Detection and Raging/Laser Imaging Detection 

and Ranging の略語として LIDAR とも表記する。レーザーの反射

を利用して上空の風速や風向を計測できる風況観測設備のこと。 

ランプ 急激な変動を意味するが、本書では主に風力発電出力の急激な変

動の意として使う。発電だけでなく、電力を使用する側（需要）

の観点から、朝方の急激な変動もランプ需要などと呼ぶ。急激な

増加はランプアップ、減少はランプダウンと呼ぶ。英語のまま

ramp とも表記することもある。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

1. 事業の背景・目的・位置づけ 

・政策的な重要性 

今後のエネルギー政策として、再生可能エネルギーの最大限の導入を進め、できる限り原子

力発電の依存度を低減させることが政府の目標として掲げられている。また、平成26年4月11日

に閣議決定された「エネルギー基本計画」には、再生可能エネルギーの導入を最大限加速させ

るとともに、系統強化、規制の合理化、低コスト化等の研究開発を着実に進めることが記載さ

れている。また、同基本計画の中で、再生可能エネルギーの導入に当たっては、送電線網の整

備に加えて周波数変動等の対策が必要であると記載され、開発規模によって経済性を確保でき

る風力・地熱発電の導入課題の解決を急ぐ旨の記述がある。平成27年7月に決定した「長期エネ

ルギー需給見通し」で2030年までに再生可能エネルギーの導入率22～24%の見通しが設定された。 

これら経緯から再生可能エネルギーの導入を最大限加速させるという政府目標を達成するた

めにも、再生可能エネルギー、特に風力発電を大量に電力系統に連系した際に、発生すること

が予想される電力品質や系統運用上の技術的な課題を明らかにし、課題解決策を短期および中

長期に分けて確実に実施していくことが必要である。 

 

・我が国の状況 

風力発電の連系可能量に余裕がない地域では、風況が良く風力発電の適地であるにも係わら

ず、系統連系が出来ない状況となっている。風力発電などの変動電源を大量に電力系統に導入

するためには、系統強化や蓄エネルギー設備の併設が必要となるが、いずれの対策も高コスト

もしくは長期の対策期間が必要となり、最終的に国民負担の増大に繋がる。これを回避するた

めには、現状の設備を最大限活用し、追加コストを最小化するための方策を検討しなければな

らない。 

 

・海外での取り組み状況 

再生可能エネルギーの導入拡大が進んでいる海外では、予測技術を活用することで効率的な

需給運用を指向している。 

例えば、スペインでは、再生可能エネルギーの導入量に対して、隣国との系統連系容量が不

足していることもあり、系統運用者Red Eléctricade España（REE）社が再生可能エネルギーの

予測・抑制等を専門に司る「再生可能エネルギーコントロールセンター（CECRE：Centro de 

Control parael Regimen Especial）」を設立し、需給運用計画の精度向上、効率的な調整力の

活用等に取り組んでいるが、制度面からの検討と平行して、再生可能エネルギーの大きな出力

変動を精度良く予測することは重要なテーマのひとつとなっている。 

 

・本事業のねらい 

天候によって出力が変動する風力発電や太陽光発電は、大量に電力系統に連系された場合、

大きな出力変動によって電力の安定供給に影響を及ぼす可能性がある。そのため、風力発電の

出力変動を予測するなどの電力系統の安定運用に資する技術開発を行うとともに、需給運用面

の課題を実際の電力系統にて実証することが必要である。NEDOは、平成17年度～19年度に実施

した「風力発電電力系統安定化等技術開発」で、ウィンドファーム発電出力予測モデルと電力



 

10 
 

系統制御エリア発電出力予測モデルを開発し、一定の成果を上げている。一方で、風力発電を

はじめとする再生可能エネルギーを最大限電力系統に連系することを目的とした研究開発は現

状では行っておらず、喫緊に取り組むべき課題である。 

本事業では、電力の需給運用に影響を与える風力発電の急激な出力変動（以下、ランプ）に

着目し、再生可能エネルギーの予測技術や出力の変動を抑制する出力制御技術を高度化させ、

予測と出力制御を踏まえた需給運用の基本的な手法を確立する。 

以上の取り組みによって、出力が不安定な変動電源から、出力を「予測」・「制御」し、適

切に「運用」することが可能な電源に改善することで再生可能エネルギーの連系拡大を目指す。 

 

2. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

2.1 NEDO が関与することの意義 

風力発電や太陽光発電を主体とした天候により出力が変動する電源より発生する余剰電力、周波数調

整力不足等の技術的課題とその課題解決策を明らかにするために、出力予測技術と変動緩和技術の高

度化、ならびに需給シミュレーションシステムを開発し、実際の電力系統によって課題解決策の検証を行

う本事業は、エネルギー基本計画を踏まえて作成された長期エネルギー需給見通しにある 2030 年での

再生可能エネルギー導入率 22～24%の達成に向けて必要不可欠の基礎技術であり、電力会社、製造業

者、大学を含む研究開発機関が連携して取り組む必要がある。 

産学連携体制での本事業を確実に遂行するためには、国プロとしてＮＥＤＯが課題解決に向けてプロ

ジェクトをマネジメントすることが必要である。また、ＮＥＤＯは、過去から長く送電・配電と幅広く技術開発

を行っており、国が推進する再生可能エネルギー導入に向けて、全体的な進捗を踏まえた実施者間の調

整等、効率的なマネジメントを実施するとともに、電力系統全体の最適化を考えた取り組みが可能である。 

 

2.2 実施の効果 

出力が不安定な変動電源から、出力を予測・制御し、適切に運用することが可能な電源に改善

することで、再生可能エネルギーの連系拡大を目指す本事業の具体的な効果として以下の項目が

挙げられる。 

 

① 変動電源の計画発電化による電力系統への影響を最小化 

再生可能エネルギーの出力予測技術と蓄エネルギーを組み合わせた出力制御技術の開発によ

り、変動電源を限りなく計画電源に近づけることで、電圧、周波数問題の改善に加え、地域か

ら広域に及ぶ運用面での懸念を最小化し、接続可能量以上の更なる連系拡大を目指す。 

 

② 最適な系統運用と設備形成の支援 

  再生可能エネルギーが大量導入された 2030 年頃の多地域電力系統の需給シミュレーションモ

デルの開発により、火力の焚き減らしなどコストミニマムとなる最適な制御分担による需給運

用と地域を跨いだ広域における設備形成支援に活用可能となる。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 

研究開発項目(Ⅰ)風力発電予測･制御高度化 

（Ⅰ）-１ 風力発電および気象モニタリングシステムの構築（ランプ予測技術開発ＷＧ） 

○平成28年度の中間目標 

  ・ウィンドファーム観測網整備 

北海道・東北・関東地域における最大50ヵ所程度の大規模ウィンドファームの中から、

本研究開発に資するウィンドファーム観測網の選定を行い、ウィンドファーム観測網の

整備を行う。また、ウィンドファームにおける風況変動の把握が困難な場所を中心に、

風況観測設備（風況観測用ライダー、風況観測マスト等）を最大10ヵ所程度設置する。 

  ・広域気象観測網整備 

気象庁アメダス・ウィンドプロファイラーおよび民間会社の気象観測網（全国最大

100ヵ所程度）を活用した広域気象観測網の整備をおこない、これらのモニタリングシ

ステムから、ランプ現象の要因分析および予測手法開発に資するデータ収集システムを

整備する。 

・風力データベース整備 

風力発電データの蓄積・運用を行う風力データベース構築を終了し、平成30年度まで

継続的に本プロジェクトに必要なデータ収集を行える環境を整備する。風力DBでは、

ウィンドファーム観測網から得られる北海道・東北・関東地域のウィンドファームに対

するモニタリングデータ（発電出力・運転制御情報・風速・風向・気温・気圧・日射量

等）、および広域気象観測網から得られるウィンドファーム周辺の風速・風向・気温・

気圧のデータを格納する。 

○平成30年度の最終目標 

ウィンドファーム観測網、広域気象観測網、風力データベースのシステム稼働状況を評

価・検証し、今後の実用可能性を踏まえ、ランプ予測システム等と連携した実用化システム

について目途をつける。 

   

図Ⅱ.1-1. モニタリングシステム構築場所案とライダーのイメージ図 
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（Ⅰ）-２ ランプ予測技術の開発（ランプ予測技術開発ＷＧ） 

① ランプ現象の分析 

○平成28年度の中間目標 

・ランプ現象の事例調査 

ウィンドファーム出力、風力合計出力、残余需要データの短時間（20 分）から長時間

（2 時間程度）に至る範囲での変動量（最大変動幅など）の分析に基づき、電力系統の

安定運用への影響が大きいと想定されるランプ現象を抽出、並びに、クリティカルなラ

ンプ現象を定義し、本事業におけるランプ予測の目標を決定する。 

・ランプ現象の要因分析 

過去の気象データや数値シミュレーションモデルを用いた解析により、ランプ現象の

気象要因を抽出し、個々の現象の要因解明を行うとともにランプ現象発生の可能性や予

測可能性に関する分類を定量化する。 

○平成30年度の最終目標 

  ・ランプ現象の要因分析 

気象データの蓄積を利用して、分析を続け、ランプ現象発生の可能性や予測可能性に

関する分類の定量化をより精緻なものとする。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ.1-2. ランプ現象の分析イメージ図 

(気圧配置パターン分析と要因を分析) 

 

② ランプ現象等予測手法研究開発 

○平成28年度の中間目標 

・ランプ予測技術の開発目標の確定 

本部分項目では、風力発電の出力データ・気象データのモニタリング・長期気象解析

データ等に基づいてランプ現象の要因分析を行い、複数のアプローチからランプ予測モ

デルを開発する。モニタリング結果やランプ現象の要因分析、ベンチマークテストから

得られる課題を踏まえ、ランプ予測技術の開発目標を確定させる。 

・評価手法の開発 

本事業にて開発する予測技術は、電力系統における合計風力発電出力の変動を対象と

するため、開発技術が電力系統運用に与える影響という観点からの評価を実施する。具

体的には、発電コスト（燃料費、起動費など）といった経済性、供給力不足、短周期変

動に対する調整力不足などの供給安定性に与える影響を分析することで、技術開発評価
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を行う。その分析結果を受けて、予測技術の課題・必要な仕様を設定し、中間評価後の

予測技術開発の目標および出力変動制御技術に求める制御目標を設定する。 

○平成30年度の最終目標 

・ランプ予測技術の確立 

風力発電の大量導入を実現するために必要となる、系統運用者のランプ現象に対応する

適正な調整力確保を目的に、ランプ現象の要因分析に基づくランプ予測技術を確立する。 

本部分項目では、火力発電の起動に必要となる約6時間先以降に発生する風力発電定格出

力のエリア合計値に対する30％以上の出力変動（継続時間6時間以内）をランプ現象と定義

し、現行の予測モデルよりも予測精度を向上させ、大外しの最大振れ誤差を20％以上低減

させる。 

なお、電力の需給運用に影響を与える出力変動は、風力発電が連系する系統容量および

電源構成によって異なる。国内では、電力の需給運用に影響を与えるほど、風力発電設備

が連系されていないことから、一義的に数値目標を定めるものの、モニタリング結果や解

析結果を踏まえて、上記開発目標を適宜見直すことも検討する。 

・評価手法の開発 

開発したランプ予測技術が電力システムへ与える影響として実証試験、並びに、実証試

験結果の分析により、開発された予測技術を評価する。定量的評価として、本技術開発が

発電コストなどの経済的指標に与える影響を分析する。定性的評価として、本技術開発が

需給バランス、必要調整力量などの供給安定性に与える影響を分析する。 

また、予測値が大きく外れる、大外し事例など電力システム運用に大きなインパクトを

持つ現象発生時での、本技術開発が与える影響を評価する。 

 

図Ⅱ.1-3. 複数予測手法の統合によるランプ予測モデルイメージ 

 

③ ランプ予測システム開発 

○平成28年度の中間目標 

ランプ予測技術の開発成果をもとに、北海道・東北・関東地域におけるランプ予測シス

テムのプロトタイプを構築する。また、実証事業との連携へ向けたインターフェイスの整

備を行う。 

○平成30年度の最終目標 

北海道・東北・関東地域におけるランプ予測システムおよび複数予測手法の統合システ
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ムに関する評価を行い、リアルタイムでの予測システムの精度、コストおよび信頼性など

を総合的に検討し、実用可能性を評価して実用化システムについて目処をつける。 

 

④ WF制御技術の高度化 

○平成28年度の中間目標 

・ＷＦ内出力制御 

ナセルライダーによる変動緩和技術の開発と商業用実機への適用性検討・基本設計を

行い、後年実施するランプ予測との連動を意識したシステムの概観について目処をつけ

る。また、ナセル風速計、ナセルライダーによる変動緩和制御性能の違いに関する計測

評価方法について方針に目処をつける。単機ベースで出力変動緩和性能を開発当初から

比較して 10%低減達成を目指す。 

・ＷＦ間出力制御 

風力発電モニタリング時系列データや数値気象予測（GPV）等の利用可能な時空間

ビッグデータとモニタリングシステムからのデータを含む予測開発システムから得られ

た予測データを複合的に活用し、ランプ現象を含む地域の合計発電出力および個別の

ウィンドファーム出力をリアルタイムで予測する技術（以下、「WF 等出力変動予測」、

「WF 等出力変動予測技術」）を開発する。 

また、風力エネルギー大量導入時の合計出力変動を緩和するため、電力系統全体での

ウィンドファームの合計出力と個別ウィンドファームの短時間出力予測に基づき、ウィ

ンドファーム制御技術を制御シミュレーションモデル等により開発する。 

○平成30年度の最終目標 

・ＷＦ内出力制御 

ランプ予測と連動した風車出力変動緩和制御システムを確立する。また、ナセル風速

計、ナセルライダーによる変動緩和制御性能の違いに関する計測評価を実施する。ウィ

ンドファームベースで出力変動緩和性能を開発当初から比較して 20%低減達成を目指す。 

・ＷＦ間出力制御 

開発した WF 間制御技術が電力システムへ与える影響として実証試験を行う。また、

実証試験結果の分析により、開発された本技術の適用効果を検証する。 

 

（Ⅰ）-３ 蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発（蓄エネルギー制御技術ＷＧ） 

① 圧縮空気エネルギー貯蔵による出力変動制御技術の開発 

○平成28年度の中間目標 

ウィンドファームにおける発電量急変の緩和性能評価に必要となる蓄エネルギーシ

ステムCAES(Compressed Air Energy Storage/圧縮空気エネルギー貯蔵)のシミュレー

ションモデルを開発する。風力発電設備における発電量急変を事前に予測しながら蓄

エネルギー設備の運用計画を行う際の制御効果について評価を行い、結果をフィード

バックすることで （Ⅰ）-２「ランプ予測技術の開発」における予測モデルの構築

指針や対象とするランプ現象の定義の適切さの検証材料として反映する。 

また、ベンチマークデータに対する予測結果を用いたシミュレーションの観点から

評価を行い、長期的な風力発電設備、蓄エネルギー設備の運用を行った際の発電電力

急変の影響緩和の度合いと蓄エネルギー設備の種類や蓄エネルギー容量との関係を、

予測の誤差をふまえた観点からシミュレーションに基づいて評価する。 
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○平成30年度の最終目標 

（Ⅰ）-２「ランプ予測技術の開発」において確立されるランプ予測技術に基づいて、

予測誤差の補正による風力発電の計画発電を目的に、予測技術を活用した制御の方法

論を「（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーション」に提供することでコストミニマム

な最適な制御分担に基づいた出力変動制御技術を確立する。 

 

図Ⅱ.1-4. CAESによる風力出力変動緩和イメージ 

 

② Power to Heatによる出力変動制御技術の開発 

○平成28年度の中間目標 

酪農学園大学構内に構築されたHP/BG併用熱供給システムを、風力発電出力の実測

データおよび予測データに基づいて運用するための具体的な制御手法を開発すると共

に、それを具体的なEMSとして構築し、北海道大学大学院情報科学研究科から、遠隔

でHP/BG併用熱供給システムを制御・運用できる環境を整備することを目標とする。

その際、構築したHP/BG併用熱供給システムの設備容量に合わせ、風力発電及び予測

データを変換することで、様々な規模のランプ現象の制御を検討できるようにする。 

加えて、開発した制御手法の有効性を評価するための手法を開発する。特に蓄電池

制御との比較は重要と考えられ、蓄電池制御シミュレーションを通した制御性能、コ

スト等の観点から、本システムの優位性を評価するための手法を開発する。 

実系統に接続された仕様の異なる家畜系バイオガス発電プラント（二箇所）につい

て、実運用時の運転特性（発電量、熱発生量、補機動力、エネルギー収支等）を明ら

かにするための計測系を構築し、データ取得を開始する。併せて、周辺需要施設（酪

農家等）のエネルギー使用量計測を開始する。 

○平成30年度の最終目標 

さまざまなウィンドファームのモニタリングデータを活用し実証試験を行いながら、

ランプ現象抑制制御の効果を総合的に評価すると共に、バイオガス発電機、ヒートポ

ンプに望まれる性能の評価、制御パラメータの設定指針、等を明らかにする。特に、

ランプ現象の予測誤差の実績を考慮し、システムの出力目標値の決定手法を改良する。 

実際に連系された家畜系バイオガス発電プラントの実運用下における運転特性を明

らかにし、開発する出力変動制御技術の実系統における実現性・有効性の評価に必要

な知見を提供する。併せて、北海道地域において顕在化している電力系統側の課題にも対

応したより効率的なバイオガス発電プラントの運用方策、システムより発生する熱エネル

ギーの有効利用方策について提案する。 
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図Ⅱ.1-5. HP/BG併用熱供給システムイメージ 

 

③ 蓄電池および高精度予測情報を活用した出力変動制御技術の開発 

○平成28年度の中間目標 

ウィンドファーム単独及びローカルエリアに分布するウィンドファーム群に対して、

長周期及び短周期変動のどちらにも対応できる蓄電池及びランプ予測情報を活用した

風力発電の出力変動抑制制御手法を開発する。 

また、提案する開発手法に対して必要な蓄電池容量を評価し、出力変動の抑制率及

び計画発電の達成率等といった評価指標に対する蓄電池容量の削減可能性とコストの

関係性を明確化する。 

また、研究成果をもとに開発手法の有効性を実証するための研究設備を構築し、実

証を通して制御性能を明らかにするとともに、得られた知見を活かし提案する開発手

法の改良を図る。 

○平成30年度の最終目標 

様々なウィンドファームのモニタリングデータを活用し実証試験を行いながら、必

要な蓄電池容量を実データに基づいて再評価する。また、対象とするエリア全域に対

するランプ現象抑制を目的とした風力発電の出力変動抑制制御手法へ提案手法を拡張

するとともに、予測誤差に対応するための蓄電池SOC(充電率: State of Charge)管理

手法を開発し、総合的な評価を行う。 

 

 

図Ⅱ.1-6. ランプ予測情報を活用した蓄電池による風力出力変動抑制制御イメージ 
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④ 蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の実証試験および総合評価 

○平成28年度の中間目標 

風力発電の出力制御用として短中期的に実用化可能と考えられる蓄エネルギー技術に

ついて実用化時点のコスト、運転特性、技術課題等の調査・検討を行い、その結果を比

較して、本事業において実証研究を行う蓄エネルギー技術を３種類選定する。選定され

た蓄エネルギー技術について、実証設備を設計し、製作・据付を完了する。 

今後の風力発電の導入拡大における系統制約の状況を踏まえた上で、ランプ予測技術、

風車制御技術、蓄エネルギー技術の特性や開発レベルを総合的に勘案し、出力変動制御

に求める制御目標を確定させる。 

○平成30年度の最終目標 

平成28年度までに構築した蓄エネルギー実証設備において、①および②項において

開発した制御に従った運転が可能であることを実証する。 

国内外における系統規模の蓄エネルギー技術とその制御技術の開発動向を踏まえ、本

事業において開発・実証を行った蓄エネルギー技術を含む出力変動制御技術の実用化に

向けたロードマップを作成する。 

 

研究開発項目(Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション 

（Ⅱ）-１ 需給シミュレーションシステムの開発（需給シミュレーションＷＧ） 

○平成28年度の中間目標 

   需給シミュレーションシステムを構築する解析ロジックの開発仕様を確定し、そのプロト

タイプを構築する。また、再エネ出力の予測と制御を踏まえた電力需給の基本的な考え方を

検討するためのテストモデル・シミュレーション条件等の検討条件を確定する。 

○平成 30年度の最終目標 

   将来の再生可能エネルギー大量導入を支える電力システム構築のための技術課題とその解

決策を検討するための、電力系統の信頼度評価・需給運用計画・周波数制御に関する解析基

盤として、再生可能エネルギー出力の予測・制御、従来電源および揚水発電や蓄電池等の電

力貯蔵の調整、系統評価を総合的に考慮した、多地域電力系統の需給シミュレーションシス

テムを開発し、再生可能エネルギーに因る電力需給の課題や課題解決の基本的な考え方を系

統面の技術的な制約も考慮して明らかにする。具体的には、電力需給面について、2030 年頃

の再エネ大量導入を想定した東地域電力系統における電力需給の技術課題や課題解決の考え

方を明らかにする。 

また、系統面については、想定故障解析における再エネ大量導入の扱いに関する技術の理

論的基礎の確立を目標とし、特定地域を想定したものではなく、系統面の典型的な課題と対

応を整理する。 
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図Ⅱ.1-7. 需給シミュレーションシステムの構成 

 

（Ⅱ）-２ 電力系統における運用実証試験（実証ＷＧ） 

  ○平成 28年度の中間目標 

   実証試験を実施する地点を選定し、風力発電のランプ予測技術に加え、風力発電・太陽光

発電の出力予測や調整電源の最適運用手法等を総合的に組み合わせた需給制御システム構築

のための合理的な設備形成や運用手段の机上検討、実証試験に必要な試験設備・システムの

構築を完了させる。 

○平成30年度の最終目標 

   需給シミュレーションシステムで得られた需給運用の基本的な考え方を実際の電力系統を

使って検証する。風力発電のランプ予測技術に加えて、風力発電・太陽光発電の出力予測や

調整電源の最適運用手法等を総合的に組み合わせた実証試験を通じて、再生可能エネルギー

を大量導入するための対策コストを指標として、対策コストが社会的にミニマムとなる最適

な設備形成・運用手段を確立する。 

 
図Ⅱ.1-8. 予測・制御・運用各技術を総合的に検証するための実証イメージ 

 

2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

 前項で記載した通り、本事業では風力発電のランプ現象に注力した予測技術の高度化と出力変

動制御技術の高度化を対象とする「研究開発項目(Ⅰ)風力発電予測･制御高度化」と、東日本地域

の2030年における電力系統を模擬して解析を行うための需給シミュレーションの開発と、研究開

発項目（Ｉ）での予測と制御の技術を踏まえて再生可能エネルギーを最大限活用した需給運用技

信頼度評価（設備計画）
シミュレーション

需給運用計画・信頼度評価
シミュレーション

（週間計画→１時間前計画）

周波数制御シミュレーション
（リアルタイム）

電源のユニットコミットメント、スケジューリング

実需給1時間前以降の変動については、周波数制御シ
ミュレーションでしわ取りできることを確認

Loss of Load Expectation等

必要な設備量の初期設定

確保しているLFC調整力で不足する場合は、需給計画上
の必要LFC量を増やして再計算

再エネ出力変動想定

再エネ出力予測

火力・電力貯蔵の最適運用

再エネ出力抑制

周波数制御（再エネ含む）

再エネ変動実績（ランプ）

再エネkW価値

系統面からの
信頼度評価を加味
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術の高度化を対象とする「研究開発項目(Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション」の２項目から

なる。各研究開発項目のそれぞれの個別テーマと担当ＷＧ（ワーキンググループ）、各ＷＧを構

成する実施事業者について表Ⅱ.2-1に整理する。 

本事業では風力発電の普及拡大に向けて、「予測・把握」と「制御・抑制」技術の高度化によ

り従来の風まかせの発電から計画する発電として風力発電を活用する目的に加え、火力発電等他

電源や蓄電池の効果的な活用により風力発電だけでなく太陽光発電など含めた再生可能エネル

ギーの最大利用を目的とした「需給運用」技術の高度化を図る事が主な実施内容である。それら

実施内容について全体構造のイメージを図Ⅱ.2-1に示す。 

 

表Ⅱ.2-1. 各研究開発項目の個別テーマと担当ＷＧと実施事業者の整理 

研究開発項目 個別テーマ 担当ＷＧ 実施事業者 

（括弧内は再委託） 

(Ⅰ)風力発電予

測･制御高度化 

（Ⅰ）-１ 

風力発発電および気象モニ

タリングシステムの構築 

ランプ予測技術

開発ＷＧ 

・伊藤忠テクノソリューションズ(株) 

・東京大学 

 他 

（Ⅰ）-２  

ランプ予測技術の開発 

ランプ予測技術

開発ＷＧ 

・伊藤忠テクノソリューションズ(株) 

 （日本気象協会） 

・東京大学（日本大学、筑波大学） 

・(財)電力中央研究所 

・早稲田大学 

（Ⅰ）-３  

蓄エネルギー技術を用いた

出力変動制御技術の開発 

蓄エネルギー制

御技術ＷＧ 

・(財)エネルギー総合工学研究所 

 （北海道電力） 

・早稲田大学 

 （北海道大学、大阪府立大学） 

(Ⅱ)予測技術系

統 運 用 シ ミ ュ

レーション 

（Ⅱ）-１  

需給シミュレーションシス

テムの開発 

需給シミュレー

ションＷＧ 

・(財)電力中央研究所 

・東京電力パワーグリッド(株) 

・東京電力ホールディングス(株) 

・東京大学 

（Ⅱ）-２  

電力系統における運用実証

試験 

実証ＷＧ ・東京電力パワーグリッド(株) 

・東京電力ホールディングス(株) 

・(株)東光高岳 

 （ NRIセキュアテクノロジーズ

(株)、(財)日本気象協会） 
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図Ⅱ.2-1. 事業の全体構造イメージ 

 

各ＷＧと実施事業者については次節（2.2 研究開発の実施体制）にて記述するが、ランプ予測

技術開発ＷＧで「予測」、蓄エネルギー制御技術ＷＧで「制御」、実証ＷＧで「運用」に係る研

究開発を実施し、需給シミュレーションシステムＷＧで開発するシステムの開発成果に反映させ

ることが本プロジェクトの各ＷＧの相関関係である。（図Ⅱ.2-2） 

 

 

図Ⅱ.2-2. 各ＷＧ間の相関関係 

 

 

 この各ＷＧと実施項目の相互関係を踏まえた各実施項目のスケジュールと事業予算について表

Ⅱ.2-2に示す。（ただし、本評価の対象外である平成27年度から開始した「再生可能エネルギー

連系拡大対策高度化」事業分も本予算に含んでいる。） 

 

 

 

予測 制御 

運用 
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表Ⅱ.2-2. 各研究開発項目のスケジュールと事業予算 

 

 

以降、各研究開発項目と実施項目における研究開発内容について記載する。 

 

研究開発項目（Ⅰ）風力発電予測･制御高度化 

本研究開発項目では、風力発電の大量導入を実現するために必要となる、系統運用者のランプ

現象に対応する適正な調整力確保を目的に、ランプ現象の要因分析に基づくランプ予測技術を確

立する。また、風力発電の出力変動緩和による電力系統への影響の最小化や予測誤差の補正によ

る風力発電の計画発電を目的に、予測技術を活用しコストミニマムとなる最適な制御分担に基づ

いた、ウィンドファーム(WF)制御技術と蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術を確立する。 

本研究開発項目の構成は、研究開発項目（Ⅰ）‐１風力発電および気象モニタリングシステム

の構築、（Ⅰ）‐２ランプ予測技術の開発、および（Ⅰ）‐３蓄エネルギー技術を用いた出力変

動制御技術の開発が相互に連携し、風力発電予測・制御高度化のための研究開発を推進する。 

 

（Ⅰ）‐１ 風力発発電および気象モニタリングシステムの構築（ランプ予測技術開発ＷＧ） 

電力系統エリア合計値の風力発電出力のランプ現象は、我が国においてその課題は認識され

つつあるが、ランプ現象に焦点をあてた研究開発は未だ行われていない。そのため、これに資

する電力系統エリアを対象とした広域に連携したウィンドファーム観測網は十分に構築されて

いないのが実態である。 

再生可能エネルギーの導入拡大が進んでいるスペインでは、定格出力 10MW 以上の大規模ウィ

ンドファームを対象に、リアルタイムでの広域のウィンドファーム観測網を整備し、風力発電

出力予測・制御に活用している。これにより、風力発電出力予測に関しては、翌日予測で 3～

4%の平均絶対誤差率を達成し、風力発電の導入比率が高まった現在でも系統の安定化を実現す

ることに成功している。 

  上記スペインの事例に鑑みても、本事業においてランプ予測技術を確立するためには、電力

系統エリアを対象とした広域でのウィンドファーム観測および広域気象観測に基づくランプ現
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象の要因分析は必須である。そのため、我が国で風力発電設備の導入が進んでいる北海道・東

北・関東地域における広域ウィンドファーム観測網の構築および広域気象観測網を構築し、ラ

ンプ予測技術の基礎となる風力データベースを整備する。 

  本実施項目における実施内容と担当事業者を以下に整理する。 

 

表Ⅱ.2-3. 実施項目(Ⅰ)－１の実施内容と担当事業者 

実施内容 担当事業者 

ウィンドファーム観測網整備 伊藤忠テクノソリューションズ(株) 
広域気象観測網整備 伊藤忠テクノソリューションズ(株) 
風力データベース整備 伊藤忠テクノソリューションズ(株)、 

東京大学 
出力状況変動解析 伊藤忠テクノソリューションズ(株)、 

(財)日本気象協会、東京大学、日本大学、 
筑波大学、(財)電力中央研究所、早稲田大学 

 

 ウィンドファーム観測網整備： 

風力発電の大量導入時に想定される、出力変動特性（短周期・長周期）を把握し、風力発電

出力予測技術の高度化を実現することを目的として、北海道・東北・関東地域における最大

50ヵ所程度の中から本研究開発に資する大規模ウィンドファームを選定し、データ収集のため

の観測網を整備する。ここでは、協力を頂いた風力発電事業者の風力発電設備を対象に、可能

な限り風況と発電出力の同時観測(発電出力、 気象観測、風車運転情報)を行える環境を構築す

る。これによって、予測技術開発に資する関連データを収集する。 

  また、風力発電設備周辺の風況把握のために、風況観測設備（風況観測用ライダー、風況観

測マスト等）を最大10ヵ所程度設置する。 

 

  

図Ⅱ.2-3. ウィンドファーム総発電出力収集システムの概念図 

 

 広域気象観測網整備： 

広域に集積された風力発電の出力変動は、その地域の気象の変化と密接に関連していると考

えられている。本実施項目では、風力発電出力変動に対応した広域の気象特性を把握すること
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を目的として、既設の気象庁アメダス（風速・風向・気温（全国約840ヵ所）、気圧（全国約

150ヵ所））・ウィンドプロファイラー（全国33ヵ所）および民間会社の気象観測網（全国最大

100ヵ所程度）を活用し、北海道・東北・関東地域を重点的に、風速・風向・気温・気圧のデー

タに関する広域気象観測網を整備する。 

 

 風力データベース整備： 

サーバーなど本プロジェクトにおける風力発電データの蓄積・運用を行う環境を整備し、本

プロジェクトにおいて収集された風力発電設備のモニタリングデータの蓄積・運用を行う。風

力データベースには、ウィンドファーム観測網から得られる北海道・東北・関東地域のウィン

ドファームに対するモニタリングデータ（発電出力・運転制御情報・風速・風向・気温・気

圧・日射量等）に加えて、広域気象観測網から得られるウィンドファーム周辺の風速・風向・

気温・気圧のデータも格納する。データの蓄積・管理は、プロジェクト開始年度から開始し、

プロジェクト最終年度まで続ける。 

 

 出力状況変動解析： 

モニタリングシステムで取得した気象観測および風力発電出力データを用いて、北海道・東

北・関東のそれぞれの地域における風力発電出力の変動の状況を把握する。発電出力の変動幅、

発電出力急変時と気象擾乱等の関係を天気図等から整理して基礎的な分析を実施する。 

 

（Ⅰ）‐２ ランプ予測技術の開発（ランプ予測技術開発ＷＧ） 

当実施グループの東京大学、電力中央研究所、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社、日

本気象協会は平成 17 年度～19 年度の NEDO 事業「風力発電電力系統安定化等技術開発」（以下

「前事業」）に参加し、力学的モデルと統計モデルを組み合わせた手法で発電出力平均誤差の

数値目標を達成した。（図Ⅱ.2-4） 

本事業では、一定成果をあげた前事業における予測手法の構成を踏襲しつつ、得られた知見

を生かしてランプ現象発生の適切な予測手法を開発する。 

 
 

 

図Ⅱ.2-4. 「風力発電電力系統安定化等技術開発」における風力発電予測手法の構成 
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前事業では、通常時の誤差は設定目標の精度を得る一方、大外しをする事例が散見された。

これがランプ予測誤差の主要な要因となるものと考えられるが、予測誤差は、ランプ現象の発

生時刻に対する誤差（以下、位相誤差）と、変動の振幅に対する誤差（以下、振幅誤差）に、

大別することができる。これを踏まえて、本事業では、前事業の予測手法に加え、新たに構築

する観測網からのリアルタイムデータを活用するとともに、気象学的アプローチ[A]およびデー

タ科学的アプローチ[B]による予測精度改善、そして複数手法による予測結果の統合を通じて、

ランプ予測の高度化を図る（図Ⅱ.2-5）。なお、本書では、気象モデルなど物理モデルによる

予測値についての精度改善や有用情報抽出などを中心に検討することを「気象学的アプロー

チ」、過去のデータの自己および相互の関係性に基づく将来予測を中心に検討することを

「データ科学的アプローチ」と呼ぶ。 

 

図Ⅱ.2-5. ランプ予測技術開発へ向けた課題とアプローチ 

  本実施項目における実施内容と担当事業者を以下に整理する。 

 

表Ⅱ.2-4. 実施項目(Ⅰ)－２の実施内容と担当事業者 

実施内容 担当事業者 

ランプ現象の分析 東京大学、日本大学、筑波大学、(財)電力
中央研究所、早稲田大学、伊藤忠テクノソ
リューションズ(株)、(財)日本気象協会 

ランプ現象等予測手法研究開発 同上 
ランプ予測システム開発 伊藤忠テクノソリューションズ(株)、(財)

日本気象協会、東京大学 
ウィンドファーム（WF）制御技術の
高度化 

東京大学 

 

 ランプ現象の分析： 

ランプ現象の元となる急激な風速変化は様々な時間スケール・空間スケールの大気現象に関

係しており（図Ⅱ.2-6）、現象毎に最適な対応方法が異なることが示唆される。一方、わが国

におけるランプ現象の実態やその要因については未解明の状態である。そのため、本プロジェ

クトでは、ランプ現象の事例調査、要因分析、さらに遡ってランプ現象定義のための調査を実

施する。 
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図Ⅱ.2-6. 大気現象の時間スケール・空間スケールとランプ現象発生要因 

（Cathy Finley, 2009 に修正・加筆） 

 

 ランプ現象等予測手法研究開発： 

本研究項目では、「ランプ現象の分析」の結果を踏まえ、複数のアプローチでランプ現象の

予測に適した風力発電予測手法高度化を目指すとともに、複数手法による予測結果から最適な

予測情報を統合する手法を開発する。さらには、本提案で開発・高度化したランプ予測技術を

評価するため、従来の風力発電予測手法のベンチマークテストを行う。 

まず、ランプ予測における現状予測手法の課題・問題点を抽出し、本事業における開発目標

を検討するため、次に示す手法により現状予測手法のベンチマークを行う。ベンチマークテス

トの前段階として、各ウィンドファームの発電出力特性を把握し、風速を発電量変換する手法

を構築する。その後、本手法を用いて、過去1年間の気象庁GPVの風の予測値から北海道・東

北・関東地域のそれぞれの発電量を算出し、当日・翌日の予測精度について年間の各種統計値

を把握する。また、ランプ現象事例について解析し、発電出力の差異、観測値と予測値の出現

時刻のずれ、継続時間の違い等の観点でランプ現象の予測精度を把握する。 

次にランプ予測のための風力発電出力予測高度化として、ランプ現象発生の最適な予測手法

を開発する（図Ⅱ.2-7）。また、誤差低減に限界があると想定されるため、予測情報の活用に

有効と考えられる誤差情報(確からしさ)の抽出も検討する。ここで、本事業が広範な分野に亘

ることを生かして、共同提案機関の連携を密にとり、ウィンドファームの制御や系統運用上の

予測情報利用法を踏まえた、実務に有効な確からしさ情報の抽出手法を目指す。これらを、気

象学的アプローチ[A]およびデータ科学的アプローチ[B]により開発・検討する。両アプローチ

における以下の詳細アプローチについて各事業者が分担して検討し、相互に連携して開発を推

進する。 

 [A] 気象学的アプローチ 

  ・気象学的要因分析によるアプローチ 

  ・アンサンブル予測によるアプローチ 

 [B] データ科学的アプローチ 
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  ・統計学的手法によるアプローチ 

  ・機械学習によるアプローチ 

  ・Dynamical Systems 理論によるアプローチ 

 

 
図Ⅱ.2-7. 予測システムの全体構成 

 

これら各アプローチでのランプ予測手法を最終的に統合し、過去の気象条件等に応じて、予

測手法を最適に選択・組み合わせるとともに、予測誤差や信頼性に関する補助情報を付与する

機構を開発する。 

最後に、ランプ予測技術の評価として、本プロジェクトにて開発するランプ予測技術の評価

手法の開発と評価を行う。 

 

 ランプ予測システム開発： 

ランプ現象等予測手法研究開発での手法が、実運用可能となるよう入力データ、処理方法、

出力方法等各種条件を検討し、ランプ予測手法をリアルタイムに安定して運用するためのシス

テムを開発する。このため、各種要件定義や基本設計を実施し、必要な情報提供のタイミング

やデータ提供方法等を検討し、システム構成、処理フロー、ネットワーク構成、機器構成等の

詳細設計を行い、ランプ予測システムを構築する。更に、構築したシステムを用いて各エリア

における実証試験を実施し、ランプ予測手法及びシステムの評価を行い、これらシステムの課

題を抽出する。 

また、複数予測手法の統合手法開発の結果を踏まえ、開発した手法が実運用可能となるよう

各種検討を実施し、手法をリアルタイムに安定して運用するためのシステムを構築する。更に、

構築したシステムを用いて各エリアにおける実証試験を実施し、ランプ予測手法及びシステム

の評価を行い、これらシステムの課題を抽出する。 
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 ウィンドファーム（WF）制御技術の高度化： 

系統運用の視点に立った場合、前述のランプ予測技術開発と共に、ランプ予測確度・信頼性

を向上させるための計画・運用技術が重要となる。本テーマでは、ランプ予測を踏まえたウィ

ンドファーム制御技術を高度化し、ランプ現象のリスクを低減する技術開発を実施する。ラン

プ現象のリスク低減については、風力発電機の変動緩和制御技術の高度化とウィンドファーム

全体・ウィンドファーム間を見据えた変動緩和制御技術の高度化がある。次項(I)-３で実施す

る蓄エネルギーを用いた制御技術開発は、風力発電のエネルギー源である風エネルギー（風速）

が減少した際を目的にした技術開発であり、本項目で示す制御技術は、風エネルギーはあるが、

ランプ現象発生を見据えた出力抑制を効率的に実施するための制御技術開発である。具体的に

は各風力発電機を対象とするナセル搭載型ライダーによる変動緩和制御技術開発と、ウィンド

ファーム内の各風力発電機と需給調整が行われる電力システム全体でのウィンドファーム合計

出力のそれぞれの変動緩和のための出力予測を活用したWF出力制御技術開発を実施する。 

 

 図Ⅱ.2-8に（Ⅰ）‐１ 風力発発電および気象モニタリングシステムの構築と（Ⅰ）‐２ ラ

ンプ予測技術の研究開発を担当するランプ予測技術開発ＷＧの実施項目毎の事業開始時点でのス

ケジュールを記載する。 

 

 

図Ⅱ.2-8. ランプ予測技術開発ＷＧ担当項目の研究開発スケジュール 

 

（Ⅰ）‐３ 蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発（蓄エネルギー制御技術ＷＧ） 

気象要因や発電特性に起因する風力発電機の発電量急変に対する対策の１つとして各種

の蓄エネルギー設備の利用による出力制御技術の開発が進められている。本開発項目では

予測されたランプ現象の情報を有効的に利用することで風力発電設備と併設される蓄エネ
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ルギー設備を適切に運用制御し、発電量急変の緩和を行う枠組みの方法論を評価、検証す

る。 

ランプ現象の緩和を制御の主要な目的に据えた時に、 

・ランプ現象の予測情報を用いてどのように蓄エネルギー設備の運用制御を行うべきか 

・充放電出力、容量や設備配置の要件等の観点からどの程度の規模の設備が必要か 

・どのような条件、観点において蓄エネルギーは有用なのか 

といった点に関する詳細な知見は未だ無く、これらを明らかにすることが本開発項目全体

の主要な目標となる。 

  本事業では蓄エネルギー技術として、圧縮空気エネルギー貯蔵(CAES: Compressed Air 

Energy Storage)、ヒートポンプ(HP)とバイオガス発電(BG)の併用運用による熱変換貯蔵

（Power to Heat）、および蓄電池に着目し、ランプ予測情報を反映した発電量の変動緩和のた

めの蓄エネルギー設備の運用制御技術の開発を行う。 

 

  本実施項目における実施内容と担当事業者を以下に整理する。 

 

表Ⅱ.2-5. 実施項目(Ⅰ)－３の実施内容と担当事業者 

実施内容 担当事業者 

圧縮空気エネルギー貯蔵による出力
変動制御技術の開発 

早稲田大学 

Power to Heatによる出力変動制御技
術の開発と実規模データ評価 

北海道大学、北海道電力(株) 

蓄電池及び高精度予測情報を活用し
た出力変動制御技術の開発 

大阪府立大学 

蓄エネルギー技術を用いた変動制御
技術の実証試験および総合評価 

(財)エネルギー総合工学研究所 

 

 圧縮空気エネルギー貯蔵による出力変動制御技術の開発： 

ウィンドファームへの設置が検討されている大容量蓄エネルギー設備として圧縮空気エネル

ギー貯蔵(CAES)に着目し、蓄電設備の充放電の特性を再現するシミュレーションモデルの開発

を行い、予測されたランプ現象の情報を利用することで発電量急変の影響削減のためのCAESの

運用制御技術の開発を行う。本技術は予測されたランプ現象に対してCAESの充放電能力を計画

的に利用することで発電出力の急変をウィンドファームにおける収支の意味で緩和することを

運用方針とし、発電出力の最大振れ誤差低減という電力系統への影響低減のためのランプ予測

の目標を部分的に支援する。 

CAESは大きなエネルギーを貯めることができるため電力系統の負荷平準化への利用が可能で

あり、しかも揚水発電ほど場所を限定されない。また、エネルギーの貯蔵に空気を使用するた

め安全性が高く、出力応答性も良いため、ウィンドファームにおける発電出力急変の緩和のた

めのCAESの利用は実用化の面で十分現実的なものと期待される。一方で、充放電時の出力変化

に対する応答性、充放電の切り替え時間、様々な運転状態における効率等、実機での確認が必

要な部分も存在する。そのため、本事業の中で実証設備を製作・運転し、運用特性等を確認す

る。制御技術開発に際してはまずCAESの充放電の特性を再現するシミュレーションモデルを設

計開発する。その上で開発したCAESモデルを用いて風力発電出力の変動予測結果を利用した蓄

エネルギー設備の運用計画に関する方法論を提案し、ウィンドファームにおける発電出力変動
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の緩和のシミュレーションを実施することで、特にランプ現象を事前に予測しながら予測情報

に基づいて設備の充放電計画を行った際に発電出力の変動がどの程度緩和できるかを定量的に

評価する。また、発電出力ランプ予測の誤差が制御結果の意味でどのような影響を及ぼすかに

ついて検証を行い、シミュレーション結果から得られた知見を予測手法の構築指針等に反映し

ていくことで、発電出力変動の緩和に際して有用な予測手法の構築、風車制御技術の開発に向

けたフィードバックを行う。また、本項目での実施内容は電力系統エリア規模のランプ現象の

影響の緩和能力という観点から最終的に総合評価されるべきものであるため、開発した制御技

術の結果となる蓄エネルギー設備運用プロファイルを研究開発項目(II)「予測技術系統運用シ

ミュレーション」へ提供する。図Ⅱ.2-9にCAESが設置されたウィンドファームの概要イメージ

を示す。 

 

図Ⅱ.2-9. CAES が設置されたウィンドファームの概要 

 

 Power to Heatによる出力変動制御技術の開発と実規模データ評価： 

“Power to Heat”技術をベースとした新しい制御方式を開発し、実証によってその制御性能、

エネルギー効率などを明らかにすることを目的とする。具体的には、ヒートポンプ（HP）とバ

イオガス発電（BG）を併用して需要家に熱エネルギーを供給するシステム（以下、HP/BG併用熱

供給システムと呼ぶ）を対象に、具体的な制御手法を開発するとともに、シミュレーションな

らびに実証によりその有効性を検証する。図Ⅱ.2-10にHP/BG併用熱供給システム開発技術の実

運用プラントへの導入イメージを示す。 
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図Ⅱ.2-10. 開発技術の実運用プラントへの導入イメージ 

 

 蓄電池及び高精度予測情報を活用した出力変動制御技術の開発： 

現在の蓄電技術をベースとして、ウィンドファーム出力の短周期変動のみならず、高精度予

測情報(High-Predictability Information)を考慮したランプ現象にも対応可能な新しい制御手

法の開発を行い、シミュレーションおよび実証によってその有効性を明らかにすることを目的

とする。 

本事業では、ランプ予測技術及び系統シミュレータの開発が並行で進行することを考慮し、

図Ⅱ.2-11に示すように、はじめにウィンドファーム単独での計画発電手法について検討し、そ

の後、ローカルエリアでのウィンドファーム群における協調計画発電制御や、最終的には本プ

ロジェクトが対象とするエリア全域に対する計画発電手法へ拡張するプロセスとする。はじめ

に計画発電手法自体の開発を行うことで、最終目標であるエリア全域での計画発電を見据えた

提案手法に対する詳細な検討と課題の抽出を行うことができる。次に、蓄電池容量の削減を図

るためにローカルエリア内でのウィンドファーム群による協調計画発電手法の開発を行う。こ

こでは、ウィンドファーム単独で計画発電を行うことによる問題点をウィンドファーム群の協

調的な計画発電を行うことにより解決するとともに、均し効果などローカルエリアを対象とす

ることによって発生する事項についても考慮し、必要となる蓄電池容量の削減効果及びコスト

について評価を行う。最後に、様々なウィンドファームのモニタリングデータを活用し、ラン

プ現象時に対する制御効果について評価するとともに、エリア全域で必要な蓄電池容量につい

て再評価を行う。また、系統シミュレータからの評価結果をもとに提案手法の改良を行い、よ

りコストミニマム及び安定的に運用することができる計画発電手法の開発を行う。最後に、系

統内に分散している予備力（ここでは揚水発電や蓄電設備など）を基準に、提案する制御シス

テムのコスト的競争力および、競争が可能となる蓄電池単価について検討を行う。 
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図Ⅱ.2-11. ランプ予測情報及び蓄電池を活用した風力発電の計画発電手法開発フロー 

 

 蓄エネルギー技術を用いた変動制御技術の実証試験および総合評価： 

本事業では、出力変動制御技術の実証試験に使用する蓄エネルギー技術として、圧縮空気エ

ネルギー貯蔵（CAES）、ヒートポンプ／ガスエンジン併用熱供給システム（HP/BG）、および蓄

電池を想定しており、３種類の蓄エネルギー技術の実証設備の製作・運転を行う。実証設備の

製作・設置に先立ち、平成26年度に詳細な検討を行い、対象技術を設備の諸元も含めて確定す

る。主要な調査内容は、実用化時点のコスト、効率特性、運転特性、および技術課題等とする。

特にCAESに関しては、断熱圧縮方式（A-CAES）と等温圧縮方式（I-CAES）とがあるため、双方

を比較検討して一方式を選択する。CAESの方式の選択に当たっては、外部有識者からなる専門

委員会を設置して評価を行う。 

CAESおよびHP/BGシステムとも、平成26年度は、設備仕様の決定、工事計画の策定、ならびに

設置運転に必要な法規制手続きの調査と対応準備を行う。HP/BGシステムについては平成27年度

に、CAESについては平成27～28年度に、機器製作、据付、および試運転を行い、平成27年度末

（HP/BGシステム）および平成28年度末（CAES）までに実証装置を完成させる。続いて、HP/BG

システムについては平成28～30年度に、CAESについては平成29～30年度に、実証運転を実施す

る。 

実証運転の目的は、主に二つある。第一は、蓄エネルギー装置をコンピュータ上で模擬する

ための基本特性の把握である。第二の目的は、開発した制御技術（制御ロジック）を実証装置

に実装して、一定期間連続運転を行い、当該制御技術の実用性を検証することである。実証運

転の結果を制御技術開発者にフィードバックし、制御技術の改良に役立てる。 

また、蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の総合評価として平成28年度までに出力

変動制御に求める制御目標を確定させることを目標として蓄エネルギーと風車制御との最適な

分担の考え方を整理する。次に、平成30年度までに蓄エネルギー技術による出力変動制御シス

テムの実用化ロードマップを作成することを目標とする。 

 

 図Ⅱ.2-12に（Ⅰ）‐３ 蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の研究開発を担当する蓄

エネルギー制御技術ＷＧの実施項目毎の事業開始時点でのスケジュールを記載する。 

ウインドファーム単独
での計画発電

• 予測情報及び蓄電池を
活用した計画発電手法の
開発

• 評価手法の開発

• 必要な蓄電池容量の評価

ローカルエリアでの
協調計画発電

• 協調制御手法の開発

• ウインドファーム単独での
計画発電に対する
蓄電池削減効果の検討

• 評価手法の開発

エリア全域における
風力発電の計画発電

• 様々なモニタリングデータ
を活用した計画発電評価

• 実データに基づく必要な蓄
電池容量の再評価
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図Ⅱ.2-12. 蓄エネルギー制御技術ＷＧ担当項目の研究開発スケジュール 

 

 

研究開発項目（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーション 

本研究開発項目では、将来の再生可能エネルギーの大量導入を支える電力需給の考え方や技術

開発の方向性の検討に資することを目的に、電力系統の信頼度評価・需給運用計画・周波数制御

に関する共通の解析基盤を開発し、必要な技術課題、対応の考え方、今後の技術開発の方向性を

検討する。さらに、実際の電力系統において、得られた課題解決の考え方を実証する。 

なお、研究開発推進にあたっては、研究開発項目（Ⅰ）の風力発電予測技術・制御技術等に関

する成果も活用する。 

 

（Ⅱ）‐１ 再生可能エネルギーの連系拡大に向けた需給シミュレーションシステムの開発 

（需給シミュレーションＷＧ） 

図Ⅱ.2-13 は、本研究開発の狙いを概観したものである。図に示すように、将来の再エネ大

量導入に向けて「再エネ出力予測」、「需給運用」、「蓄エネ制御を含む再エネ出力制御・抑

制」を組合せた合理的な対応を追及していくためには、再エネ大量導入の電力系統への影響と

その対応の解析的な分析・評価やシミュレーションを、客観性高く効率的に可能とする共通の

解析基盤が必要である。 
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図Ⅱ.2-13. 研究開発項目(Ⅱ)-１の狙い 

 

本研究開発では、再生可能エネルギーが電力系統に大量導入された 2030 年頃の状況を見据え

た、効率的な検討・研究の推進や客観性の高い評価への貢献を可能とする解析基盤として、再

生可能エネルギーの予測技術・制御技術、火力発電の調整力や揚水発電・蓄電池等の電力貯蔵

の運用技術、再生可能エネルギーが系統面に与える影響を評価する技術等を組み合わせた、多

地域電力系統の需給シミュレーションシステムを開発する。具体的には、 

ｉ）信頼度評価シミュレーション 

ⅱ）需給運用計画・信頼度評価シミュレーション 

ⅲ）周波数制御シミュレーション 

 の３つの主機能を有する需給シミュレーションシステムを開発し、並列計算等の高速演算技術

も活用して、再生可能エネルギーに因る余剰電力の発生、周波数調整力の不足等の電力需給の

課題や課題解決の基本的な考え方を系統面の技術的な制約も考慮して明らかにする。 

  これら３つの機能については図Ⅱ.2-14 に示すように、需給シミュレーションシステムの概要

を年オーダの長期（設備計画）から週間・日間といった短期（需給運用計画）、そして実需給

のリアルタイム（周波数制御）までの時間軸を各々扱う。これら３つの機能についての具体的

な説明は以下の通りである。 

・供給信頼度評価シミュレーション 

再生可能エネルギー大量導入時の電力系統の設備計画を解析・評価するため、再生可能

エネルギーの供給力（kW 価値）や出力変動特性などを、電力不足確率（LOLE：Loss Of 

Load Expectation）等の手法で評価可能な、長期的な電力需給の信頼度を評価する機能を

開発する。本機能によって、再生可能エネルギーの出力変動の対応に必要な調整力等の設

備量や対応技術の要求仕様の解析・評価などを可能とする。 

多地域電力系統の

需給シミュレーションシステム

電力系統の信頼度評価・需給運用計画・周波数制御に関する解析基盤

効率的な検討・研究の推進や客観性の高い評価への貢献

① 電力システムの計画・運用・制御におけ

る課題とその解決策の提示

② 電力システムを構成する要素技術の課題

と求められる技術仕様の提示

再エネ大量導入を支える設備計画

需給運用・周波数制御に求められる調整力・機能

再エネに求められる調整能力，グリッドコード

従来電源・蓄電池等に求められる調整能力

将来（2030年頃）の再エネ大量導入

再エネ出力の

予測・制御

系統の送電能力

火力電源の調整

揚水，蓄電池等の

電力貯蔵の調整
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図Ⅱ.2-14. 需給シミュレーションシステムの概要（図Ⅱ.1-7 の再掲） 

 

・需給運用計画・信頼度評価シミュレーション 

再生可能エネルギーの大量導入を制約する主要因である、下げ代制約（主に軽負荷時に供

給力が需要を上回る可能性）、長周期変動制約（20 分程度を超える変動）、ランプ現象と呼

ばれる急激かつ大規模な出力変動に対応するための調整力が不足する可能性への対応を考慮

した、需給運用計画を検討するため解析・評価機能を開発する。また、再生可能エネルギー

大量導入における、需給運用計画の信頼度評価ならびに系統のセキュリティを評価する（系

統評価）の理論的基礎確立のための解析機能を開発し、系統面の典型的な課題と対応の整理

を可能とする。 

・周波数制御シミュレーション 

再生可能エネルギーの大量導入を制約する主要因の一つである短周期変動制約（20 分程度

以内の変動に対応するための調整力が不足する可能性）を考慮した需給周波数制御を検討す

るための機能を開発する。本機能によって、予測誤差等の計画からのズレ分や再生可能エネ

ルギーのランプ現象へのリアルタイムにおける対応の解析・評価を可能とする。 

 

  本実施項目における実施内容と担当事業者を以下に整理する。 

 

表Ⅱ.2-6. 実施項目(Ⅱ)－１の実施内容と担当事業者 

実施内容 担当事業者 

システム理論的基礎の研究 東京大学 
システム仕様の研究 (財)電力中央研究所 
システム適用の研究 東京電力ホールディングス(株)、東京電

力パワーグリッド(株) 
システム構築の研究 (株)東光高岳 

  

信頼度評価（設備計画）
シミュレーション

需給運用計画・信頼度評価
シミュレーション

（週間計画→１時間前計画）

周波数制御シミュレーション
（リアルタイム）

電源のユニットコミットメント、スケジューリング

実需給1時間前以降の変動については、周波数制御シ
ミュレーションでしわ取りできることを確認

Loss of Load Expectation等

必要な設備量の初期設定

確保しているLFC調整力で不足する場合は、需給計画上
の必要LFC量を増やして再計算

再エネ出力変動想定

再エネ出力予測

火力・電力貯蔵の最適運用

再エネ出力抑制

周波数制御（再エネ含む）

再エネ変動実績（ランプ）

再エネkW価値

系統面からの
信頼度評価を加味
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システム理論的基礎の研究： 

再生可能エネルギー大量導入を考慮した需給シミュレーションシステムの解析ロジックの基

礎理論に関する調査・研究を実施し、解析ロジックの理論的基礎を確立する。 

 

システム仕様の研究： 

再生可能エネルギー大量導入を考慮した需給シミュレーションシステムの解析ロジックの仕

様に関する調査・研究を実施し、供給信頼度評価、需給運用計画、周波数制御に関する解析ロ

ジックの仕様を設計する。 

 

システム適用の研究： 

再生可能エネルギー大量導入を考慮した需給シミュレーションシステムの解析ロジックの適

用に関する調査・研究を実施する。また、再生可能エネルギー出力の予測と制御を踏まえた電

力需給の基本的な考え方を検討するためのテストモデル・シミュレーション条件等の検討条件、

求めるべき成果を整理する。さらに、再生可能エネルギー導入拡大における出力の予測と制御

を踏まえた電力需給の基本的な考え方を検討する。 

 

システム構築の研究： 

再生可能エネルギー大量導入を考慮した需給シミュレーションシステムの解析ロジックおよ

びプラットフォームの構築に関する調査・研究を実施する。また、システムのプラットフォー

ム、解析ロジックのインターフェイス、およびマンマシン・インターフェイス等を設計・実装

する。 

 

 図Ⅱ.2-15に（Ⅱ）‐１ 再生可能エネルギーの連系拡大に向けた需給シミュレーションシス

テムの開発を担当する需給シミュレーションＷＧの実施項目毎の事業開始時点でのスケジュー

ルを記載する。 

 

図Ⅱ-2-15. 需給シミュレーションＷＧ担当項目の研究開発スケジュール 
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（Ⅱ）‐２ 電力系統における運用実証試験（実証ＷＧ） 

項目(Ⅱ)－１で開発するシミュレーションシステムの結果から得られる知見等も踏まえ、

再生可能エネルギーを最大限受け入れつつ、かつ電力の安定供給、対策コストのミニマム

化、低炭素化を両立させるためには、再生可能エネルギーの予測技術と制御・抑制、およ

び既存電源や蓄電池等の運用制御技術を総合的に組み合わせることが有効であることを実

際の電力系統において実証する。 

具体的には、研究開発項目(I)「風力発電予測・制御高度化」で得られた成果を実際の電

力系統で実証できるように、実証地域（およびその周辺）における風況、日射量等を観測

し、風力発電・太陽光発電のランプ現象を把握するとともに、実証地域における系統運用

者の需給運用計画・制御に供する出力予測モデルの高精度化を行う。また、風力発電およ

び太陽光発電の出力予測、出力制御・抑制、既存電源および蓄電池等の蓄エネルギーとの

協調運用制御等により、再生可能エネルギーを最大限受け入れ可能な系統システムをわが

国の2030年の電力需要、政府の再生可能エネルギーの導入目標量をもとに、余剰電力の発

生しやすい端境期での需要に対する再生可能エネルギー発電変動量の割合が同程度（再生

可能エネルギー変動量割合が13～15%）となるよう構築し、実証する。 

 

  本実施項目における実施内容と担当事業者を以下に整理する。 

 

表Ⅱ.2-7. 実施項目(Ⅱ)－２の実施内容と担当事業者 

実施内容 担当事業者 

予測を取り入れた需給運用計画・制御の
高度化に関する研究 

(株)東光高岳、(財)日本気象協会 

発電機・蓄エネ設備等の調整力拡大に向
けた運用制御高度化に関する研究 

(株)東光高岳、(財)電力中央研究所、 
東京大学 

再エネの抑制量最小化に向けた制御高度
化に関する研究 

(株)東光高岳 

再エネ導入量拡大に向けた再エネ出力予
測、需要運用、再エネ出力制御・抑制の
最適化に関する研究 

東京電力ホールディングス(株)、東京電
力パワーグリッド(株)、(株)東光高岳、
ＮＲＩセキュアテクノロジーズ(株) 

 

予測を取り入れた需給運用計画・制御の高度化に関する研究： 

再生可能エネルギー発電出力予測を活用した需給運用計画は、過去の類似データを利用した

トレンド予測等を採用した実績はあるが、予測情報のみならず予測精度情報も含めた確率論的

なアプローチによる再生可能エネルギーの出力予測を導入した例はない。風力・太陽光の再生

可能エネルギーを最大限導入するためには、実際の電力系統の需給運用で活用できる予測手法、

情報提供手法を確立することが必要である。これまでの研究で、再生可能エネルギーの予測を

実際の需給運用に用いる場合、決定論的なアプローチではなく、確率論的なアプローチの必要

性が高くなってきている。また、気象予測の不確実性を考慮した予測情報や予測精度情報を運

用面から系統運用者に対し、わかりやすく表現する必要がある。 

本研究では、研究開発項目（Ｉ）「風力発電予測・制御高度化」で開発された手法も踏まえ、

運用面での課題を考慮した気象予測の精度向上について検討し、不確実性を考慮した予測技術

の開発を行う。不確実性を考慮した予測技術の開発では、風力および太陽光発電出力の予測に

適した確率論的予測技術を確立する。確率論的予測技術の活用方法として、パーセンタイルを
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考慮し予測される出力予測幅に応じた「出力予測値」（上値、中値、下値）を需給運用計画や

制御手法に取り入れる。これら開発した技術を実証試験において実際の需給運用に適用し、課

題や問題点を整理し、改良を実施する。 

また、再生可能エネルギーが電力系統に大量導入された場合、安定的に需給計画・運用を行

うためには、再生可能エネルギー発電出力の予測情報が必要となる。予測情報を需給調整に効

率的に活用するためには、予測を提供する時刻、予測時間、予測時間間隔等を経済性とのト

レードオフを考慮して適切に検討する必要がある。本研究では、系統運用者と一体となって、

需給運用への予測情報の最大限かつ最適な利用方法のあり方を検討する。 

さらに、実証試験で提供する予測情報は、需給運用に活用可能な予測精度が確保されている

必要がある。本研究で対象とする実証フィールドは、ローカルなエリアを想定しているが、

ローカルエリアにおける再生可能エネルギーの出力予測は、これまでの実証事業等で広域を対

象とした予測と比較して精度が低くなることが明らかになっている。研究開発項目（Ⅰ）「風

力発電予測・制御高度化」では、比較的広域なエリアを予測対象とした手法を開発するため、

これら手法のローカルエリアへの適用性を検討する必要がある。従って、本研究では、需給運

用への適用可能な予測精度を確保すべく、新たに短時間の再生可能エネルギーの急変予測手法

を導入する等、ローカルな地域特性を考慮した予測手法を確立する。 

 

発電機・蓄エネ設備等の調整力拡大に向けた運用制御高度化に関する研究： 

再生可能エネルギーの導入量拡大のためには、電力系統に接続される発電機の周波数調整能

力や最低出力運転能力の拡大等、発電機性能を高める必要がある。そのため、実証を行う電力

系統における発電機特性試験を行い、発電機の特性（振幅・位相）を把握し、シミュレーショ

ンと実証の両面から評価が可能なように、発電機による調整力拡大の手法について検討する。

本研究で得られる発電機特性試験データ等は、周波数解析等のシミュレーション研究に必要と

なるパラメータ定数等のデータとしても適用し、既設発電機・蓄エネルギー・再生可能エネル

ギーの各設備を統合した周波数解析シミュレーションを可能とする。また、既設発電機の運用

に求められる、「通信機能を含む遠方監視制御応答性能」や「各設備の故障脱落等に対する

フェイルセイフ等、実系統運用に即した機能」を備え、「確率論的再エネ予測手法を取り入れ

た需給運用計画システム」と連係する発電機制御システムを構築し、評価する。実証を通じて、

設備に求められる信頼性・保守性・運用性能等の課題等を整理し、システムに反映する。 

また、再生可能エネルギーの導入量拡大のためには電力系統に接続される蓄エネルギー設備

の変動調整能力の活用や余剰電力発生時における需要シフト等が有効である。系統側・需要家

側に設置する蓄エネルギー設備の制御（自端潮流変動抑制制御（配電線潮流⊿Ｐ）、自端周波

数変動抑制制御（自端周波数検出⊿ｆ）、遠方からの周波数変動抑制制御・余剰電力時の需要

シフト制御（発電機との協調制御））を効果的に組み合わせることで、更に再生可能エネル

ギーの導入量を拡大できる可能性がある。本研究では、標記制御方式、および複数の制御方式

の複合による再生可能エネルギーの導入量拡大の可能性について評価、実証を行う。具体的に

は、蓄エネルギー設備の制御応答特性や周波数調整能力に関する試験を行うことにより、周波

数解析のための蓄エネルギー設備のモデル化を行う。さらに、蓄エネルギー設備の制御に必要

な「通信機能を含む遠方監視制御応答性能」や「設備の故障脱落等に対するフェイルセイフ機

能」等を備え、「複数の蓄エネルギー設備に対する制御」を行う蓄エネルギーＳＣＡＤＡシス

テムとして構築し、評価する。実証を通じて、設備に求められる信頼性・保守性・運用性能等

の課題等を整理し、システムに反映する。そして、需要家側蓄エネルギー機器を活用した周波
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数制御に関する研究も実証設備を用いて実施する。 

 

再エネの抑制量最小化に向けた制御高度化に関する研究： 

電力系統に再生可能エネルギーが大量導入された場合、再生可能エネルギーを最大限に活用

しつつも、その供給力と需要とのアンバランスから再生可能エネルギーを抑制する場合が生じ

ることが想定される。本研究では、風力発電と太陽光発電が接続された電力系統において、再

生可能エネルギーの制御・抑制が必要となる状況（発生時期・抑制量）を分析するとともに、

電力系統の安定性確保および社会コストミニマムの観点から制御・抑制の効果を評価し、再生

可能エネルギーの抑制量および頻度を低減するための抑制条件や抑制方法、優先順位の考え方

を明らかにする。 

具体的には、実証フィールドにおける年間を通じた再生可能エネルギーの出力特性の把握等

を行うとともに、大幅な出力変動等を考慮した制御ロジックを検討する。さらに、再生可能エ

ネルギー設備の運用に求められる「通信機能を含む遠方監視制御応答性能」を備え、「複数の

再生可能エネルギー設備に対する制御・抑制」を行う再生可能エネルギーＳＣＡＤＡシステム

として構築し、評価する。実証を通じて、電力系統品質や発電コストを考慮した再生可能エネ

ルギーへの出力抑制条件・抑制対象や制御・抑制対象の優先順位の決定ロジック等を評価する。

また、再生可能エネルギーの制御・抑制による、風力発電設備の可動部へのストレスによる寿

命や保守費用アップへの影響も考慮したコスト評価も行う。 

 

再エネ導入量拡大に向けた再エネ出力予測、需要運用、再エネ出力制御・抑制の最適化に関す

る研究： 

上記３つの研究開発項目で個々に最適化した再生可能エネルギーの出力予測、系統側・需要

家側の蓄エネルギーの需給運用、再生可能エネルギー出力制御・抑制を最適に組み合わせるこ

とで、さらに再生可能エネルギーの導入量を拡大することが可能となると考えられる。本研究

では、各種制御システムを統合する「統合制御システム」を構築し、システム面、および電力

品質面から評価を行う。「統合制御システム」の構成例を図Ⅱ.2-16に示す。 

統合制御システムでは、「複数の再生可能エネルギーの設備・蓄エネルギー設備の周波数制

御にかかる協調」、「外部から通信による制御が可能な大規模な再生可能エネルギー・蓄エネ

ルギー設備が連系される系統のモデル化」、「各システムを統合し安定な制御を行うための大

規模システム開発技術」、「大規模システムでの各機能を効率良く分割する制御技術」、「伝

送品質の劣化やシステム異常時のリカバリー制御」等、複合的な制御・システムの高度化を行

う。また、再エネ出力予測、需給運用、再エネ制御・抑制を組み合わせた、再生可能エネル

ギーを社会コストミニマムで最大限受け入れることができる最適制御について、各制御間の制

御協調等も考慮し、最適制御の基本的な考え方を検討する。 
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図Ⅱ.2-16. 統合制御システム構成例 

 

そして、システムのセキュリティ機能に関する研究として実証フィールドの環境において有

効なセキュリティ防御策を講じることを目的として、リスクの分析を行い、セキュリティガイ

ドラインの策定に関する研究を実施する。その上で実際のサイバー攻撃を模擬するセキュリ

ティ診断をシステムに対して実行し、セキュリティ対策の効果を確認し、確認結果を踏まえて、

更なるセキュリティ強化策を検討する。 

 

 図Ⅱ.2-17に（Ⅱ）‐２ 電力系統における運用実証試験を担当する実証ＷＧの実施項目毎の

事業開始時点でのスケジュールを記載する。 

 
図Ⅱ.2-17. 実証ＷＧ担当項目の研究開発スケジュール 

 

2.2 研究開発の実施体制 

本研究開発は、NEDO が、複数の企業、大学等の研究機関から公募により研究開発実施者を選定

し、平成 26 年度より委託事業として実施している。各実施者の研究開発能力を最大限に活用し、

効率的かつ効果的に研究開発を推進する観点から、NEDO は第三者である外部専門家をプロジェク

トリーダー（ＰＬ）として選定し、各実施者は客観的立場からの技術的助言を受けそれぞれの研

・＃1Ｇ
・＃2Ｇ
・＃3Ｇ
・＃4Ｇ
・＃5Ｇ

発電機制御盤

蓄エネSCADA機能

（蓄電池，需要ｼﾌﾄ）

再エネSCADA機能
・太陽光発電所
・風力発電所
・需要家太陽光発電

・蓄電池（需要家側設置）
・大型蓄熱槽（冷凍倉庫）
他

・大型蓄電池（系統側設置）
制御

状態監視

状態監視・制御応答

制御

状態監視

再エネ出力予測システム ・気象衛星画像、周辺モニタリング等

需要予測

統合EMS 発電機最適経済制御機能

制御

制御

状態監視

・＃1Ｇ
・＃2Ｇ
・＃3Ｇ
・＃4Ｇ
・＃5Ｇ

発電機制御盤

蓄エネSCADA機能

（蓄電池，需要ｼﾌﾄ）

再エネSCADA機能
・太陽光発電所
・風力発電所
・需要家太陽光発電

・蓄電池（需要家側設置）
・大型蓄熱槽（冷凍倉庫）
他

・大型蓄電池（系統側設置）
制御

状態監視

状態監視・制御応答

制御

状態監視

再エネ出力予測システム ・気象衛星画像、周辺モニタリング等

需要予測

統合EMS 発電機最適経済制御機能

制御

制御

状態監視
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究テーマについて研究開発を実施している。また、詳細は 2.3 研究開発の運営管理で触れるが、

事業内容から４つのワーキンググループ（ＷＧ）を設け、各ＷＧに研究統括を設置し、各ＷＧ単

位だけでなく、ＷＧ間の連携を図るため統合推進委員会を設置している。 

 

 
図Ⅱ.2-18. 各ＷＧと実施者との相関図 
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研究体制スキーム 

 

 

                           

 

 

                 委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 ・統合推進委員会 

                  委員長：横山 明彦 東京大学教授 

 

 
図Ⅱ.2-19. 実施体制 

 

 
  

ＮＥＤＯ 

研究開発項目（Ⅰ） 

 

風力発電予測・制御高度化 

・ランプ予測技術開発 WG 

 研究統括：荻本 和彦 東京大学教授 

・蓄エネルギー制御技術 WG 

 研究統括：林 泰弘 早稲田大学教授 

研究体制図Ａへ 

研究開発項目（Ⅱ） 

 

予測技術系統運用シミュレーション 

・需給シミュレーション WG 

 研究統括：横山 明彦 東京大学教授 

・実証 WG 

 研究統括：横山 明彦 東京大学教授 

研究体制図Ｂへ 

プロジェクトリーダー（PL） 

岩本 伸一 早稲田大学教授 
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研究体制図Ａ（図Ⅱ.2-19 より） 

 

 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       

         

 

 

 

 

  

ＮＥＤＯ 

東京大学 

風力予測研究統括 

    （荻本教授） 

・研究実施場所： 

生産技術研究所（目黒区） 

先端科学技術研究センター 

       （目黒区） 

・研究項目： 

ランプ予測技術の開発 

早稲田大学 

出力制御研究統括 

     （林教授） 

・研究実施場所： 

西早稲田キャンパス 

（新宿区） 

・研究項目： 

出力変動制御技術開発 

ランプ予測技術の開発 

電力中央研究所 

 

 

・研究実施場所： 

地球工学研究所（我孫子市） 

環境科学研究所（我孫子市） 

・研究項目： 

 ランプ予測技術の開発 

 

気象庁（千代田区）／ 

気象研究所（つくば市） 

 数値気象予測の提供 

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 

風力予測研究管理 

・研究実施場所： 

本社（千代田区） 

・研究項目： 

風力発電および気象モニタリング

システムの開発 

ランプ予測技術の開発 

エネルギー総合工学研究所 

出力制御実証設備管理 

・研究実施場所： 

本部（港区） 

・研究項目： 

出力変動制御技術の実証研究

および総合評価 

再委託 

北海道電力（江別市） 

 Power to Heat による出力

変動技術の開発のうち、実規

模プラントデータ活用による

制御技術の検証 

北海道大学（札幌市） 

 出力変動制御技術開発 

（Power to Heat による） 

大阪府立大学（堺市） 

出力変動制御技術開発 

（蓄電池による） 

日本気象協会（豊島区、札幌市） 

ランプ予測技術の開発 

再委託 

再委託 再委託 

日本大学（世田谷区） 

 ランプ予測技術の開発 

筑波大学（つくば市） 

 ランプ予測技術の開発 

研究協力 

酪農学園大学（江別市） 

 バイオマス実証サイト協力 

研究協力 

名古屋大学 

（名古屋市） 

残余需要の分析 

東京農工大学 

（小金井市） 

ならし効果の分析 

委託 
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研究体制図Ｂ（図Ⅱ.2-19 より） 

 

                           

委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

ＮＥＤＯ 

東京大学 

研究統括（横山明彦教授） 

・研究実施場所： 

大学院 新領域創成科学研究科 

・研究項目： 

システム理論的基礎の研究 

周波数制御に関する研究 

電力中央研究所 

・研究実施場所： 

システム技術研究所 

・研究項目：システム仕様の研

究,発電機ガバナモデルの作成

と定数調整に関する研究 

日本気象協会 

需給運用における予

測手法に関する研究 

NRI セキュアテクノロジー

ズ株式会社 

セキュリティに関

する研究 

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

・研究実施場所： 

経営技術戦略研究所 

・研究項目：システム適用の研

究，制御高度化に関する研究 

全体システムの最適化検討 

再委託 

株式会社 東光高岳 

・研究実施場所： 

スマートグリッド事業推進部 

小山事業所、蓮田事業所 

・研究項目：システム構築の研

究，需給運用計画・制御手法の

開発 他 

新島村役場 

フィールド提供 

設備運用協力 

協力先 

東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社 

・研究実施場所： 

 本社（千代田区） 

・研究項目：システム適用の研

究，制御高度化に関する研究 

全体システムの最適化検討 
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本プロジェクトでＰＬとして委嘱した学校法人早稲田大学 先進理工学部 電気・情報生命工学

科 教授 岩本伸一氏は電力システム工学を専門とし、長年にわたり電力系統関係の研究に従事し、

高度な専門知識と経験を有するばかりでなく、その研究活動を通じて関係学会や関係委員会等で

活躍しており、高度な知見を有している。また、本事業の目標や目指す方向性あるいは技術的課

題も的確に把握できる立場にあり、本事業の PLとして最適任であると判断している。 

また、事業者の推進として統合推進委員会と各ＷＧを運営しているが、それらの委員長あるい

は研究統括には電力システムならびに需給運用関係での研究開発において高度な専門知識と経験

を有する方々により推進されている。 

 

主要な研究者 

  プロジェクトリーダー(PL) 

氏名 所属・役職 役割・研究項目 

岩本 伸一 早稲田大学 教授 プロジェクト全体の最適化 

研究計画・研究目標等に関する指導・助言 

  

 統合推進委員会 

氏名 所属・役職 役割・研究項目 

横山 明彦 東京大学 教授 委員長。事業の推進。 

 

 ランプ予測技術開発ＷＧ 

氏名 所属・役職 役割・研究項目 

荻本 和彦 東京大学 特任教授 研究統括 

 

 蓄エネルギー制御技術ＷＧ 

氏名 所属・役職 役割・研究項目 

林 泰弘 早稲田大学 教授 研究統括 

 
 需給シミュレーションＷＧ 

氏名 所属・役職 役割・研究項目 

横山 明彦 東京大学 教授 研究統括 

 
 実証ＷＧ 

氏名 所属・役職 役割・研究項目 

横山 明彦 東京大学 教授 研究統括 

 

2.3 研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するNEDOは、経済産業省及び研究開発実施者と密接な関

係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、

必要に応じて外部有識者による技術検討委員会等を設置し、開発内容について審議し、その意見

を運営管理に反映させる。 
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・研究開発の進捗把握・管理 

NEDOは、研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、外部有

識者で構成する技術検討会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の見通しを常に

把握することに努める。 

・技術分野における動向の把握・分析 

NEDO は、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市

場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等を効率的に実施

する観点から委託事業として実施する。 

・委員会・ワーキンググループの設置 

本事業を計画的かつ効率的に遂行することを目的とし、以下の委員会・ワーキンググルー

プ（以下ＷＧ）を設置・運営する。また各 WG の下にはサブ WG を設置・運営する。 

 

- 統合推進委員会（事務局：伊藤忠テクノソリューションズ・東京電力パワーグリッド） 

6 回開催。委員は表Ⅱ-2.3-1 を参照。 

- ランプ予測技術開発ＷＧ（事務局：伊藤忠テクノソリューションズ） 

8 回開催。（参加事業者：東京大学、日本大学、筑波大学、早稲田大学、電力中央研

究所、伊藤忠テクノソリューションズ、日本気象協会、エネルギー総合研究所、東京電

力 HD、東京電力 PG、北陸電力、中部電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、

沖縄電力、電力広域的運営推進機関、NEDO） 

- 蓄エネルギー制御技術ＷＧ（事務局：エネルギー総合工学研究所） 

13 回開催。（参加事業者：早稲田大学、北海道大学、大阪府立大学、エネルギー総合

研究所、北海道電力、東京大学、伊藤忠テクノソリューションズ、東京電力 PG、NEDO） 

- 需給シミュレーションシステムＷＧ（事務局：東京電力パワーグリッド） 

9 回開催。（参加事業者：東京大学、電力中央研究所、東京電力 HD、東京電力 PG、

東光高岳、日本気象協会、伊藤忠テクノソリューションズ、エネルギー総合研究所、北

海道電力、東北電力、電力広域的運営推進機関、NEDO） 

- 実証ＷＧ（事務局：東京電力パワーグリッド・東光高岳） 

6 回開催。（参加事業者：東京大学、電力中央研究所、東京電力 HD、東京電力 PG、

東光高岳、日本気象協会、NRI セキュアテクノロジーズ、伊藤忠テクノソリューション

ズ、エネルギー総合研究所、NEDO） 

 

表Ⅱ.2.3-1. 統合推進委員会における登録委員 

（敬称略、役割ごと氏名五十音順 所属後ろ※は外部有識者） 

氏 名 所属 役職 役割 

横山 明彦 国立大学法人東京大学 教授 委員長 

合原 一幸 国立大学法人東京大学 教授 委員 

青柳 福雄 株式会社東光高岳 執行役員 部長 委員 

蘆立 修一 東京電力ホールディングス株式会社 副所長 委員 

飯田 誠 国立大学法人東京大学 特任准教授 委員 

井上 俊雄 一般財団法人電力中央研究所 所長 委員 
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岩堀 繫人 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社  委員 

馬橋 義美津 東京電力パワーグリッド株式会社 グループマネージャー 委員 

大野 照男 東京電力ホールディングス株式会社 副室長 委員 

荻本 和彦 国立大学法人東京大学 特任教授 委員 

北 裕幸 国立大学法人北海道大学 教授 委員 

小玉 亮 一般財団法人日本気象協会 担当部長 委員 

小林 義明 株式会社東光高岳 部長 委員 

鈴木 靖 一般財団法人日本気象協会 技師長 委員 

鈴木 和夫 一般社団法人日本風力発電協会（※） 副代表理事 委員 

高見 潤 東京電力パワーグリッド株式会社 グループマネージャー 委員 

田中 正博 東京電力ホールディングス株式会社 課長 委員 

七原 俊也 国立大学法人東京工業大学（※） 教授 委員 

橋本 幸典 ＮＲＩセキュアテクノロジーズ株式会社 部長 委員 

蓮池 宏 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 研究理事 委員 

馬場 旬平 国立大学法人東京大学 准教授 委員 

林 泰弘 学校法人早稲田大学 教授 委員 

平口 博丸 一般財団法人電力中央研究所 首席研究員 委員 

福田 寿 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 部長 委員 

本庄 暢之 一般社団法人日本風力発電協会（※） 系統部会長 委員 

松村 喜治 北海道電力株式会社（※） 
グループリー

ダー 
委員 

松本 光裕 東北電力株式会社（※） 課長 委員 

厚川 貴生 東京電力パワーグリッド株式会社  事務局 

新井 正人 東京電力パワーグリッド株式会社   事務局 

海谷 直康 東京電力パワーグリッド株式会社  事務局 

今田 博己 東京電力パワーグリッド株式会社 グループマネージャー 事務局 

管 孝博 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社  事務局 

早﨑 宣之 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 チーム長 事務局 

岩本 伸一 学校法人早稲田大学 教授 PL 
吉川 信明 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 統括研究員 PM 
炭田 義尚 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 主査 サブ PM 

臼田 浩幸 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 主査 オブザーバー 

宇田 浩史 東京都環境局 課長代理 オブザーバー 

大関 崇 経済産業省 課長補佐 オブザーバー 

近藤 あさ美 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 職員 オブザーバー 

関 大輔 経済産業省 課長補佐 オブザーバー 

中島 隆行 東京都環境局 課長 オブザーバー 

山瀬 敦子 経済産業省 室長補佐 オブザーバー 

守武 大 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 主査 オブザーバー 
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2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

 研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省および各研究開発実施者と密接

な関係を維持しつつ、本事業の目的および目標に照らして適切な運営管理を実施した。具体的に

は、以下の通り事業内容と事業範囲毎による各ＷＧと統合推進委員会に NEDO も参画し、統合推進

委員会においては第三者の立場である有識者委員からの助言、指摘を頂きつつプロジェクトマネ

ジメントを実施した。 

・各研究項目単位主催の WG での定例会に NEDO がオブザーバーとして参加し、研究開発の目的、

計画、進捗の共用と、課題及び解決手法の共有。事業の方向性や課題について議論し、課題

に対しては解決に向けた対策とフォローを WG 内外の場で実施した。 

・年に２回程度開催する各 WG を統括する統合推進委員会にて、PL の他、オブザーバーとして

外部有識者や経済産業省から参加頂き、事業推進内容の確認と課題に対する助言を頂く場と

して議論し、進捗報告だけに終わらない技術的なマネジメントを実施した。PL からも毎回各

WG への助言を実施した。表Ⅱ.2.4-1 に統合推進委員会の開催実績を示す。 

 

表Ⅱ.2.4-1 統合推進委員会の開催実績 

回数 開催日 議題 

第１回 2014 年 7月 24 日 各 WG の実施計画 

第２回 2014 年 12 月 19 日 WG 間の連携と各 WG の進捗状況 

第３回 2015 年 3月 17 日 各 WG の進捗状況（モニタリング設備構築状況とベ

ンチマーク、制御ロジック基礎検討、シミュレー

ションシステム調査状況、ならびに新島実証にお

ける設備仕様検討） 

第４回 2015 年 7月 22 日 各 WG の進捗状況（モニタリング設備構築状況とラ

ンプ原因調査、制御ロジックモデル検討、シミュ

レーションシステム基礎設計状況、ならびに新島

実証における設備構築状況） 

第５回 2016 年 1月 18 日 各 WG の進捗状況（中間評価に向けた目標検討と予

測システム検討状況、制御ロジックのシミュレー

ション結果状況、シミュレーションシステムプロ

トタイプ検討状況、ならびに新島実証における設

備構築、試験項目検討） 

第６回 2016 年 8月 2 日 各 WG の進捗状況（モニタリング設備構築状況と予

測システム検討状況、制御ロジック実装と

BG/HP、CAES 実証設備構築検討、シミュレーショ

ンシステムプロトタイプ製作状況、ならびに新島

実証における設備構築状況） 
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・統合推進委員会を受け、各 WG より PL に対して事業進捗報告を行う場として NEDO 主催による

進捗報告会を年に１，２回程度開催し、事業推進にあたり方向性の確認と課題に対する助言

を PL より実施した。表Ⅱ.2.4-2 に進捗報告会の開催実績について示す。 

 

 

表Ⅱ.2.4-2 進捗報告会の開催実績 

回数 開催日 議題 

第１回 2014 年 12 月 3日 各 WG からの進捗確認(モニタリング装置設置状

況、CAES 選定状況、シミュレーション基礎検討状

況、実証試験設備と試験案) 

第２回 2015 年 3月 10 日 各 WG からの進捗確認(ベンチマークテスト状況、

CAES 選定状況、シミュレーション基礎検討状況、

実証試験設備と試験案) 

― 2015 年 5月 28,29 日 新島実証設備構築状況を確認。主に需給シミュ

レーションＷＧと実証ＷＧの進捗を確認。 

第３回 2016 年 3月 8 日 各 WG からの進捗確認(モニタリング設備設置とラ

ンプ要因解析状況、制御ロジック検討状況、シ

ミュレーションプロトタイプ検討状況、実証試験

設備構築状況) 

 

 これら定期的な会合や打合せを通してプロジェクト管理を遂行し、研究成果や今後の研究内容

について妥当性・実現性の評価を行い、今後の研究開発促進や成果の最大化を図っている。 

 なお、本事業における成果の取り扱いについては、以下の通りとする。 

・成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果についてはNEDO、委託先とも普及に努めるものとする。具

体的には、各研究開発成果と技術ノウハウは、電力会社などへ公開し、再生可能エネルギー

大量導入に備えた基礎技術として、各社での系統運用に貢献する。 

 ・標準化施策等との連携 

得られた研究開発の成果については、標準化等との連携を図るためデータベースへのデー

タ提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

・知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原

則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

3. 情勢変化への対応 

再生可能エネルギーの接続保留問題をきっかけに、遠隔出力制御システムの導入義務化及び時

間単位での抑制に関する法令改正（電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特別措

置法施行規則 H27 年 1 月改正）等の対応として、本事業での実証試験においても、導入・検証

を行っていく。また、電力小売り自由化と同時に「計画値同時同量制度」が平成 28 年 4 月より
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導入が決定されたのに伴い、蓄エネルギー制御技術ＷＧと実証ＷＧにおいて変動緩和制御に加え

て同制度に対応した制御手法を検討する。 

 

 

4. 評価に関する事項 

需要者側ではなく供給者側からの観点で、再生可能エネルギー連系拡大を目的とした電力系統

の課題と対策を対象として必要な取組を洗い出し、その内容を具体化することを目的に第三者か

らなる研究会を平成 25 年度に 3 回開催した。経済産業省資源エネルギー庁からオブザーバーとし

て参加頂き、本研究開発における事前評価的な議論を行った。 

また、平成 26 年 2 月の NEDO 事前評価において、電力系統出力変動対応技術研究開発を NEDO が

主導して実施する事の妥当性について評価され、本事業の位置づけは妥当であり、必要性も十分

であると判断された。 

なお、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将

来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平成 28 年度に、事後

評価を平成 30 年度に実施する。 
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Ⅲ．研究開発成果について 

1.事業全体の成果 

基本計画に定めた事業全体の中間目標に対する成果と達成度について事業項目と担当ＷＧ毎に記

載する。ランプ予測技術開発ＷＧでのモニタリングシステムの構築の一部に遅れがあるが、実証

試験を主とする本事業の推進に向けた設備構築のための検討、並びにシステム開発において、概

ね中間目標を達成している。 

 

表Ⅲ.1-1. 中間目標の達成度 

事業項目 中間目標 成果 達成度 

研究開発項目(Ⅰ) 

風力発電予測・制

御高度化 

ランプ予測技術開発ＷＧ： 

 風力発電の出力データおよ

び気象データのモニタリング

によるランプ現象の要因分析

を行い、複数のアプローチか

らランプ予測モデルを開発す

る。 

一部サイトでの工事遅れはある

ものの、概ね風力発電所のモニ

タリングシステムの構築を実施

した。また、ベンチマークテス

トを実施し、現行の風力発電出

力予測モデルにおける問題点の

抽出整理を行い、複数のアプ

ローチによるランプ現象の予測

手法高度化について既存のデー

タを活用した予測のプロトタイ

プを作成し、評価を実施しつつ

問題点の整理と改善のための開

発を実施している。 

○ 

蓄エネルギー制御技術ＷＧ： 

 実用化のコスト比較を踏ま

え選定した蓄エネルギー技術

および風車制御技術の実証設

備を設計し、風力発電設備内

を中心に構築する。 

蓄エネルギー技術として圧縮空

気エネルギー貯蔵、ヒートポン

プとバイオガス発電の併用運用

による熱変換貯蔵、および蓄電

池を対象とした風力発電出力制

御アルゴリズムの基本モデルを

開発し、シミュレーションによ

る検証を実施した。また、各蓄

エネルギー技術の実証設備とし

て、ヒートポンプとバイオガス

発電の併用運用による熱変換貯

蔵技術設備と、蓄電池実証設備

の構築を完了し、圧縮空気エネ

ルギー貯蔵システムは製造を完

了し、今年度内に現地への設置

と据付調整を完了する見込みで

ある。 

○ 
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事業項目 中間目標 成果 達成度 

研究開発項目(Ⅱ) 

予測技術系統運用

シミュレーション 

需給シミュレーションＷＧ： 

 需給シミュレーションシス

テムでの実施内容と設計方針

を確定し、プロトタイプを開

発する。 

理論的基礎研究として、海外の

類似システム調査と解析ロジッ

クやモデルのメソッド仕様を検

討し、開発システムの基本仕様

を策定した。再エネ大量導入時

の火力発電所の燃料費を最小に

する最適週間運用計画や再エネ

出力予測誤差を踏まえることが

できるよう、供給信頼度評価、

需給運用計画、周波数制御の各

機能で構成されるシステムのプ

ロトタイプを構築した。 

○ 

実証ＷＧ： 

 実際の電力系統を使った検

証地点を選定し、再生可能エ

ネルギーの出力予測や出力制

御、既存電源との制御を総合

的に組み合わせたシステム構

築のための検討を行い、実証

試験に必要な設備・システム

の構築を完了させる。 

実証試験シナリオとして将来想

定される電力システムと各実証

試験設備とを対比させ、「出力

予測」、「出力制御・抑制」、

「需給運用」の組み合せによる

総合的にコストミニマムとなる

対策を実証するための試験項目

の骨子案を作成した。また、

2030 年の再生可能エネルギー大

量導入時の出力変動を模擬した

周波数解析シミュレーションに

基づく、再生可能エネルギー設

備およびその出力変動対応とし

て実証する蓄エネルギー設備の

構築を推進し、風力発電と EMS

を除く設備を構築し、一部実証

試験を開始した。風車と EMS は

今年度内に設置完了し、システ

ム全体として平成 29 年度より

実証試験を開始できる見込みで

ある。 

○ 

◎大幅達成、○達成、△一部未達、×未達 

 

2.研究開発項目毎の成果 

2-1. 研究開発項目(Ⅰ)－1「ランプ予測技術開発」 

 ランプ現象の発生要因の解析を目的とした風力発電所のモニタリング地点、モニタリング項目

等の選定を行い、モニタリングシステムを構築した。また、東日本地域における広域気象観測

データの収集、蓄積を実施した。（発電事業者との調整に難航し、一部のモニタリング装置の設
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置について工事遅延が発生しているが、ランプ予測システム開発は進めており、データ収集と蓄

積への影響を抑えつつ後述の要因分析とシステムの開発を実施した。） 

 これらモニタリングシステムから得られたデータをもとに現行システムのベンチマークテスト

を実施し、現行の風力発電出力予測モデルにおけるランプ予測の問題点を抽出し、ランプ現象の

発生要因のための解析を実施した。また、過去の風力発電データおよび気象データを収集し、ラ

ンプ発生時の気象場をパターン分類するとともに、発生要因・規模・強度・頻度に関する分析を

実施した。そして、これらのランプ現象の分析結果を踏まえ、複数のアプローチでランプ現象の

予測に適した風力発電予測手法高度化に着手し、複数手法による予測結果から最適な予測情報を

統合する手法の開発のため既存データを活用した予測のプロトタイプの開発を実施し、現状での

評価を行いつつ開発システムの改造開発を推進している。 

また、風力発電機前方の風情報を活用した風力発電機の風車出力制御技術の高度化に向けた基

礎検討や、短期予測を活用した複数ウィンドファーム間の風車出力制御技術開発のための基礎検

討を実施し、その結果を整理し、制御技術手法の検討を実施した。 

今後は、工事が遅延しているモニタリング設備を今年度中に設置完了させ、データ取得手段を

構築し、並行して複数のアプローチによるランプ現象予測システムの開発完成に向けて各アプ

ローチとシステム全体の改善を図る。また、ＷＦ内での風車出力制御技術については制御手法を

構築し、実証システムでの検証を行っていき、ＷＦ間での風車出力制御技術についてはシステム

開発完了に向けたシミュレーションによる検証と改良を進めていく。 

 

2-1-1 「風力発電および気象モニタリングシステムの構築」（実施者：伊藤忠テクノソリュー

ションズ、東京大学） 

 後述するランプ予測技術システムにも適用する気象データや代表風力発電所（ＷＦ）からの発

電出力情報などのオンラインデータを得るために、また、それらのデータを使ってランプ現象の

要因分析とベンチマークテストを実施するためにウィンドファーム観測網の整備を実施した。観

測項目として日照強度や温度、気圧などを観測するための「ＷＦ気象計測」、発電量やナセル風

速などを観測するための「SCADA 計測」、並びにＷＦの監視制御システムにて収集している有効電

力、無効電力、電圧、電流、周波数などを観測するための「総発電計測」の３種類のシステムを

東日本の主要ＷＦにて発電事業者の協力を得て、４８サイトでの構築を今年度内に完了する。

（２０１６年１０月時点で４５サイトの構築が完了。）これらシステムの一例を図Ⅲ.2-1-1 に示

す。 

  

図Ⅲ.2-1-1. モニタリングシステムの一例（左：SCADA/総発電計測装置、右：気象観測装置） 



 

53 
 

 

また、風力発電設備周辺の風況観測を目的に、風況観測塔(マスト)と LIDAR (Light Detection 

and Ranging/Laser Imaging Detection and Ranging)を東日本地域に合計１１か所設置した。

（図Ⅲ.2-1-2 にマストと LIDAR のイメージ写真を示す。） 

  

図Ⅲ.2-1-2. 風況観測装置例（左：マスト、右：LIDAR） 

 

これらのモニタリング装置から得られる情報を一括管理し、データベースの集積を図るシステ

ムを構築した。このシステム（一部予測システムも含む）の構成を図Ⅲ.2-1-3 に、データベース

閲覧画面例を図Ⅲ.2-1-4 に示す。 

 

図Ⅲ.2-1-3. モニタリングシステムと出力予測システム構成 
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図Ⅲ.2-1-4. モニタリングシステム閲覧画面例 

 

2-1-2. 「ランプ予測技術の研究開発」（実施者：東京大学（再委託：日本大学、筑波大学）、電

力中央研究所、早稲田大学、伊藤忠テクノソリューションズ（再委託：日本気象協会）） 

 ランプ予測技術の研究開発として、モニタリング装置から得られる気象情報と代表風力発電所

における発電出力情報、並びに気象庁 GSM-GPV などから得られる過去数十年間の気象データなど

から、まずはランプ現象の要因分析を実施した。また、2011 年度から 2012 年度のデータを適用し

て現存システムのベンチマークテストを行った。東京大学では dynamic systems 理論によるアプ

ローチを、日本大学では統計学的手法を、筑波大学では気象学的要因分析によるアプローチを、

電力中央研究所ではアンサンブル予測によるアプローチを、早稲田大学では機械学習によるアプ

ローチを主に担当した。図Ⅲ.2-1-5 にこれら要因分析を行うために活用した気象図や風速・風向

トレンド図の一例を示す。 

 

図Ⅲ.2-1-5. ランプ要因分析に活用した気象図と風速・風向トレンド図（一例） 
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各々のアプローチによる要因分析とベンチマークテストの結果を伊藤忠テクノソリューション

ズと日本気象協会でまとめたものを以下に示す。 

 要因分析ではランプ発生前後の天気図などを用いた現象論的な分析と、長期データを用いた統

計的な分析の２つの視点から解析と分析を実施した。まず、現象論的な分析として、気圧配置の

パターンをランプアップとランプダウン（ランプ現象を変動量が風力発電定格出力の 30%以上、か

つその間の平均変動率が 5%/時間以上と定義）の両方で分析した結果、以下表Ⅲ.2-1-1 に纏める

通り、強い風速により起こりうるカットアウトを例外として、パターンの分類に特徴が見られる

ことが判明した。 

表Ⅲ.2-1-1. ランプ現象の要因分析（現象論的な分析） 

 ランプアップ ランプダウン 

要因 ①低気圧の接近、②冬型移行、

③冬型強化、④高気圧 

①高気圧、②擾乱衰退、③冬型

緩み、④低気圧の間、⑤カット

アウト 

特徴 各パターンで、ランプ発生時の

風の変化傾向が異なる。（低気

圧の接近は南風が強まりやす

く、冬型移行は風向きが北～西

に急変し、風速が急激に強まる

等。） 

低気圧の接近・通過と冬型への

移行の２つで全体の約 80%。 

パターンにより、風速の低下傾

向に特徴がみられる。（高気

圧、冬型緩みは風速の低下傾向

が緩やかで、擾乱衰退、低気圧

の間は、風速が短い時間に大き

く変動する傾向がある。） 

カットアウトを除く４つの事象

で全体の 97%。 

注)2011 年度～2012 年度北海道エリアデータの分析による 

 

 また、長期データを用いた統計的な分析として 2011 年度～2012 年度のエリア発電量データと、

1977 年度～2012 年度の長期高解像度気象データから推定した発電量データを使用した要因分析結

果を表Ⅲ.2-1-2 に示す。 

表Ⅲ.2-1-2. ランプ現象の要因分析（統計的な分析） 

 ランプアップ ランプダウン 

要因 低気圧 

寒冷前線 

気圧の谷 

大気安定層の崩壊 

高気圧 

冬型緩み 

大気安定層の発達 

カットアウト 

 

 ベンチマークテストとして気象学的アプローチとデータ科学的アプローチの各現行システムの

評価を行うことを目的に、予測精度評価とランプ現象の予測大外しについて評価を行った。結果、

平均絶対誤差(MAE)を使った予測精度誤差については 6 時間後予測が約 6%であり、翌日分予測が約

7.5%であった。翌日予測を用いる場合と比べて当日予測を用いた場合の MAE は 3.5～4.5%程度とな

り、誤差は約半分になることが分かった。（図Ⅲ.2-1-6 にベンチマークテスト結果の MAE による

評価例を示す。）また、予測誤差 20%以上の大外し率は 6 時間後予測を適用した場合は約 3%、翌

日予測を適用した場合が 5.5%～7%であったが、使用データそのものの誤差や当時の風力発電出力

実績情報の不足が主な要因であることが分かった。特にカットアウトが発生した場合は実績情報



 

56 
 

が不足していたために出力予測として大外しとなった事例が数件みられ、カットアウトによる予

測の難しさが理解できた。今後は、モニタリング設備の構築などにより実績情報やデータ誤差の

問題が解決され、予測技術開発により更なる精度向上が見込まれる。 

 

 

図Ⅲ.2-1-6.ベンチマークテスト結果の MAE による評価例 

 

 これら分析と評価を踏まえ、ランプ予測システムの構築を開始し、複数予測手法の統合を試み

ている。システムの構築を改良含めて本格的に進めるのはこれからであり、事業終了時点となる

2018 年度末までに開発完了を予定しているが、改良途上の当該システムについて 2012 年の過去気

象データと出力実績データを使った現時点での評価を行った。ここで、予測の大外し度合いを測

定する一評価指標として海外でも一般的に使われている CSI (critical success index)を適用す

ることとした。CSI とは以下式に示す通り、予測段階でランプ現象の発生が無く、かつ実際に発生

しなかった場合を除いた、予測適中率とランプ現象補足率両方を確認するための指標であり、0 が

悪く、1が最も良い指標である。 

 

                     

図Ⅲ.2-1-7. CSI 指標の定義 

 

図Ⅲ.2-1-8 にこの CSI による開発途上システムの評価結果を示す。開発目標（黒色）に対する

個別アプローチ単位での評価と複数予測指標の統合方式での評価状況を掲載している。 

CSI ＝ A／(A＋B＋C) 
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ランプアップに関しては統計的手法（赤色）が、ランプダウンに関してはアンサンブル予測な

ど（黄土色と紫色）が開発目標を上回っているが、複数予測手法の統合によるアプローチ（黄色）

では改善が必要である。今後は個別アプローチならびに複数予測手法の統合によるアプローチに

おいて長期間の実測データを活用して開発目標に届くようなシステムの改善を図っていく。なお、

CSI による開発目標値については本事業の目標である現存システムからの大外しの予測精度 20%改

善を CSI に置き換えた場合の数値である。（目標としてベンチマーク CSI 値から北海道エリアは

0.04、東北エリアは 0.05、東京エリアは 0.04 向上させる。） 

 
図Ⅲ.2-1-8. CSI による開発途上システムの評価結果 

 

2-1-3. 「出力予測を活用したＷＦ出力制御技術開発」（実施者：東京大学） 

 ランプ予測技術 WG として予測技術を活用した WF 内ならびに WF 間の出力制御技術開発に取り組

んでいる。WF 内出力制御技術開発としてはナセル搭載型 LIDAR を適用した出力制御技術を開発す

ることを目標に、まずシミュレーション検証を実施し効果の検討を行った。現在平坦地系と複雑

地形の２か所において実機を使った検証を行うため設備の構築を実施し、風況観測を開始したと

ころである。これから制御システムを実機に取り入れ検証を進めていく。また、WF 間出力制御技

術として時間軸の異なる需給制御分担各領域における制御手法の構築を試みており、複数の平均

時間による移動平均フィルター方式を活用した制御手法の検討を行っている。図Ⅲ.2-1-9 に WF 間

出力制御手法のブロック図を示す。 

 

図Ⅲ.2-1-9. WF 間出力制御手法ブロック図 

 

2-2. 研究開発項目(Ⅰ)－2「蓄エネルギー制御技術」 

 まず、蓄エネルギー技術として、圧縮空気エネルギー貯蔵(CAES)、ヒートポンプとバイオガス

発電の併用運用による熱変換貯蔵、および蓄電池を対象とした。CAES については委員として第三

者も入った評価委員会を設け、充放電効率、経済性、実証設備構築のための要件、法規制などの
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観点から調査、検討を行い、将来大容量の蓄エネ技術として適用が検討されている断熱圧縮方式

による設備による検討を行うことを決定した。 

また、風力発電の出力制御に対する系統運用者と風力発電事業者のニーズを検討し、蓄エネル

ギー技術を用いた風力発電出力制御のユースケースとして変動緩和と計画発電の二つを整理し、

予測情報を用いた蓄エネルギー装置の制御アルゴリズムの開発を進めた。変動緩和は、風力発電

を系統接続する際の要件として出力変動の上限が設定され、その要件を蓄エネルギー装置の充放

電によって達成するものである。また、計画発電は、2016 年 4 月開始の「計画値同時同量」制度

に対応する形で、風力発電所が前日および 1 時間前に 30 分 1 コマを単位とする発電計画を作成し、

作成した発電計画と実送電量との差を極小化するよう、蓄エネルギー装置の充放電で補償するも

のである。これら二つのユースケースについて開発した制御アルゴリズムの性能をシミュレー

ション計算により確認した。制御性能の指標は、変動緩和の場合は系統接続要件の逸脱時間率、

計画発電の場合は発電計画値からの逸脱量とし、蓄エネルギー設備の容量を様々な値に設定して、

蓄エネルギー設備の容量と制御性能との関係を調べた。その結果、制御アルゴリズムに予測情報

を利用することにより、一定の制御性能を達成するために必要となる蓄エネルギー設備容量を削

減できることを確認した。これにより、実証設備に実装する制御ロジックプロトタイプの開発を

概ね完了した。 

シミュレーション研究と並行して、各蓄エネルギー技術の実証設備の建設を進めた。圧縮空気

エネルギー貯蔵システムの実証設備の設置工事を静岡県河津町において開始した。ヒートポンプ

とバイオガス発電の併用運用による熱変換貯蔵技術については、酪農学園大学の構内において実

証設備の設置を完了するとともに、実規模バイオガス発電プラントに計測器を設置し、運転デー

タの取得を開始した。蓄電池システムの実証設備は大阪府立大学の構内に設置した。さらに、蓄

エネルギーと風車制御との組合せについて実証試験を行うためのシステム構築計画を立案した。 

 

2-2-1 「圧縮空気エネルギー貯蔵による出力変動制御技術の開発」（実施者：早稲田大学、エネ

ルギー総合工学研究所） 

 蓄エネルギー技術の一つとして大容量の蓄電が可能な圧縮空気エネルギー貯蔵システム(CAES)

の研究開発を行うことを事業開始時に決定したが、海外で実例がある圧縮空気を洞窟に貯蔵する

タイプでは我が国の立地、地理条件などから実証が困難であることから、圧縮空気をタンクに貯

蔵するシステムを実証含めてシステム全般の構築まで検討することとした。空気の圧縮方式には

断熱方式と等温方式とがあるが、製造業者からのヒアリング結果を踏まえ、前述の評価委員会に

て各評価対象項目での検討結果、断熱圧縮方式のシステムを研究対象とすることとした。図Ⅲ.2-

2-1 に各圧縮方式でのシステム構成例と特徴を示す。 

 そこで、CAES による変動制御技術構築のため、まず CAES の特性モデルを構築すべく、充放電出

力制約、追従特性、充放電効率の観点から検討を実施しシミュレーション検証を実施した。その

特性モデルのブロック図を図Ⅲ.2-2-2 に示す。次に、変動緩和のための CAES 制御ロジックの基本

モデルを構築し、予測情報（完全予測）を利用した風力発電と CAES の合成出力目標値および SOC

目標値の作成方法を製作し、予測利用の効果について確認した。 
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図Ⅲ.2-2-1. 断熱圧縮方式と等温圧縮方式（CAES） 

 

 

図Ⅲ.2-2-2. CAES 特性モデル 

 

 具体的には、SOC 目標値作成のため、下記式にて合計出力 Ptotal が蓄エネルギー出力に関する係

数 K の値に応じて、あるいは予測有無の違いにより逸脱率がどの程度変化するか、あるいは最適

な K が CAES 設備においてどういう値になるかについて検討した。 

                     

図Ⅲ.2-2-3. SOC 目標値の考え方 

 

 

)( Twindtotal EEKPP
 

Ptotal: 合計出力 
 Pwind: 風力発電出力 
  K: 係数 
 E: SOC 現在値 
 ET: SOC 目標値 (予測値により変化) 
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 図Ⅲ.2-2-4 に年間のランプ要件(0.3pu/6 時間)に対する逸脱率が予測の有り無しと K の値によ

りどう変化するかの検討結果例と、出力制御（余剰分は風力出力抑制）として抑制有無、あるい

は抑制手法の違いによる評価結果例を示す。蓄エネルギー容量が一定値の場合、予測情報を利用

した（事前準備を実施した）場合、大幅に効果がある事が分かる。 

  

                                （抑制３: CAES 出力を超えた分を抑制、   

抑制４：風車出力の上限値を制御周期毎（例

えば 10 分）に設定） 

図Ⅲ.2-2-4. 要件逸脱率（時間）の検討例 

 

引き続き、CAES と風車出力抑制の組み合わせ制御手法の開発を行っている。 

 

2-2-2. 「Power to Heat による出力変動制御技術の開発」（実施者：エネルギー総合工学研究所、

再委託：北海道大学） 

 もう一つの蓄エネルギー技術としてバイオガス発電(BG)とヒートポンプ(HP)の組み合わせ

(HP/BG 併用熱供給システム)による出力制御技術の構築に取り組んでいる。まず、システムの運用

方針として、ランプ変動が発生していない平常時には HP/BG システムは設備所有者の意思に基づ

いて運用するが、ランプ変動が予測、観測された場合には設備所有者の意思に係らずランプ変動

を抑制する運用に切り替える事として、予測情報に基づく運用策定を行う第 1 ステップと、リア

ルタイムでの制御を実施する第 2 ステップの２段階による制御ロジックを検討した。また、第 1

ステップとして、予測されるランプ変動の影響を許容される範囲まで緩和しつつ、設備所有者の

電力の売買にかかるコストが最小となる計画をたてる第 1 段階と、コストが最小となる計画が実

行されない状況となりコストの最小化を図りつつ出力変動が最小となる計画をたてる第 2 段階に

分けたロジックにて、シミュレーション検討を実施した。図Ⅲ.2-2-5 に制御ロジックの概念図を

示す。第 1 ステップは確定論的最適化で合成出力の最小化と BG 出力調整余力の最大化をもとにし

た運用計画を策定する。それらを前日の出力データと風力発電予測データを用いて 1 日単位の運

用計画とリアルタイム制御のために活用する。 
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図Ⅲ.2-2-5. 制御ロジック概念図 

 

図Ⅲ.2-2-6 に変動緩和制御におけるエリア単位の予測情報有無の違いによる年間逸脱率のシ

ミュレーション結果を示す。当然であるが予測データ有りの場合逸脱率は低減できるが、完全予

測（予測と実際の出力が一致）の場合は逸脱率が十分に改善できることを確認した。 

 

図Ⅲ.2-2-6. 変動緩和制御におけるエリア単位の年間逸脱率評価例 
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2-2-3. 「蓄電池による出力制御」（実施者：エネルギー総合工学研究所、再委託：大阪府立大学） 

 CAES に加えて蓄電池による出力変動緩和技術についても予測情報の有無についての検討を実施

し、CAES と同様に予測精度の有用性が確認できた。図Ⅲ.2-2-7 に要件逸脱率（時間）の検討例を

示す。 

  
                             （抑制３: 蓄電池出力を超えた分を抑制、 

      抑制４：風車出力の上限値を制御周期毎に設定） 

図Ⅲ.2-2-7. 要件逸脱率（時間）の検討例 

 

 また、図Ⅲ.2-2-8 に示す制御ロジックの検討を行い、シミュレーションによる検証を行った。

考え方として、WF 出力と蓄電池の合成出力が系統連系要件に違反しないよう蓄電池充放電指令値

を決定する制御モデルとした。ここで、系統連系要件は 20 分間で 10%及び 6 時間で 30%以内の変

動となるよう蓄電池充放電を制御するものである。 

引き続き実証設備により検証を行っていく。 

 

 

全体ロジック 

 

PCS 模擬ブロック 
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SOC 計算ブロック 

図Ⅲ.2-2-8. 蓄電池の変動緩和制御ロジック図 

 

 なお、3 つの蓄エネルギーの制御手法の一つとして、緩和制御に加え 2016 年 4 月に開始した計

画値同時同量制度に対応することを目的に、前日および 1 時間前に 30 分 1 コマを単位とする発電

計画（kWh/30 分）を作成し、作成した発電計画と実送電量との差を極小化となるよう、蓄エネル

ギー装置で補償する計画発電に関する基礎的な制御手法の開発を開始した。今後は本開発を 2018

年度まで継続して設計思想の整理、シミュレーションによる詳細検討、ならびに評価に繋げてい

く。 

 

2-2-4 「実証試験および総合評価」（実施者：エネルギー総合工学研究所、早稲田大学、再委

託：北海道電力、北海道大学、大阪府立大学） 

 上記３つの蓄エネルギーを使った制御技術の検証を目的に、実証設備の構築を行い、実証試験

により検証を行う。 

まず、酪農学園大学における HP/BG 実証試験設備での実証試験用にエネルギー需給計画の策定

と計測系の設計検討に繋げるために、北海道の既存大規模バイオガス発電プラントにおけるエネ

ルギー需給の計測と通年の計測データ解析を行うため計測装置は 2015 年度下期に計測装置の据

付・調整が完了し、計測データの取得と解析を行う環境を構築した。図Ⅲ.2-2-9 に計測装置を設

置した既存 BG 発電所のサイト写真を示す。 

 

鹿追バイオガスプラント 

 

別海バイオガスプラント 

図Ⅲ.2-2-9 計測装置の設置が完了した既存バイオガスプラント 



 

64 
 

 

 CAES 実証装置については、東伊豆の建設予定地より水が湧き出て、当初予定していた装置設置

レイアウトを変更するなど土木工事や設計工程に一部影響はあったものの、予定通り 2017 年度よ

り運用開始できるよう装置の製造と、制御ロジック構築を進めている。 

 

 

 

   

図Ⅲ.2-2-10 CAES 実証設備レイアウト（上段）と完成イメージ（中段）と 

製造中単品装置（下段左：タンク、下段右：圧縮機ユニット） 
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 本事業に協力頂いている酪農学園大学では、2015 年度冬季に HP/BG システムが完成し、2016 年

度は試運転と特性試験を実施し、年度末までには運用を開始する。北海道大学から制御を行うた

めの監視制御システムの構築も並行して進めている。 

 

   
図Ⅲ.2-2-11 酪農学園大学における HP/BG システム 

 

 蓄電池の実証設備は大阪府立大学にて 2015 年度末には設置され、HP/BG システムと同様、2016

年度は試運転と特性試験を実施し、年度末までに運用を開始する。 

    

図Ⅲ.2-2-12 大阪府立大学における蓄電池システム（リチウムイオン） 

 

 なお、実証設備の構築と並行して各種シミュレーション結果による評価を経て、中間目標でも

ある出力変動制御に求める制御目標について検討し、表Ⅲ.2-2-1 に記載の通り纏めた。従来技術

として NEDO 風力発電電力系統安定化等技術開発(平成 15～19 年度)にて北海道苫前ウィンビラ発

電所と併設した蓄電池を使った実証試験をターゲットとし、蓄エネルギー装置の容量を当設備と

比べ 25%以下（年間要件逸脱率３σ）とすることとし、引き続き上記に示した制御ロジックの高度

化を図るべく詳細パラメータ調整とロジックの改造を行い、各所に設置した（している）実証設

備による検証を 2017 年度より開始できるよう事業を推進していく。 
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表Ⅲ.2-2-1 蓄エネルギー制御技術開発における設定目標と条件 

条件名 内容 

目標 従来技術(*)と比較して蓄エネルギー装置の

必要容量を 25%以下とする。 

ユースケース 変動緩和 

変動緩和要件 0.3PU/6 時間 かつ 0.1PU/20 分間 

評価ライン 年間要件逸脱率３σ 

蓄エネ技術 蓄電池 

      (*)NEDO 風力発電電力系統安定化等技術開発(平成 15～19 年度) 

 

2-3. 研究開発項目(Ⅱ)－1「需給シミュレーションシステム」 

システム理論的基礎研究において、再生可能エネルギーが電力系統に大量導入された 2030 年頃

の状況を見据えた、効率的な検討・研究の推進や客観性の高い評価への貢献を可能とする解析基

盤として、多地域電力系統の需給シミュレーションシステムを開発することを目的に、再エネ大

量導入という課題に対し、揚水発電所と蓄電池システムの運用計画を、太陽光発電および風力発

電の出力予測とこの予測誤差を考慮したうえで最適化し、再エネに最大限対応するための手法検

討を行った。この最適化した運用計画に対して、不確実性を考慮したモンテカルロシミュレー

ションによって算出される供給信頼度の検討を行った。 

システム仕様の研究およびシステム構築の研究において、国内外の文献等から電力需給や系統

評価に関わる解析ロジックの定式化・手順の抽出・整理を行い、オブジェクト指向言語による解

析ロジック/モデルのメソッド仕様案を作成し、その仕様に基づき、供給信頼度評価機能、需給運

用計画機能、周波数制御機能で構成される需給シミュレーションシステムのプロトタイプを構築

した。 

供給信頼度評価機能に関し、基本ロジックである供給力の十分性や再エネの kW 価値等の評価手

法を構築した。特に、調整力の十分性評価手法と、調整力を考慮した経済性評価手法に関する新

しい枠組みを提案し、概念実証モデルを作成して実現可能性を確認した。 

需給運用計画機能に関し、電源起動停止計画、経済負荷配分、揚水運用計画等の基本機能を構

築した。特に、新しい手法となる揚水等の電力貯蔵の調整力活用手法に関し、概念実証モデルを

作成して実現可能性を確認した。 

周波数制御機能に関し、平常時を対象として、負荷周波数制御、発電プラント（ガバナフリー

制御）等のモデルを構築した。効率的な解析を可能とするため、問題が生じ得そうなケースのス

クリーニングを目的とした簡略モデルと、周波数・連系線潮流変動の詳細検討を目的とした詳細

モデルを作成した。 

システム適用の研究において、解析・シミュレーションに必要となるパラメータ項目（電源関

連，負荷特性等）を整理し、国内文献等から標準的な値を調査した。また、再エネ余剰・調整力

課題と、再エネ予測課題を検討するためのシナリオを作成した。 

 

2-3-1. 「需給シミュレーションシステムの研究開発」（実施者：電力中央研究所、東京電力ホー

ルディングス、東京電力パワーグリッド、東光高岳、東京大学） 

2014 年度に全体機能を整理するためのロジックマップを作成し、2015 年度に各ロジックの基本

仕様を、現時点の 2016 年度では詳細仕様の検討と整理を行い、プロトタイプを構築した。現在ソ
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フトウェアの詳細コーディング作業を行っている。詳細については個別事業紹介資料（非公開）

に記述することとし、本紙ではロジックマップの簡易版のみ図Ⅲ.2-3-1 に示す。 

 

図Ⅲ.2-3-1 解析ロジックマップ（簡易版） 

 

2-4. 研究開発項目(Ⅱ)－2「電力系統における運用実証試験」 

 本研究項目は、離島の実電力系統をベースに風力発電および太陽光発電の再エネ設備と蓄電池

等の蓄エネ設備により、将来の再エネ大量導入時の電力系統出力変動の課題を模擬する実証

フィールドを実現し、再エネ設備の「出力予測」、「出力制御・抑制」、蓄エネ設備と既存発電

設備と協調した「需給運用」の有効性を実証することを目的としている。実証試験シナリオとし

て、将来想定される電力システムと各実証試験設備とを対比させ、「出力予測」、「出力制御・

抑制」、「需給運用」の組み合せによる総合的にコストミニマムとなる対策を実証するための試

験項目の骨子案を作成した。 

再エネ、蓄エネおよび既存発電設備を総合的に制御する統合制御システムに関しては、需要予

測、需給計画、ならびに経済負荷配分制御と負荷周波数制御による需給運用等を実現する基本機

能・構成を検討し、EMS プロトタイプを開発するとともに、再エネ・蓄エネ設備を連係する SCADA、

既設発電設備を連係する DG(ディーゼル発電機)インタフェース装置を開発し、想定されるセキュ

リティ脅威に対するガイドラインに基づくネットワークを構築、機能試験の環境を整えた。 

 また、再エネ出力予測の精度を高め、需給計画・運用に効果的に活用するため、ローカルエリ

アの気象観測設備の設置を完了し、データ収集を開始するとともに、数値モデル予測、運動力学

的予測、更に統計的補正により再エネ出力を算出する予測システムを開発した。 

 既存発電機の調整力拡大検討については、試験対象ディーゼル発電機の特性確認試験を完了し、

データ解析により個々のガバナモデルを作成し、ガバナ応答特性のタイプ別分類を行った。また、

作成したモデルを用いることで、再エネ出力や負荷の変動時の周波数変動を精度良く模擬できる

離島系統モデルを構築した。 

 実証フィールドに設置する実証試験設備に関しては、周波数解析シミュレーション等により

2030 年の再エネ大量導入時に想定される出力変動を模擬する再エネ設備および出力変動に対応す



 

68 
 

る蓄エネ設備の必要設備量を算定するとともに設置場所および具体的構成の決定、SCADA、PCS の

制御条件等、各機器の仕様を検討し、太陽光発電設備や蓄電池設備の実証試験設備の設置に着手

し、風力発電機と EMS を除く設備の設置を完了した。2016 年度末までに全ての設備設置と調整試

験を完了させ、2017 年度より実証試験を開始する見込みである。 

 

2-4-1. 「予測を取り入れた需給運用計画・制御の高度化に関する研究」（実施者：東光高岳、再

委託：日本気象協会） 

 新島とその近隣諸島（図Ⅲ.2-4-1 を参照）において、2015 年度に気象観測装置の設置を完了し、

風向、風速、日射量などの計測を実施している（図Ⅲ.2-4-2）。取得した観測データは、実証

フィールドである新島及びその周辺の気象の特徴把握や、再生可能エネルギー発電出力予測の精

度向上に不可欠な数値予測の統計補正式の作成に活用した。統計補正式に予測地点の観測データ

を用いることにより、図Ⅲ.2-4-3 に示すとおり、雨天・曇天時の太陽光発電出力の予測精度が改

善した。 

再生可能エネルギー発電出力予測は、異なる時間スケール毎（週間、当日・翌日、数時間先、

数十分先）に最適な予測手法を採用し、48 時間先まで一本に結合した予測情報と週間予測情報の

2種類の予測情報を新島 EMS に定時配信するシステムを構築している。 

発電出力予測と信頼区間情報の精度向上を図るため、引き続き、新島独自気象予測モデルの改

良など、最適な発電出力予測システムの高度化に取り組む。 

 

 
図Ⅲ.2-4-1 気象観測装置配置図（新島と近隣諸島） 
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図Ⅲ.2-4-2 気象観測装置の設置状況（阿土山地点・大原地点） 

 

 
図Ⅲ.2-4-3 太陽光発電出力予測の改善事例（大原地点、当日・翌日予測） 

 

2-4-2. 「発電機・蓄エネ設備等の調整力拡大に向けた運用制御高度化に関する研究」（実施者：

東光高岳、電力中央研究所、東京大学） 

まず、実証試験における既存ディーゼル発電機(DG)での調整力検討を行うため、新島ならびに

近隣諸島で運用している 44 機のディーゼル発電機特性試験を実施した。特に、ガバナ応答の特性

について整理し、図Ⅲ.2-4-4 に示すとおり３パターンの応答特性があることが判明した。周波数

に応じて反応するものと、時間差あるいは急峻な変化が起こるものも存在することが分かった。

これらデータをもとに、標準パラメータを作成して実証試験のシミュレーションを行うためのモ

デル化を行う。 
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図Ⅲ.2-4-4 DG のガバナ応答特性整理 

 

また、再生可能エネルギー事業者および需要家の発電／蓄電設備を効果的に組合せ制御するこ

とより、電力系統全体における最適化制御を検証することとしているが、実証試験における制御

概要を表Ⅲ.2-4-1 に纏める。再生可能エネルギー発電機と蓄電池などの蓄エネルギー制御と需要

家設備に対する制御を、余剰発電、変動緩和、計画発電など各状況に応じた形で行うよう試験法

案を検討している。また、試験のために再生可能エネルギー発電を出なりで運用するシナリオも

想定した運用案も検討している。 

 

表Ⅲ.2-4-1 制御概要（ユースケースについて）の纏め 

 
 

蓄電池は既設ディーゼル内燃力発電所内に設置した系統用蓄電池(1,000kWh)の他、風力発電機

併設蓄電池(500kWh)、小規模蓄電池があるが、系統用蓄電池は 2015 年 10 月に設置を完了し、据

付調整試験を 2016 年 7 月末まで実施し、マニュアル運転、SOC 自動調整、周波数変動抑制試験な
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ど各種試験を実施し、良好の結果を得た。また、小規模蓄電池も 2016 年 2 月に設置を完了し、最

大出力制御、最低出力保証の考えを整理し、制御手法と SOC 限界値の考えを整理した。その他、

大原太陽光発電所も 2016 年 12 月に系統連系し、商用運転を開始し、需要家設備についても 2016

年第１四半期までに設置を完了し、現在商用運転前の調整試験を実施している。図Ⅲ.2-4-5 に新

島（式根島含む）の設備概況図と、図Ⅲ.2-4-6 に代表設備の写真を示す。2017 年 3 月までに風力

発電機と EMS の設置完了を予定し、2017 年度からの実証試験の総合運転開始を見込む。 

 

   
図Ⅲ.2-4-5. 新島(左側)と式根島(右側)における設備概況図 

    

発電所内の系統用蓄電池(1,000kWh)                 大原太陽光発電所(315kW) 

      
ヒートポンプ        小型太陽光発電所（小学校屋上） 

図Ⅲ.2-4-6. 代表設備の写真 

 

2-4-3. 「再エネの抑制量最小化に向けた制御高度化に関する研究」、「再エネ導入量拡大に向け

た再エネ出力予測、需要運用、再エネ出力制御・抑制の最適化に関する研究」（実施

者：東光高岳、東京電力ＨＤ、東京電力ＰＧ、再委託：ＮＲＩセキュアテクノロジーズ） 
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既設発電所の監視制御システムを代替できる形で、今回の実証試験のために設置する再生可能

エネルギー発電、蓄エネルギー、需要家設備など新島村の電力系統全体を監視制御する EMS の開

発を行っており、基本仕様、監視方法、各装置に対する制御手法、出力予測システムや既存 DG 制

御システムなどとのインターフェースについての検討、設計を実施している。2017 年 3 月までに

は現地への設置完了を予定しており、現時点では委託先事業所での組み合わせ試験を実施してい

る。図Ⅲ.2-4-7 に EMS のシステム構成図を示す。 

 

 
図Ⅲ.2-4-7 EMS のシステム構成図 

 

2015 年 1 月の再生可能エネルギー特別措置法施行規則の一部を改正する省令により遠隔出力制

御システムの設置が義務付けられたことより、再生可能エネルギーの出力抑制を行うための手段

や、需要家制御システムとして複数の需要家を束ねて系統運用者の要請により需要調整を行うア

グリゲート機能や発電事業者（ＰＰＳ）を束ねてインバランス調整を行うバランシンググループ

機能についても本実証設備で検討が行えるような機能を EMS や関連設備に設けることとしている。 

 

EMS の機能ロジックとして短周期と長周期の変動制御を検証するが、太陽光発電や風力発電など

周期の早い短周期変動制御は制御遅れなどを考慮し、蓄電池などを活用した自端制御を基本とし、

長周期変動制御は最適経済制御を見据え、EMS からの遠方制御を基本とする考えである。 

上記の通り実証設備は逐次設置が完了し、個別制御実証を行える環境になりつつあるが、設備

の設置、現地調整状況により、図Ⅲ.2-4-8 に示す通り、３段階に分けて実証試験を行う計画であ

る。現在は第１フェーズにて系統蓄電池や太陽光発電設備などの個別実証を進めている。2016 年

度下期より第２フェーズを、2017 年度初頭より風力発電機と EMS 含めた総合試験を開始する。 
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図Ⅲ.2-4-8 実証試験工程 

 

試験法案として、各種制御シナリオを想定して表Ⅲ.2-4-2 に纏めるとおり、実証箇所と対象設

備、制御の考え方について詳細の制度設計による対応を見据えて検討、整理した。 

 

表Ⅲ-2-4-2 実証試験における制御シナリオ例 

 

 

また、再生可能エネルギー発電所と系統運用者との監視制御用通信網としてインターネットの

活用も考えているが、詳細のサイバーセキュリティ対策も踏まえて脅威のタイプと影響度につい

て整理し、机上検討と実証試験による検証法案について整理を行った。 
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 そして、本実証試験を通して関係事業者との共有を図り、関係者への事業内容の紹介を行うこ

とを目的に新島村役場施設である住民センターに本実証事業のＰＲ設備を設け、再生可能エネル

ギーに対する取り組み状況や、オンラインでの再生可能エネルギー使用状況などが確認できるモ

ニターの構築を進めている。（図Ⅲ.2-4-9） 

 
図Ⅲ.2-4-9 新島住民センターにあるＰＲ設備 

 

Ⅳ．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し 

 本プロジェクトでは各ＷＧにより実施内容が異なる事から、当然目標と成果見通しが各ＷＧで

異なるが、何れも再生可能エネルギーの大量導入時の需給運用における基盤技術の構築を最終的

な目標としている。以降、実用化あるいは事業化に向けた見通しと取り組み状況について各ＷＧ

単位で記述する。 

 

ランプ予測技術開発ＷＧ： 

本プロジェクトでは予測手法の構築だけでなく、手法をプログラム化することで実用化を見据

え自動的・定期的に発電出力を算出し表示をするシステム化を行う。今回の研究開発に携わった

事業者が協力体制を構築した形で技術検討を継続しつつ、プロジェクト終了年度から、実用化・

事業化が可能な出力予測サービスをシステムとして電力会社や発電事業者に対して提供、販売し

ていく。 

目標は事業終了から５年以内に主要送配電事業者の８割にて適用されることを見込む。具体的

にはプロジェクト終了の翌年度にシステム設計・製造を終了し、２年目～４年目にかけて国内の

送変電事業者を中心とした展開を果たすことを目指す。国内での実績をもとに５年目より海外へ

の展開を目指す。 

 

蓄エネルギー制御技術ＷＧ： 

 本プロジェクトで開発する各蓄エネルギーを用いた再生可能エネルギーの出力制御ロジックと

実証結果は成果報告書等を通して広く公開する。これにより蓄電池や蓄エネルギーとしてのバイ

オガスプラント等の導入を見込む再エネ事業者や電力会社に活用されることを見込むと同時に、

大学などでの更なる高度化に向けた研究開発に寄与する。 

 また、CAES については本実証事業を通して世界で初めての断熱型圧縮空気エネルギー貯蔵シス

テムを構築することで、我が国における規制当局（経済産業省および関東東北産業保安監督部）
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との協議を通して認可を受け、実績を作成することにより、設備普及のための基盤作成に寄与す

る事が可能となる。ヒートポンプ／バイオガス発電併用熱供給システムおよび蓄電池に対する制

御システムについては本プロジェクトを通してシステムと制御技術の確立を行い、本事業終了時

期前後での実用化開始時期の目標としている。 

 

需給シミュレーションＷＧ： 

 2030 年時点での再生可能エネルギー（再エネ）導入率目標を加味した公平性・透明性の高い需

給シミュレーションシステムについては、電気事業者等の電気事業に係わる企業、電力系統運用

技術に関わる有識者・大学・研究機関等による、再エネ大量導入時の電力系統の計画・運用・制

御における技術課題への対応の考え方の検討、および電力系統解析理論の基礎研究などで広く活

用いただくべく、電力会社、電力広域的運営推進機関、主要発電事業者、大学や研究機関に提供

する。また、技術啓発書の形で成果を取り纏め、同システムの活用方法などについて委託事業者

主体で支援を実施していく。 

 また、再エネ議論における電力需給の解析・評価の透明性・信頼性を高めることを目的に、国

内外の関連学会での情報発信や関連プロジェクトでの活用を通して、電力需給の解析・評価技術

の標準化を推進していく。 

さらに、実際の電力需給を担う東京電力パワーグリッドや、今回の事業で委員会や他ＷＧで関

係している電力会社においては、需給シミュレーションシステムで評価するランプ予測技術・出

力変動制御技術・出力予測や調整電源の最適運用手法等に係る基本的な考え方を参考にして、将

来の電力系統における最適な設備形成や運用手法に取り組んでいく。 

 

実証ＷＧ： 

 本実証試験におけるシステム構成、試験法案、検証結果などの研究開発成果については成果報

告書の形で一般公開し、他の一般電気事業者へも本実証試験の実施主体である東京電力パワーグ

リッドと東京電力ホールディングスが主体的に成果を共有し、大量再生可能エネルギー導入時の

需給計画と運用ノウハウを活用できるようにする。 

 また、事業終了後は開発した実証システムを基本として標準化を図るべく高品質・低価格に向

けた開発を継続し、一般電気事業者に向けた受注活動を行う。並行して多機種の風力発電設備、

太陽光発電設備、蓄エネルギー設備および内燃発電設備等との組合せが可能となるよう、開発を

進めるとともに、海外の老朽化が進んでいる内燃機関発電機による電力供給地域や、未電化地域

を対象に、再生可能エネルギー、蓄エネルギーを組み合わせ、経済的で電力品質も十分なベスト

ミックスになる電力設備形成・運用を実現する事業やコンサルティング業務事業へも展開する。

事業終了後５年以内には出力予測システムやセキュリティ対策を強化した標準システムを開発し、

体制面の強化含めた受注活動を推進する。 



 

 

 

（添付資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト基本計画 
 

  



1 
 

                

「電力系統出力変動対応技術研究開発事業」基本計画 

 

 

スマートコミュニティ部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

① 政策的な重要性 

今後のエネルギー政策として、再生可能エネルギーの最大限の導入を進め、で

きる限り原子力発電の依存度を低減させることが政府の目標として掲げられて

いる。 

また、平成 26 年 4 月 11 日に閣議決定された「エネルギー基本計画」には、再

生可能エネルギーの導入を最大限加速させるとともに、系統強化、規制の合理化、

低コスト化等の研究開発を着実に進めることが記載されている。 

再生可能エネルギーの導入を最大限加速させるという政府目標を達成するた

めにも、再生可能エネルギー、特に風力発電を大量に電力系統に連系した際に、

発生することが予想される電力品質や系統運用上の技術的な課題を明らかにし、

課題解決策を短期および中長期に分けて確実に実施していくことが必要である。 

 

② 我が国の状況 

風力発電の連系可能量に余裕がない地域では、風況が良く風力発電の適地で

あるにも係わらず、系統連系が出来ない状況となっている。風力発電などの変

動電源を大量に電力系統に導入するためには、系統強化や蓄エネルギー設備の

併設が必要となるが、いずれの対策も高コストもしくは長期の対策期間が必要

となり、最終的に国民負担の増大に繋がる。それを回避するためには、現状の

設備を最大限活用し、追加コストを最小化するための方策を検討しなければな

らない。 

 

③ 世界の取組状況 

再生可能エネルギーの導入拡大が進んでいる海外では、予測技術を活用するこ

とで効率的な需給運用を指向している。 

例えば、イベリア半島に位置するスペインでは、再生可能エネルギーの導入量

に対して、隣国との系統連系容量が不足していることもあり、系統運用者である

Red Eléctrica de España（REE）社が再生可能エネルギーの予測・抑制等を専門

に司る「再生可能エネルギーコントロールセンター（CECRE：Centro de Control 

para el Regimen Especial）」を設立し、需給運用計画の精度向上、効率的な調

P14018 
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整力の活用等に取り組んでいるが、制度面からの検討と平行して、再生可能エネ

ルギーの大きな出力変動を精度良く予測することは重要なテーマのひとつとな

っている。 

 

④ 本事業のねらい 

天候によって出力が変動する風力発電や太陽光発電は、大量に電力系統に連

系された場合、大きな出力変動によって電力の安定供給に悪影響を及ぼす可能

性がある。そのため、風力発電の出力変動を予測するなどの電力系統の安定運

用に資する技術開発を行うとともに、需給運用面の課題を実際の電力系統にて

実証することが必要である。NEDO は、平成 17 年度～19 年度に実施した「風力

発電電力系統安定化等技術開発」で、ウィンドファーム発電出力予測モデルと

電力系統制御エリア発電出力予測モデルを開発し、一定の成果を上げている。

一方で、風力発電をはじめとする再生可能エネルギーを最大限電力系統に連系

することを目的とした研究開発は現状では行っておらず、喫緊に取り組むべき

課題である。 

本事業では、電力の需給運用に影響を与える風力発電の急激な出力変動（以

下、ランプ）に着目し、再生可能エネルギーの予測技術や出力の変動を抑制す

る出力制御技術を高度化させ、予測と出力制御を踏まえた需給運用の基本的な

手法を確立する。 

以上の取り組みによって、出力が不安定な変動電源から、出力を予測・制

御・運用することが可能な変動電源に改善することで、再生可能エネルギーの

連系拡大を目指す。 

 

（２）研究開発の目標 

① アウトプット目標 

・研究開発項目(Ⅰ)「風力発電予測･制御高度化」 

【最終目標】（平成 30 年度） 

風力発電の大量導入を実現するために必要となる、系統運用者のランプに対応

する適正な調整力確保を目的に、ランプ現象の要因分析に基づくランプ予測技術

を確立する。 

また、風力発電の出力変動緩和による電力系統への影響の最小化、予測誤差の

補正による風力発電の計画発電を目的に、予測技術を活用しコストミニマムとな

る最適な制御分担に基づいた風車制御技術と蓄エネルギー制御技術（以下、出力

変動制御技術）を確立する。 

風力発電のランプ予測技術では、火力発電の起動に必要となる約 6時間先以降

に発生する風力発電定格出力のエリア合計値に対する 30％以上の出力変動（継

続時間 6時間以内）をランプ現象と定義し、現行の予測モデルよりも予測精度を

向上させ、大外しの最大振れ誤差を 20％以上低減させる。 



3 
 

なお、電力の需給運用に影響を与える出力変動は、風力発電が連系する系統容

量及び電源構成によって異なる。国内では、電力の需給運用に影響を与えるほど、

風力発電設備が連系されていないことから、一義的に数値目標を定めるものの、

モニタリング結果や解析結果を踏まえて、上記開発目標を適宜見直すことも検討

する。 

 

【中間目標】（平成 28 年度） 

風力発電のランプ予測技術では、風力発電の出力データおよび気象データのモ

ニタリングによるランプ現象の要因分析を行い、複数のアプローチからランプ予

測モデルを開発する。 

出力変動制御技術では、実用化のコスト比較を踏まえ選定した蓄エネルギー技

術および風車制御技術の実証設備を設計し、風力発電設備内を中心に構築する。 

モニタリング結果やランプ現象の要因分析、ベンチマークテストから得られる

課題を踏まえ、ランプ予測技術の開発目標および出力変動制御技術に求める制御

目標を確定させる。 

 

・研究開発項目(Ⅱ)「予測技術系統運用シミュレーション」 

【最終目標】（平成 30 年度） 

風力発電のランプ予測技術と出力変動制御技術に加え、再生可能エネルギーの

出力予測や調整電源の最適運用手法等を総合的に組み合わせた需給シミュレー

ションシステムを開発し、再生可能エネルギーを最大限導入するための技術的課

題とその課題解決策等を明らかにする。 

また、需給シミュレーションシステム開発で得られた課題解決のための考え方

を、実際の電力系統を使って検証する。 

 

【中間目標】（平成 28 年度） 

需給シミュレーションシステムでの実施内容と設計方針を確定し、再生可能エ

ネルギーの出力予測や出力抑制を反映した需給シミュレーションシステムのプ

ロトタイプを開発する。 

また、実際の電力系統を使った検証地点を選定し、再生可能エネルギーの出力

予測や出力制御、既存電源との制御を総合的に組み合わせたシステム構築のため

の検討を行い、実証試験に必要な設備・システムの構築を完了させる。 

 

・研究開発項目(Ⅲ)「再生可能エネルギー連系拡大対策高度化」 

【最終目標】（平成 30 年度） 

平成２７年１月２６日に再生可能エネルギー特別措置法施行規則の一部を改

正する省令が施行されたことで、系統連系される再生可能エネルギーの年間の出

力制御は年間の出力制御は、風力発電が 720 時間、太陽光発電が 360 時間、接続
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可能量が超過した際の指定電気事業者制度下では無制限となった。事業者にとっ

ては、出力制御時間よりも出力制御量が事業運営に大きく影響を与えるため、出

力制御は出力に応じて行われることが望ましい。そこで、出力予測と出力把握の

高度化を行い、実際の電力系統を使って検証しながら事業者間の制御量を事業者

の出力比率に応じて決定する出力制御手法を開発する。 

 

【中間目標】（平成 28 年度） 

大規模発電から小規模発電まで、全ての発電設備を含めた、風力発電と太陽光

発電の遠隔出力制御システムの標準化を実施する。 

また、遠隔出力制御システムの実証試験に必要な設備・システムの構築を完了

させる。 

 

② アウトカム目標 

最小の出力変動への対応で、最大の再生可能エネルギーを受け入れることがで

きる電力系統の姿を需給シミュレーションシステムによって示すことで、政府が

掲げる 2030 年における再生可能エネルギーの大量導入の実現を目標とする。 

 

③ アウトカム目標達成にむけての取り組み 

再生可能エネルギーの導入拡大に向けた本成果の普及に向け、出力予測技術と

出力変動制御技術を風力発電設備の系統連系要件化、需給シミュレーションシス

テムや遠隔出力制御システムの実用化に向けて開発成果を公開する。 

  

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計

画に基づき研究開発を実施する。 

 

【委託事業】 

・研究開発項目(Ⅰ) 「風力発電予測･制御高度化」 

・研究開発項目(Ⅱ) 「予測技術系統運用シミュレーション」 

・研究開発項目(Ⅲ) 「再生可能エネルギー連系拡大対策高度化」 

本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対し

て、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する研究開

発であり、委託事業として実施する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、NEDO が、単独ないし複数の企業、大学等の研究機関（原則、国

内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業等の特別な研究開発能力、
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研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携が必要

な場合はこの限りではない）から公募によって研究開発実施者を選定し実施する。  

なお、各実施者の研究開発能力を最大限に活用し、効率的かつ効果的に研究開

発を推進する観点から、必要に応じて、NEDO は第三者である外部専門家をアドバ

イザーとして選定し、各実施者は客観的立場からの技術的助言を受けそれぞれの

研究テーマについて研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO は、経済産業省及び研究開発

実施者と密接な関係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な

運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて外部有識者による技術検討委員

会等を設置し、開発内容について審議し、その意見を運営管理に反映させる。 

 

① 研究開発の進捗把握・管理 

NEDO は、研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。ま

た、外部有識者で構成する技術検討会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目

標達成の見通しを常に把握することに努める。 

 

② 技術分野における動向の把握・分析 

NEDO は、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政

策動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、

調査等を効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

・研究開発項目(Ⅰ) 「風力発電予測･制御高度化」と研究開発項目(Ⅱ) 「予測

技術系統運用シミュレーション」  

  平成 26 年度から平成 30 年度までの 5年間とする。  

・研究開発項目(Ⅲ) 「再生可能エネルギー連系拡大対策高度化」  

  平成 27 年度から平成 30 年度までの 4年間とする 

  

４．評価に関する事項 

NEDO は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技

術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、プロジェクト評価を実施す

る。評価の時期は、中間評価を平成 28 年度（項目Ⅲは除く）、事後評価を平成 31

年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じ研究開発の加速・縮小・

中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る

技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜

見直すものとする。 
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５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果については NEDO、委託先とも普及に努めるもの

とする。 

 

② 標準化施策等との連携 

得られた研究開発の成果については、標準化等との連携を図るためデータベー

スへのデータ提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

 

③ 知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条

の規定等に基づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

NEDO は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研

究開発動向、政策動向、評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗

状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見

直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

法」第１５条第１号イに基づき実施する。 

 

６．改訂履歴 

（１）平成２６年３月、基本計画制定。 

（２）平成２７年３月、研究開発項目(Ⅲ)「再生可能エネルギー連系拡大対策高度化」

を追加。 

（３）平成２８年３月、研究開発項目(Ⅲ)「再生可能エネルギー連系拡大対策高度化」

に太陽光発電に係る記述を追加。NEDOの法人形態の変更を反映。 

 

 

 



（別紙）研究開発計画 

研究開発項目（Ⅰ）「風力発電予測･制御高度化」 

 

 

１．研究開発の必要性 

風力発電は、電力需要が少ない夜間にも出力変動が発生するため、大量に電力

系統に連系された場合、電力の安定供給に悪影響を及ぼす可能性がある。 

政府が目標として掲げている風力発電の大量導入を実現するためには、ランプ

に対する予測技術を高度化し、出力予測に対する誤差の補正と出力変動緩和を目

的とした出力変動制御技術の組み合わせによって計画発電が可能な電源を目指す

必要がある。 

 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）風力発電および気象モニタリングシステムの構築 

国内で電力系統に連系している一定規模の風力発電設備を対象に、ランプ現象

の発生要因の解析を目的として、発電出力および気象データをモニタリングする

システムを構築する。また、過去の発電出力データ、気象データも可能な限り収集

する。 

モニタリング項目およびサンプリング周期については、ランプ現象の解析や予

測など目的を明確化し、研究開発後の実用化も考慮した設計とする。 

 

（２）ランプ予測技術の開発 

現行の予測モデルにおけるランプ予測の問題点を明確にするため、ベンチマー

クテストを実施するとともに、モニタリング結果から、ランプ現象をパターン化

し発生要因をそれぞれ解析する。また海外では、複数の予測モデルを使用するこ

とで予測精度を向上させていることから、気象や風況、統計などさまざまなアプ

ローチからランプ予測モデルを開発する。開発した複数のランプ予測モデルの検

証試験を行い、予測の信頼性を評価しモデルを改良することで、実際の需給運用

においても利用可能な予測精度を達成する。 

 

（３）出力変動制御技術の開発 

再生可能エネルギーの大量導入を実現するためには、系統側の出力変動対策だ

けではなく、発電側も出力変動対策に取り組む必要がある。予測技術を活用した

蓄エネルギー制御技術や風車ピッチ角の先行制御、複数ウィンドファームの協調

制御など、実用化コストを踏まえた風車制御技術と蓄エネルギー制御技術を開発

する。最小の出力変動緩和によって電力系統への影響を低減させるとともに、予

測誤差を補正することで再生可能エネルギーの計画発電を目指す。 



３．達成目標 

 

【中間目標】（平成 28年度） 

風力発電のランプ予測技術では、風力発電の出力データおよび気象データのモ

ニタリングによるランプ現象の要因分析を行い、複数のアプローチからランプ予

測モデルを開発する。 

出力変動制御技術では、実用化のコスト比較を踏まえ選定した蓄エネルギー技

術および風車制御技術の実証設備を設計し、風力発電設備内を中心に構築する。 

モニタリング結果やランプ現象の要因分析、ベンチマークテストから得られる

課題を踏まえ、ランプ予測技術の開発目標および出力変動制御技術に求める制御

目標を確定させる。 

 

【最終目標】（平成 30年度） 

風力発電の大量導入を実現するために必要となる、系統運用者のランプに対応

する適正な調整力確保を目的に、ランプ現象の要因分析に基づくランプ予測技術

を確立する。 

また、風力発電の出力変動緩和による電力系統への影響の最小化、予測誤差の補

正による風力発電の計画発電を目的に、予測技術を活用しコストミニマムとなる

最適な制御分担に基づいた出力変動制御技術を確立する。 

風力発電のランプ予測技術では、火力発電の起動に必要となる約 6 時間先以降

に発生する風力発電定格出力のエリア合計値に対する 30％以上の出力変動（継続

時間 6時間以内）をランプ現象と定義し、現行の予測モデルよりも予測精度を向上

させ、大外しの最大振れ誤差を 20％以上低減させる。 

なお、電力の需給運用に影響を与える出力変動は、風力発電が連系する系統容量

及び電源構成によって異なる。国内では、電力の需給運用に影響を与えるほど、風

力発電設備が連系されていないことから、一義的に数値目標を定めるものの、モニ

タリング結果や解析結果を踏まえて、上記開発目標を適宜見直すことも検討する。 

  



研究開発項目（Ⅱ）「予測技術系統運用シミュレーション」 

 

 

１．研究開発の必要性 

NEDO では、これまで再生可能エネルギーの大量導入実現に向け、様々な事業を

推進し、風力発電機や太陽電池等の個々の高性能化等を進めてきた。東日本大震

災以降、原子力発電への依存度低下、再生可能エネルギーの導入拡大が急がれる

中で、再生可能エネルギーを最大限電力系統に連系するためには、風力発電など

再生可能エネルギーの特性を踏まえて、電力系統運用上の課題などソフト面から

の課題を解決することが重要であり、実際の電力系統を使って事前に解決策を検

証しておく必要がある。 

 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）再生可能エネルギー連系拡大に向けた需給シミュレーションシステムの開発 

再生可能エネルギーが電力系統に大量導入された 2030年頃を見据え、余剰電力

の発生、周波数調整力の不足等の技術的課題とその課題解決策を明らかにする必

要がある。再生可能エネルギーの連系可能性を検討するために、研究開発項目（Ⅰ）

で開発した風力発電のランプ予測技術と出力変動制御技術に加え、先行のプロジ

ェクトの成果である太陽光発電出力予測や蓄電池等を活用した系統安定化技術、

調整電源・蓄エネルギーの最適な運用手法等によって、連系制約が生じている地

域での需給シミュレーションや多地域連系系統の需給シミュレーションが可能と

なるシステムを開発する。 

 

（２）電力系統における運用実証試験 

需給シミュレーションで得られた、再生可能エネルギーの連系拡大を実現する

最適な運用手法の効果を確認するため、既存の設備等も有効活用しながら、現在

一部系統において顕在化しはじめている周波数変動対策や余剰電力対策のみなら

ず、風力の大幅な導入拡大を見据えたランプ対策として、実際の電力系統におい

て実証試験を行う。 

実証試験によって、電力の安定供給を維持しつつ、社会コストミニマムで最大

限の再生可能エネルギーの連系が可能となる新たな電力システムの基礎を確立す

るとともに、ここで得られた成果を需給シミュレーションシステムにフィードバ

ックする。 

 

 

 

 



３．達成目標 

 

【中間目標】（平成 28年度） 

需給シミュレーションシステムでの実施内容と設計方針を確定し、再生可能エ

ネルギーの出力予測や出力抑制を反映した需給シミュレーションシステムのプロ

トタイプを開発する。 

また、実際の電力系統を使った検証地点を選定し、再生可能エネルギーの出力予

測や出力制御と既存電源との制御を総合的に組み合わせたシステム構築のための

検討を行い、実証試験に必要な設備・システムの構築を完了させる。 

 

【最終目標】（平成 30年度） 

風力発電のランプ予測技術と出力変動制御技術に加え、再生可能エネルギーの出

力予測や調整電源の最適運用手法等を総合的に組み合わせた需給シミュレーショ

ンシステムを開発し、再生可能エネルギーを最大限導入するための技術的課題とそ

の課題解決策等を明らかにする。 

また、需給シミュレーションシステム開発で得られた課題解決のための考え方を、

実際の電力系統を使って検証する。 

  



研究開発項目（Ⅲ）「再生可能エネルギー連系拡大対策高度化」 

 

 

１．研究開発の必要性 

再生可能エネルギーの最大限導入に向けた固定価格買取制度の運用見直しによ

って、今後新たに電力系統に連系する風力発電設備と太陽光発電設備については、

遠隔出力制御システムの導入が義務付けられた。 

出力制御対象は、風力発電については 20kW以上、太陽光発電については地域に

より差異はあるが 10kW未満の小規模設備となったが、遠隔出力制御システムは規

格標準化されておらず、また指定電気事業者制度が適用された場合には、風力発

電は 20kW未満の設備も対象となり風力発電では年間 720時間、太陽光発電では年

間 360 時間を超えた無補償の出力制御を受ける可能性がある。そのため、低コス

トでの遠隔出力制御システムの開発と出力制御量が最小化となる制御手法の開発

が必要となっている。 

 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）風力発電の遠隔出力制御システムに関する研究 

一般電気事業者の供給エリア内にある大規模風力発電設備や小形風力発電設備

など、様々な風力発電設備に対して、通信回線による出力制御が可能な遠隔出力

制御システムを構築する。 

遠隔出力制御システムについては、他の再生可能エネルギーにも適用可能とな

るよう、通信規格の統一や発電事業者側の設備の標準化を行い、発電事業者間の

出力制御量が公平となる制御手法の技術開発を行う。 

 

（２）太陽光発電の遠隔出力制御システムに関する研究 

中央給電指令所等において、域内に分散設置される太陽光発電設備の発電出力

を把握し、これを踏まえた出力制御の指令を行うための機器及び発電出力のマネ

ジメントシステムの構築を目的とした実証事業を行う。 

電力系統に連系している発電事業者に出力制御機能付きパワーコンディショナ

―（ＰＣＳ）を設置し、双方向と片方向双方の通信方式による実効性の検証を中心

に行い、エネルギーマネジメントシステムや蓄エネルギーとの連動などを踏まえ

た需給制御手法の開発と実証、自端制御機能を具備したＰＣＳ機能の高度化開発

も行う。 

 

 

 

 



３．達成目標 

【中間目標】（平成 28年度） 

大規模発電から小規模発電まで、全ての発電設備を含めた、風力発電と太陽光発

電の遠隔出力制御システムの標準化を実施する。 

また、遠隔出力制御システムの実証試験に必要な設備・システムの構築を完了さ

せる。 

 

【最終目標】（平成 30年度） 

平成２７年１月２６日に再生可能エネルギー特別措置法施行規則の一部を改正す

る省令が施行されたことで、系統連系される再生可能エネルギーの年間の出力制御

は、風力発電が 720 時間、太陽光発電が 360 時間、接続可能量が超過した際の指定

電気事業者制度下では無制限となった。事業者にとっては、出力制御時間よりも出

力制御量が事業運営に大きく影響を与えるため、出力制御は出力に応じて行われる

ことが望ましい。そこで、出力予測と出力把握の高度化を行い、実際の電力系統を

使って検証しながら事業者間の制御量を事業者の出力比率に応じて決定する出力制

御手法を開発する。 

 



 

 

 

（添付資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前評価関連資料 

（事前評価、パブリックコメント募集の結果） 
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事前評価書 

作成日 平成２６年２月１２日 

1.プロジェクト名 電力系統出力変動対応技術研究開発事業 

2.推進部署名 新エネルギー部 

3.プロジェクト概要（予定） 

(1)概要 

1)背景 

平成23年3月11日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発

電所事故を受けて、我が国のエネルギー政策は根本から見直しされることと

なり、再生可能エネルギーに対する国民の期待はこれまでにないほど高まっ

ている。 

平成24年7月から施行された再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度

がインセンティブとなり、1年間で350万kWを超える再生可能エネルギー発電

が導入され一定の政策効果が得られている。一方で、導入された設備の大半

は太陽光発電であり、風力発電の設備導入量は7万kW未満、設備認定量は約80

万kWとなっている。 

風力発電は、大量導入時による平滑化効果によって、一定のベース電源と

なる可能性があり、発電コストも他の再生可能エネルギーと比較して安価で、

ＬＮＧや石油火力発電とも遜色ない発電コストとなることが見込まれてい

る。そのため、経済性を考慮しつつ、再生可能エネルギーを導入拡大するた

めには、風力発電の適切な導入が必須となる。 

2)目的 

 天候によって出力が変動する風力発電や太陽光発電は、大量に電力系統に

連系された場合、大きな出力変動によって電力の安定供給に悪影響を及ぼす

可能性がある。 

 本事業では、電力の需給運用に影響を与える風力発電の急激な出力変動（以

下、ランプ）に着目し、ランプ予測技術、風車制御技術や蓄エネルギー制御

技術（以下、出力変動制御技術）を確立する。また、再生可能エネルギーが

電力系統に大量導入された 2030 年頃を見据え、余剰電力の発生、周波数調整

力の不足等の技術的課題とその課題解決策を明らかにするために、ランプ予

測技術や出力変動制御技術を考慮した需給シミュレーションシステムを開発

し、実際の電力系統によって課題解決策の検証を行う。 

これらの技術開発によって、出力が不安定な変動電源から、出力を予測・

制御・運用することが可能な変動電源に改善することで、再生可能エネルギ

ーの連系拡大を目指す。 
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3)実施内容 

 上記目的のために、以下の研究開発項目を実施する。 

・研究開発項目① 風力発電予測･制御高度化 

 国内で系統連系している一定規模の風力発電設備を対象に、ランプ現象の

発生要因の解析を目的として、発電出力および気象データのモニタリングを

行い、さまざまなアプローチからランプ予測技術を開発する。併せて、最小

の出力変動緩和による電力系統への影響低減、予測誤差の補正を目的として

ランプ予測技術を活用した出力変動制御技術を開発する。 

・研究開発項目② 予測技術系統運用シミュレーション 

上記①で開発した風力発電のランプ予測技術と出力変動制御技術に加え、

太陽光発電出力予測や調整電源の最適運用手法等を総合的に組み合せた需給

シミュレーションシステムを開発し、再生可能エネルギーの連系拡大に向け

た技術的課題とその課題解決策を明らかにする。また、需給シミュレーショ

ンシステムで得られた課題解決策の効果を確認するため、実際の電力系統に

おける実証試験を行うことで、安定な電力供給を維持しつつ再生可能エネル

ギーを最大限受け入れることが可能な電力系統の構築の基礎を確立する。 

(2)規模 総事業費（需給）190 億円（委託） 

(3)期間 平成 26 年度～30 年度（5年間） 

4.評価内容 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性について 

 1)ＮＥＤＯプロジェクトとしての妥当性 

平成22年10月に経済産業省が策定した「エネルギー基本計画」の中で、再

生可能エネルギーの導入に当たっては、再生可能エネルギーが大量に電力系

統へ接続されると、余剰電力の発生や周波数変動等の系統安定上の問題が生

じる可能性があると記載されている。 

この問題が風力発電設備の連系拡大の大きな足かせとなっており、政府の

掲げる最大限の導入が未達になることに加え、風力発電産業全体の停滞を招

くリスクがある。 

政府目標の下、風力発電の連系拡大に寄与する本事業の実施に当たっては、

多くの風力発電事業者と一般電気事業者の協力や公的機関の関与が必要であ

ることから、政策実施機関かつ中立的な立場であるNEDOが本事業に取り組む

ことは妥当と考えられる。 

2)目的の妥当性 

将来、風力発電などの変動電源を大量に電力系統に導入するためには、系

統強化や蓄エネルギー設備の併設が必要となってくるが、いずれの対策も高

コストもしくは長期の設置期間が必要となり、最終的に国民負担の増大に繋
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がる。それを回避するためには、現状の設備を最大限活用する方法を検討し、

追加コストを最小化するための方策を検討しなければならない。系統強化を

前提としない対策として、電力の需給運用に大きな影響を与えるランプを予

測する技術を開発し、予測技術を活用した需給シミュレーションシステムの

構築と実際の電力系統による実証試験を行い、その適用可能性を検証するこ

とは、中期的視点からみても適切かつ、必要な取り組みであり、その目的に

は妥当性がある。 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性についての総合的評価 

本事業は、電力の需給運用に影響を与える風力発電の急激な出力変動に着目

し、不安定な電源である風力発電が系統へ与える影響を抑制するランプ予測技

術や出力変動制御技術を確立する。また、再生可能エネルギーの大量導入によ

る技術的課題と課題解決策を明らかにする需給シミュレーションシステムを開

発し、実際の電力系統によって課題解決策の検証を行う。これらの技術開発に

よって、出力が不安定な変動電源から、出力を予測・制御・運用することが可

能な変動電源に改善することで、再生可能エネルギーの連系拡大を目指すもの

であることから、本事業の位置付け・必要性は妥当と考えられる。 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについて 

 1)成果目標の妥当性 

・研究開発項目① 風力発電予測･制御高度化 

 火力発電の起動に必要となる約 6 時間先以降に発生する、風力発電定格出

力のエリア合計値に対する 30％以上の出力変動をランプ現象と定義し、現行

の予測モデルよりも精度を向上させるとともに、大外しの最大振れ誤差を

20％以上低減させる。 

なお、電力の需給運用に影響を与える出力変動は、風力発電が連系する系

統容量および電源構成によって異なる。国内では、電力の需給運用に影響を

与えるほど、風力発電設備が連系されていないことから、一義的に数値目標

を定めるものの、モニタリング結果や解析結果を踏まえて、中間評価時点ま

でには上記開発目標を適宜見直すことも検討する。また、開発した予測モデ

ルの検証結果を踏まえ、出力変動制御に求める制御目標についても中間評価

時点までに設定する。 

・研究開発項目② 予測技術系統運用シミュレーション 

 再生可能エネルギーの出力変動特性を把握し、出力予測や出力制御を考慮

した需給シミュレーションシステムを開発し、実際の電力系統において実証

試験を行うことは、国内において初の取り組みである。 

以上の内容でプロジェクトを推進することにより、定量的な評価、判断の

議論が可能であり、成果目標としては妥当である。 
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2)実施計画の想定と妥当性 

・研究開発項目① 風力発電予測･制御高度化 

 ランプ予測技術では、2年目までに、ランプ現象のモニタリングシステムを

構築し、現象の要因分析を行う。モニタリングと過去の発電実績データから

ランプ予測技術を3年目までに開発する。 

 出力変動制御技術の開発として、2年目までにスペック検討・システム策定

を行い、3年目以降から実証試験を実施する。 

 開発したランプ予測技術や出力変動制御技術は、「研究開発項目②予測技術

系統運用シミュレーション」に活用することから、可能な限りスケジュール

の前倒しを行う。 

・研究開発項目② 予測技術系統運用適用シミュレーション 

 上記で開発したランプ予測技術および出力変動制御技術を用いて、再生可

能エネルギーの導入拡大に向けた需給シミュレーションおよび実際の電力系

統による実証試験を行うため、需給シミュレーションシステムおよび実証試

験の環境整備を3年目までに実施する。 

 また、3年目以降は、ランプ予測技術および出力変動制御技術を需給シミュ

レーションシステムおよび実証試験設備に取り込むことで、再生可能エネル

ギーの大量導入による技術的課題と課題解決策を明らかにする需給シミュレ

ーションシステムを開発する。 

 上記スケジュールに合わせ、初年度から4年目までは40億円、最終年度は30

億円を予算として計上を予定しており、目標の着実な達成という観点で妥当

と考えられる。 

3)評価実施の想定と妥当性 

技術的及び政策的観点から研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による評価を予定

している。時期については、中間評価を平成28年度、事後評価を平成31年度

とし、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等

に応じて、適宜見直すものとする。 

以上のことから、評価の観点及び方法、実施時期は妥当である。 

4)実施体制の想定と妥当性 

現在、電力系統分野に関して日本を代表する大学等の研究者とともに、風

力発電出力予測事業者や一般電気事業者の参加により、産学が一体となった

体制が見込まれる。 

5)実用化・事業化戦略の想定と妥当性 

研究開発成果については、再生可能エネルギーの導入拡大に向けて、成果

報告書やガイドブックなどを通して幅広く公開することで、様々な事業者が
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実用化・事業化することを想定している。 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについての総合的評価 

本事業の目的、実施計画、予算ともに、現在おかれている風力発電の系統連

系の現状を念頭に置いた取り組みとして適当と考えられる。また、想定する実

施体制、成果の活用についても、本事業の実施する背景を十分反映している。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについて 

 1)プロジェクト終了後における成果の実用化・事業化可能性 

出力予測技術と出力変動制御技術を風力発電設備の系統連系要件とし、需

給シミュレーションシステムを実際の需給運用で実用化することを想定して

いる。 

2)成果の波及効果 

大学の研究機関を中心に事業を実施することで、風力発電のランプ予測技

術および出力変動制御技術、需給シミュレーションに関するノウハウと知見

の習得に関して、人材育成に貢献できる。 

風力発電を主とした再生可能エネルギーの連系拡大によって、当該関連メ

ーカ、施工業者等の幅広い業界への波及効果と市場拡大が期待できる。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについての総合的評価 

事業終了後の道筋も明確になっており、実用化・事業化が十分に期待される。 
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「電力系統出力変動対応技術研究開発事業基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 
 

平成２６年３月２８日 
NEDO 

新エネルギー部 

 

NEDO POSTにおいて標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

 

１．  パブリックコメント募集期間 

平成26年2月27日～平成26年3月12日 

２． パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計０件 

 

以上 

 

 

 

様式３ 



 

 

 

（添付資料） 
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【特許】 

 無し 

 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

１ 
Yoshito 

Hirata 

東京 

大学 

Time series prediction 

for power grid systems: 

confidence and 

credibility 

577. WE-Heraeus 

Seminar on Health, 

Energy & Extreme 

Events in a Changing 

Climate 

有 2014/12/6-9 

２ 
平田祥人， 

合原一幸 

東京 

大学 

再生可能エネルギー出力予

測：予測が大きく外れる時 
電気学会全国大会 無 2015/3/24-26 

３ 
原 亮一， 

北 裕幸 

北海道 

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 

電気学会全国大会 無 2015/3/24-26 

４ 横山明彦 
東京 

大学 

再生可能エネルギー発電の

出力予測を考慮した揚水発

電機と蓄電池の最適運用に

関する研究 

電気学会全国大会 無 2015/3/25 

５ 
加藤丈佳 

他 

名古屋

大学 

風力・太陽光発電大量導入

時の東日本エリアにおける

残余電力負荷変動特性に関

する一検討 

電気学会高電圧／新エネ

ルギ－・環境 合同研究

会 

有 2015/5/7 

６ 
Yoshito 

Hirata 

東京 

大学 

Time series prediction 

for renewable energy 

resources 

SIAM Conference on 

Applications of 

Dynamical Systems 

無 2015/5/17-21 

７ 

Y.Takahashi, 

Y. Fujimoto, 

Y.Hayashi 

早稲田

大学 

Interval Forecasting for 

Wind Power Generation 

Based on Random Forests 

The International 

Conference on 

Electrical Engineering 

有 2015/7/5-9 

８ 

伊藤 雅一，藤

本 悠，光岡 

正隆，石井 英

雄，林 泰弘 

早稲田

大学 

連系要件の違いによる蓄エ

ネルギー装置の所要出力・

時間容量の検討 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
有 2015/8/25 

９ 濱本篤志 
北海道

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討―リアルタ

イム制御手法の提案 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
有 2015/8/25 

１０ 
高橋由佳，藤

本悠，林泰弘 

早稲田

大学 

ランプ検知を目的としたエ

リア風力発電量予測に関す

る検討 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
有 2015/8/25-27 

１１ 

大庭雅道、 

野原大輔、 

門倉真二 

電力中

央研究

所 

風力ランプ発生時における

総観場の気候学的解析と確

率的予測手法の開発 

第 23 回 地球環境シンポ

ジウム（土木学会） 
有 2015/9/2-4 

１２ 濱本篤志 
北海道

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 

平成 27 年度電気学会電

力技術・電力系統技術合

同研究会，PE-15-125，

PSE-15-147 

有 2015/9/18 

１３ 
加藤央之,  

永野良紀 

日本 

大学 

寿都における風の急変動現

象 

日本地理学会 2015 年秋

季学術大会 
有 2015/9/18-20 

１４ 

C.Urabe, T. 

Saitou, K. 

Kataoka, K. 

Ogimoto 

東京 

大学 

Case Study of Sequential 

Wind Power Cut-out 

Occurrences in Japan 

14th Wind Integration 

Workshop 
有 2015/10/20-22 
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番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

１５ 

D.Nohara,  

M. Ohba,  

S. Kadokura, 

H. Hirakuchi 

電力中

央研究

所 

Probabilistic Prediction 

of Wind Speed Ramp 

Events using a Regional 

Ensemble Method 

14th Wind Integration 

Workshop 
有 2015/10/20-22 

１６ 

大庭雅道、 

野原大輔、 

門倉真二 

電力中

央研究

所 

風力ランプ現象発生時にお

ける気象場の解析と確率的

予測手法の開発 

日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28-30 

１７ 
畔上泰彦,  

日下博幸 

筑波 

大学 

風力発電のための風速変動

の地域特性研究 
日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28-30 

１８ 
小笠原範光 

他 

日本気

象協会 

風力発電出力の急変現象の

要因分析 
日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28-30 

１９ 

吉田健二、 

奥村智哉、 

早﨑宣之 

伊藤忠

ﾃ ｸ ﾉ ｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

風力発電出力予測へのアナ

ログアンサンブル手法の適

用 

日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28-30 

２０ 

門倉真二、 

野原大輔、 

大庭雅道、 

他 

電力中

央研究

所 

風力発電出力予測の高度化

―再生可能エネルギー大量

導入時の電力需給運用に向

けて― 

日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28-30 

２１ 

野原大輔、田

村英寿、門倉

真二、大庭雅

道、平口博丸 

電力中

央研究

所 

領域アンサンブル予測を用

いた再生可能エネルギー発

電出力量予測の信頼性情報 

日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28-30 

２２ 
永野良紀、 

加藤央之 

日本 

大学 

北海道における風速の急変

動現象 
日本気象学会秋季大会 有 2015/10/28 

２３ 
加藤央之、  

永野良紀 

日本 

大学 

風力発電の急変動現象に関

する風の予測 
日本気象学会秋季大会 有 2015/10/30 

２４ 

Y.Hirata, 

T.Takeuchi, 

S.Horai,  

H. Suzuki, 

and K.Aihara 

東京 

大学 

Parsimonious description 

for predicting high-

dimensional dynamics 

Scientific Reports, 

Vol. 5, Article No. 

15736 (2015) 

有 2015/10/29 

２５ 濱本篤志 
北海道

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 ―WF 容量

が制御結果へ与える影響の

評価― 

電気・情報関係学会 北

海道支部連合大会 
有 2015/11/7 

２６ 平瀬貴之 
北海道

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 -計画発電

の基礎検討- 

電気・情報関係学会 北

海道支部連合大会 
有 2015/11/7 

２７ 原亮一 
北海道

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

の等価蓄電池容量 

電気・情報関係学会 北

海道支部連合大会 
有 2015/11/7 

２８ 

M. Ohba,   

D. Nohara, 

S. Kadokura 

電力中

央研究

所 

Climatological 

attribution of wind ramp 

events and their 

probabilistic forecast 

based on self-organizing 

maps 

EWEA 有 2015/11/17-20 

２９ 

Y. Nojima, H. 

Fujio, N. 

Nishio, C. 

Arakawa, M. 

Iida 

東京 

大学 

The influence of yaw 

misalignment on wind 

measurement using 

nacelle-mounted LiDAR 

EWEA 有 2015/11/17-20 

３０ 
高橋由佳，藤

本悠，林泰弘 

早稲田

大学 

ランダムフォレストに基づ

く風力発電のランプアラー

ト手法の検討 

情報論的学習理論と機械

学習研究会(IBIS2015) 
有 2015/11/25-27 
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３１ 

Yoshito 

Hirata, 

Hideyuki 

Suzuki, 

Kazuyuki 

Aihara 

東京 

大学 

Barycentric coordinates 

revisited: relaxation 

with linear programming 

and its evaluations 

2015 International 

Symposium on Nonlinear 

Theory and its 

Applications 

(NOLTA2015) 

有 2015/12/1-4 

３２ 東京電力 
東京 

電力 

電力系統出力変動対応技術

研究開発事業 

1.1 需給シミュレーション

システムの開発 

1.2 電力系統における運用

実証試験 

電気評論（電気評論社） 無 2016/1 

３３ 
高山聡志、 

石亀篤司 

大阪府

立大学 

蓄電池を用いた風力発電の

計画発電に関する基礎検討 

電力系統技術研究会 

「電力系統における蓄電

池利用・制御技術」 

有 2016/1/27 

３４ 

Wataru Ukita, 

Akihiko 

Yokoyama 

東京 

大学 

Optimal Weekly Operation 

Scheduling of Pumped 

Storage Hydro Power 

Plant and Storage 

Battery in a Power 

System with a Large 

Penetration of Renewable 

Energy 

電気学会研究会（タイ・

バンコク） 
有 2016/3/11 

３５ 

Y. Takahashi, 

Y. Fujimoto, 

and Y. Hayashi 

早稲田

大学 

Prediction of Wind Power 

Output for Alerting Ramp 

Events 

10th International 

Renewable Energy 

Storage Conference 

有 2016/3/15-17 

３６ 
吉田健二 

他 

伊藤忠

ﾃ ｸ ﾉ ｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

他 

風力発電出力の翌日予測に

おける最大変化量の予測精

度検証 

電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

３７ 
奥村智哉 

他 

伊藤忠

ﾃ ｸ ﾉ ｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

他 

風力発電出力予測のベンチ

マークテストにおけるラン

プ予測精度検証 

電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

３８ 
平田祥人 

他 

東京 

大学 

再生可能エネルギー出力の

確率予測：無限の履歴を保

持可能な逐次時系列予測 

電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

３９ 
占部 千由 

他 

東京 

大学 

風力発電出力の短周期変動

解析 
電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

４０ 

吉田 孝太郎 

高山 聡志， 

石亀 篤司 

大阪府

立大学 

蓄電池容量を考慮した風力

発電出力の変動抑制制御に

関する基礎検討 

電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

４１ 

平瀬 貴之 

原 亮一 

北 裕幸 

北海道

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 -計画発電

の年間シミュレーション- 

電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

４２ 

伊藤 雅一， 

藤本 悠， 

光岡 正隆， 

石井 英雄， 

林 泰弘 

早稲田

大学 

蓄エネルギー装置の出力事

前制御による風力発電出力

変動緩和のための所要容量

削減効果に関する基礎検討 

電気学会全国大会 無 2016/3/16-18 

４３ 

Ohba, M., D. 

Nohara and S. 

Kadokura 

電力中

央研究

所 

Impacts of Synoptic  

Circulation Patterns on 

Wind Power Ramp Events 

in East Japan 

Renewable energy 

(Journal - Elsevier), 

96, 591-602 

有 2016 



 

特許論文等リスト-4 
 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

４４ 

M. Ohba, D. 

Nohara and S. 

Kadokura 

電力中

央研究

所 

Climatological 

attribution of wind 

power ramp events in 

East Japan and their 

probabilistic forecast 

based on multi-model 

ensembles downscaled by 

analog ensemble using 

self-organizing maps 

EGU（欧州地球科学連

合） 2016 総会 
有 2016/4/17-22 

４５ 平田 祥人 
東京 

大学 

非線形時系列解析：時系列

予測の不確実性 

第 60 回システム制御情

報学会研究発表講演会 

(SCI’16) ※招待講演 

無 2016/5/25-27 

４６ 
Y.Hirata and 

K.Aihara 

東京 

大学 

Predicting ramps by 

integrating different 

sorts of information 

European Physical 

Journal Special Topics 

(Vol. 225, No. 3, pp. 

513-525 (2016)) 

有 2016/5/25 

４７ 

M.Ito,  

Y. Fujimoto, 

M. Mitsuoka, 

H. Ishii, 

Y. Hayashi 

早稲田

大学 

Control Methods for an 

Energy Storage System 

when a Wind Power Output 

Deviate Grid Code 

ICEE（沖縄） 有 2016/7/3-7 

４８ 

吉田孝太郎、 

根岸信太郎、 

高山聡志、 

石亀篤司 

大阪府

立大学 

蓄電池を用いた WF の発電

計画値平滑化に関する基礎

検討 

新エネルギー・環境/高

電圧合同研究会 
有 2016/7/12-13 

４９ 

石川志保、 

岩渕和則、 

高橋圭二、 

原亮一、 

北裕幸 

北海道 

大学 

建設後 15 年を経過した家

畜ふん尿処理用バイオガス

プラントのエネルギー評価 

2016 年度農業施設学会大

会 
無 2016/8/29-31 

５０ 早﨑宣之 

伊藤忠

ﾃ ｸ ﾉ ｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

風力発電出力予測技術の開

発・利用の動向 

電気学会 電子情報シス

テム部門大会 
有 2016/8/31-9/2 

５１ 
吉田健二 

他 

伊藤忠

ﾃ ｸ ﾉ ｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

他 

北海道・東北エリアにおけ

る風力発電出力のランプ現

象の要因分析 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５２ 

伊藤雅一、 

藤本悠、 

光岡正隆、 

石井英雄、 

林泰弘 

早稲田

大学 

風力発電の変動緩和におけ

る予測値の粒度が蓄エネル

ギー装置の出力事前制御に

与える影響の基礎検討 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５３ 

占部 千由、  

斉藤 哲夫、 

片岡 和人、 

池上 貴志、 

荻本 和彦 

東京 

大学 

風力発電出力の短周期変動

抑制制御 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５４ 
横山明彦 

他 

東京 

大学他 

需給シミュレータ開発の狙

い・コンセプト 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５５ 
田辺隆也 

他 

電力中

央研究

所他 

供給信頼度評価と需給運用

計画に関する解析手法の概

要 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５６ 
天野博之 

他 

電力中

央研究

所他 

平常時の周波数・連系線潮

流変動スクリーニング・シ

ミュレーション 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 
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５７ 
小林義明 

他 

東光高

岳他 

需給シミュレータ構築の概

要 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５８ 
宇喜多航、 

横山明彦 

東京 

大学 

再エネ発電出力予測誤差を

考慮した供給信頼度とコス

ト評価 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

５９ 
前田直人 

他 

東京電

力 PG

他 

シミュレーション・シナリ

オの狙いと概要 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６０ 
馬場旬平 

他 

東京大

学他 

新島での実証試験における

狙いと概要 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６１ 
桃谷辰也 

他 

日本気

象協会

他 

離島における再生可能エネ

ルギー発電出力予測の活用

検討 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６２ 
江口智雄 

他 

東光高

岳他 

統合制御システムの開発状

況 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６３ 
山下光司 

他 

電力中

央研究

所他 

内燃力発電機のガバナモデ

ルの作成手順と精度検証手

順 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６４ 
安田斉史 

他 

東京電

力 PG

他 

内燃力発電機の周波数変動

抑制能力の分類方法の提案 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６５ 

平瀬貴之、 

原亮一、 

北裕幸 

北海道 

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 ―計画発

電の年間シミュレーション

― 

電気学会 電力・エネル

ギー部門大会 
無 2016/9/7-9 

６６ 
宇喜多航、 

横山明彦 

東京 

大学 

再生可能エネルギー電源が

大量導入された二地域の電

力系統における電力貯蔵装

置の最適週間運用計画に関

する一考察 

電気学会 電力技術/電力

系統技術合同研究会 
有 2016/9/20-21 

６７ 

平瀬 貴之、 

原亮一、 

北裕幸、 

石川志保 

北海道 

大学 

HP/BG 併用熱供給システム

による風力発電出力ランプ

変動抑制の検討 -計画発電

の検討― 

電気学会 電力技術/電力

系統技術合同研究会 
有 2016/9/20-21 

６８ 

吉田 孝太郎、 

根岸 信太郎、 

高山 聡志、 

石亀 篤司 

大阪府

立大学 

蓄電池容量低減を目的とす

る WF の発電計画コマ間変

動緩和に関する基礎検討 

電気学会 電力技術/電力

系統技術合同研究会 
無 2016/9/20-21 

６９ 

石川志保、 

岩渕和則， 

高橋圭二、 

鈴木崇司、 

原亮一、 

北裕幸、 

干場信司 

北海道 

大学 

家畜ふん尿管理用バイオガ

スプラントにおける運用上

の課題 

第 27 回廃棄物資源循環

学会研究発表会 
有 2016/9/27-29 

７０ 
永野良紀、 

加藤央之 

日本 

大学 

北海道留萌における風速の

急変動現象 

日本地理学会 2016 年秋

季学術大会 
有 2016/9/30-10/2 

７１ 

加藤央之、 

永野良紀 

他 

日本 

大学 

他 

風力発電の急変動現象に関

する風の予測（2）平均風

速とランプの確率予測 

日本気象学会 2016 年度

秋季大会 
有 2016/10/26-28 

７２ 

永松慎平、 

桃谷辰也、 

前田剛宏、 

久野勇太、 

岡田牧 

日本気

象協会 

新島における再生可能エネ

ルギー発電出力予測の検討 

日本気象学会 2016 年度

秋季大会 
有 2016/10/26-28 
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７３ 北海道電力 
北海道 

電力 

北海道における再生可能エ

ネルギーの導入状況と今後

の取り組み 

電気設備学会論文誌 11

月号 
有 2016/11 

 

【外部発表】 

(a) 学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ Y.Umahashi 東京電力 

Tepco’s Efforts for 

Integration of Renewable 

Energy 

IEC SC8A: Grid 

integration of 

Large-capacity 

Renewable Energy 

Generation 

2014/9/15-16 

２ 岡本浩 東京電力 
国内におけるＤＲ技術の現状と

将来 

電気新聞 電力シス

テム改革セミナー 
2014/9/19  

３ 武部俊郎 東京電力 
TEPCO’s initiatives for 

“Smart Grid” 
CICED（中国） 2014/9/23  

４ 山口博 東京電力 

“Smart Grid” Key to 

realize a futuristic 

infrastructure 

CEPSI(韓国) 2014/9/29  

５ 岡本浩 東京電力 
スマート社会実現に向けた東京

電力の取組み 

日経スマートシティ

コンソーシアム 2014 
2014/10/10 

６ A. Yokoyama 東京大学 

Optimal Weekly Operation 

Scheduling on Pumped Storage 

Hydro Power Plant and 

Storage Battery Considering 

Reserve Margin with a Large 

Penetration of Renewable 

Energy 

2014 International 

Conference on Power 

System Technology 

(POWERCON 2014) 

2014/10/20-22 

７ 
藤本悠， 

林泰弘 
早稲田大学 

高次元説明変数に基づく風力発

電ランプ予測に関する基礎検討 

第 17 回情報論的学習

理論ワークショップ 
2014/11/18 

８ 岩本伸一 早稲田大学 

再生可能エネルギーの最新動向

と NEDO 電力系統出力変動対応

技術研究開発事業の取り組み 

東光高岳製品展示会 2014/11/19 

９ 
Shuichi 

ASHIDATE 
東京電力 

Renewable Energy Integration 

to Power Systems  -National 

Projects in Japan- 

The 6th World 

Conference on 

Photovoltaic Energy 

Conversion (WCPEC-

6) 

2014/11/23-27 

１０ 池ノ内岳彦 東京電力 
東京電力におけるスマートグ

リッド構築に向けた取り組み 
EMC 環境フォーラム 2014/12/4  

１１ 難波雅之 東京電力 

東京電力株式会社パワーグリッ

ド・カンパニーの ICT 活用への

取組み 

電力技術懇談会講演

会 
2014/12/9  

１２ 池ノ内岳彦 東京電力 
東京電力におけるスマートグ

リッドへの取り組み 

日 本 ナ レ ッ ジセ ン

ターセミナー 
2015/2/12  

１３ 
藤本悠， 

林泰弘 
早稲田大学 

ランプ対策を目的としたウィン

ドファーム発電量予測に関する

検討 

第 7回データ工学と

情報マネジメントに

関するフォーラム 

2015/3/2 

１４ 炭田義尚 NEDO 

Trend of Renewable Energies 

in Japan and an Introduction 

of a NEDO Project for R&D on 

Wind Power Connection Issues 

2015 Korea-Japan 

Symposium on Power 

Systems Technology 

2015/3/16 
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１５ 蘆立修一 東京電力 
次世代ネットワークプロジェク

トの取組概要 

日本太陽エネルギー

学会 
2015/3/27 

１６ 大石 峰士 東京電力 

東京電力パワーグリッド・カン

パニーの事業戦略～2015 年度の

具体的展開～ 

環境＆エネルギー戦

略特別セミナー 
2015/4/21  

１７ 福田 寿 

伊藤忠ﾃｸ

ﾉｿﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

Connected Services 

Initiatives as a Smart 

Energy Enabler Integrating 

the PI System and Value-

Added Capabilities 

OSI User Conference 2015/4/28 

１８ 
Shuichi 

Ashidate 
東京電力 

Introduction of Renewabe 

Energy -National Projects in 

Japan- 

CIGRE Japan Day 2015/5/7 

１９ 
Akihiko 

YOKOYAMA 
東京大学 

R&D Projects for Massive 

Integration of Renewable 

Energy into Grid in Japan 

2015 IERE-CRIEPI 

Tokyo Workshop 
2015/5/20 

２０ 大石 峰士 東京電力 

東京電力(株)パワーグリッド・

カンパニー2015 年度の事業戦略

と重点課題 

BINET 戦略セミナー 2015/5/20 

２１ 岩田章裕 NEDO 
再生可能エネルギーの最新動向

と NEDO の取り組み 
電力技術懇談会 2015/06/24 

２２ 占部千由 東京大学 
風力発電大量導入に向けたウィ

ンドファームの出力制御 

第 16 回風力エネル

ギ ー 利 用 総 合セ ミ

ナー 

2015/6/25-26 

２３ 武部 俊郎 東京電力 

東京電力（株）新たな競争環境

におけるﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ・ｶﾝﾊﾟﾆｰの

使命と改革戦略 

ＪＰＩ特別セミナー 2015/8/7  

２４ 大庭雅道 
電力中央

研究所 

再生可能エネルギー変動予測の

ための気候解析とその確率予報

への応用 

国立研究開発法人海

洋研究開発機構 大

気海洋セミナー 

2015/8/31 

２５ 

M.Ito,  

Y. Fujimoto, 

M.Mitsuoka, 

H. Ishii, 

Y. Hayashi 

早稲田 

大学 

Power and Hour Capacity 

Requirement for an Energy 

Storage from Grid Codes 

IEEE Asia Pacific 

PETC 2015 
2015/11/18 

２６ 早﨑宣之 

伊藤忠ﾃｸ

ﾉｿﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

自然変動電源の 出力予測技術

の現状と課題 

テクノバシンポジウ

ム 
2015/11/18 

２７ 炭田義尚 NEDO 

Trend of Renewable Energies 

in Japan and an Introduction 

of a NEDO Project for R&D on 

Wind Power Connection Issues 

ERC workshop & 

seminar 
2015/11/25 

２８ 早﨑宣之 

伊藤忠ﾃｸ

ﾉｿﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

自然変動電源の出力予測技術の

現状と風力発電出力予測への取

り組み 

第 22 回 CEE シンポジ

ウム（東京大学エネ

ルギー工学連携研究

センター） 

2015/12/2 

２９ 青柳福雄 東光高岳 
Power System Simulation with 

the Forecast Technology 

平成 27 年度二国間ク

レジット取得等イン

フラ整備調査事業

（ＭＲＶ等に関する

人材育成）フィリピ

ン受入研修事業 

2016/1/27 

３０ 大石 峰士 東京電力 
東京電力パワーグリッドカンパ

ニー2016 年の重点取り組み課題 
ＪＰＩ特別セミナー 2016/2/2 

３１ 吉川信明 NEDO 
再生可能エネルギーの導入拡大

に向けた NEDO の取り組み 

電 気 有 効 活 用セ ミ

ナー 
2016/2/5 
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３２ 
Shuichi 

Ashidate 
東京電力 

Opportunities and Challenges 

for Smart Grid in Japan 

ISGAN Public 

Workshop 
2016/3/8 

３３ 早﨑宣之 

伊藤忠ﾃｸ

ﾉｿﾘｭｰｼｮﾝ

ｽﾞ 

Maintaining Grid Stability 

while Integrating Variable 

Renewable Energy Sources in 

Eastern Japan monitored by 

the PI Infrastructure 

- National R&D Project in 

Japan - 

OSI USERS 

CONFERENCE 2016 
2016/4/6 

３４ 横山明彦 東京大学 
再生可能エネルギー大量導入時

代の最適需給運用計画技術 

第２３回 ＣＥＥシン

ポジウム 
2016/8/9 

注）【論文】欄の発表分は上記に含まない 

 

(b)新聞・雑誌等への掲載  

番号 所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 早稲田大学 
「電力系統出力変動対応技術研究

開発事業」の実施について 
Web 2014/6/12  

２ 東京電力 
「電力系統出力変動対応技術研究

開発事業」の実施について 
Web 2014/6/12 

３ 東光高岳 
「電力系統出力変動対応技術研究

開発事業」の実施について 
Web 2014/6/12 

４ 伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 
「電力系統出力変動対応技術研究

開発事業」に参加 
Web 2014/6/12 

５ 北海道電力 

家畜系バイオマス発電に係る研究

開発の実施について ～地域に根

ざしたエネルギーの拡大に向けて

～ 

Web 2014/6/12 

６ 
NRI セキュアテクノロ

ジーズ 

NEDO 実施の「電力系統出力変動対

応技術研究開発事業」に参加 
Web 2014/6/12 

７ 早稲田大学 

長寿命で信頼性・環境性に優れる

「断熱圧縮空気蓄電システム」の

開発に着手 

Web 2015/6/19 

８ 
エネルギー総合工学研

究所 

長寿命で信頼性・環境性に優れる

「断熱圧縮空気蓄電システム」の

開発に着手:風力発電の導入拡大

へ向けた実証実験がスタート 

Web 2015/6/19 

９ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

早稲田大など、信頼性・環境性に

優れる「断熱圧縮空気蓄電システ

ム」開発に着手 

環境展望台 web 2015/6/19 

１０ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

「断熱圧縮空気蓄電システム」の

開発について 

神戸新聞、日刊工業

新 聞 、 日 経 産業 新

聞、日刊産業新聞、

鉄鋼新聞、化学工業

日報 

2015/6/20 

１１ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

「断熱圧縮空気蓄電システム」の

開発について 

電気新聞、日本経済

新聞 
2015/6/22 

１２ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

「断熱圧縮空気蓄電システム」の

開発について 
電波新聞 2015/6/22 



 

特許論文等リスト-9 
 

番号 所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１３ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

電力を「空気」でためる蓄電シス

テム、風力発電の出力変動の吸収

に活用へ 

ITmedia ス マ ー ト

ジャパン web 
2015/6/22 

１４ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

「断熱圧縮空気蓄電システム」の

開発について 
日刊建設産業新聞 2015/6/24 

１５ 伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 
IT の力で再生可能エネルギーを増

やす 
Web 2015/11/18 

１６ 東京電力他 「ＮＥＤＯ事業紹介」他について 
新島村村長・村議会

議員公開実証ＷＧ 
2015/12/18 

１７ 東京電力他 
「電力系統出力変動対応技術研究

開発事業」について 
東京七島新聞 2016/2/8  

１８ 東光高岳 
統合ＥＭＳの知見活用へ 新島で

実証 海外展開など視野に 
電気新聞 2016/2/23 

１９ 実証ＷＧ事務局 

「電力系統出力変動対応技術研究

開発事業」第５回実証ＷＧ会議 

について 

広報にいじま２月号 2016/2 

２０ 
早稲田大学、エネル

ギー総合工学研究所 

圧縮空気蓄電システム「空圧電

池」 風力発電の出力変動抑制 
Sankei Biz web 2016/2/29 

２１ 北海道電力 
再生可能エネルギー ～家畜系バ

イオマス発電～ 
北海道電力 Facebook 2016/6/7 

２２ 伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ こだわり eco パーソン 日経産業新聞 2016/7/11 

２３ 北海道電力 
家畜系バイオマス発電に係る研究

開発の実施について 
Web 2016/7/19 

２４ 
エネルギー総合工学研

究所 

「圧縮空気」で蓄エネ来年度実証

へ 
電気新聞 2016/9/8 

 

(c)その他 （展示会） 

番

号 
主催者 展示会名 場所 開催年月日 

１ NEDO 再生可能エネルギー世界展示会 東京ビッグサイト 2014/07/30-08/01 

２ 東光高岳 製品展示会 東京交通会館 2014/11/19 

３ NEDO NEDO FORUM 東京国際フォーラム 2015/02/12-13 

４ 東光高岳 国際電気自動車シンポジウム 韓国 2015/5/3-6 

５ NEDO 再生可能エネルギー世界展示会 東京ビッグサイト 2015/07/29-31 

６ 東光高岳 電力自由化エキスポ 東京ビッグサイト 2015/9/2-4  

７ NEDO 成果報告会 パシフィコ横浜 2015/10/30 

８ 東光高岳 製品展示会 東京交通会館 2015/11/17-18 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 

 
 



平成２８年１０月１８日

「電力系統出力変動対応技術研究開発
事業／（Ⅰ）風力発電予測・制御高度化
（Ⅱ）予測技術系統運用シミュレーション」

（中間評価）

NEDO

（平成２６年度～平成３０年度 ５年間）

スマートコミュニティ部

プロジェクトの概要 （公開）

資料６－１

発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化に向けた
取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥
当性

(1)成果の実用化に向けた戦略
(2)成果の実用化に向けた具体的
取り組み

(3)成果の実用化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研
究開発成果の意義

(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取
り組み

1

評価軸の中項目 ポイント

・政策的な重要性、状況
・NEDO関与の意義
・実施の効果

・事業の目標
・事業の計画内容
・実施体制
・進捗把握・管理
・マネジメントの妥当性
・成果の普及
・知的財産権の帰属
・情勢変化への対応

・実用化に向けての見通しと
取り組み

・事業全体の評価
・研究開発項目毎の成果
・成果の普及



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

政策的な重要性

■エネルギー基本計画 （平成26年4月11日に閣議決定）

・エネルギー政策として再生可能エネルギーを最大限導入

・送電線網の整備に加えて周波数変動等の対策が必要

・開発規模によって経済性を確保できる風力・地熱発電の導入課題の
解決を急ぐ

■長期エネルギー需給見通し （平成27年7月16日に決定）

・2030年までに再生可能エネルギーの導入率： 22～24%

再生可能エネルギーの導入を最大限加速させるという政府目標を達成する
ためにも、再生可能エネルギー、特に風力発電や太陽光発電など天候によ
り出力が変動する変動電源を大量に電力系統に連系した際に、発生するこ
とが予想される電力品質や系統運用上の技術的な課題を明らかにし、課題
解決策を短期および中長期に分けて確実に実施していくことが必要。 2

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

関係調査会とプロジェクト

■総合資源エネルギー調査会

・省エネルギー・新エネルギー分科会

新エネルギー小委員会 （系統ワーキンググループ）

・基本政策分科会

長期エネルギー需給見通し小委員会

■エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス (ERAB) (*)

■改革2020プロジェクト (首相官邸、内閣府) (**)

・分散型エネルギーの活用によるエネルギー・環境課題の解決

革新的エネルギーマネジメントシステムの確立

（気象観測・予測データの活用による安定的な電力供給）

3
(*) http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment.html#energy_resource
(**) http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/skkkaigi/dai22/siryou1-4.pdf



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

国内外の研究開発動向と比較

■我が国の状況

変動電源を大量に電力系統に導入するためには、系統強化や蓄エネル
ギー設備の併設が必要となるが、いずれの対策も高コストもしくは長期の対
策期間が必要となり、最終的に国民負担の増大に繋がる。これを回避する
ためには、現状の設備を最大限活用し、追加コストを最小化するための方策
を検討しなければならない。

■海外での取り組み状況

再生可能エネルギーの導入拡大が進んでいる海外では、出力予測技術を
活用することで効率的な需給運用を指向している。例えば、スペインでは、
再生可能エネルギーの導入量に対して、隣国との系統連系容量が不足して
いることもあり、系統運用者REE社が再生可能エネルギーの予測・抑制等を
専門に司る「再生可能エネルギーコントロールセンター」を設立し、需給運用
計画の精度向上、効率的な調整力の活用等に取り組んでいる。

4

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

本事業のねらい

天候によって出力が変動する風力発電や太陽光発電は、大量に電力系統

に連系された場合、大きな出力変動によって電力の安定供給に影響を及ぼ

す可能性がある。

NEDOは平成17年度～19年度に「風力発電電力系統安定化等技術開発」
で、ウィンドファーム発電出力予測モデルと電力系統制御エリア発電出力予

測モデルを開発したが、風力発電をはじめとする再生可能エネルギーを最

大限電力系統に連系することを目的とした研究開発は現状では行っておら

ず、喫緊に取り組むべき課題である。

5



１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

本事業のねらい

本事業では、電力の需給運用に影響を与える風力発電の急激な出力変動

（以下、ランプ）に着目し、再生可能エネルギーの予測技術や出力の変動を

抑制する出力制御技術を高度化させ（研究開発項目Ⅰ）、予測と出力制御

を踏まえた需給運用の基本的な手法を確立する（研究開発項目Ⅱ）。

以上の取り組みによって、出力が不安定な変動電源から、出力を「予測」・
「制御」し、適切に「運用」することが可能な電源に改善することで、再生可能
エネルギーの連系拡大を目指す。 6

7

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

✓長期エネルギー需給見通しにある2030年での再生可能エネルギー導入率22～

24%の達成に向けて必要不可欠の基礎技術である。（社会的必要性：大）

✓電力会社、製造業者、大学を含む研究開発機関が連携して取り組む必要がある。

✓産学連携体制での本事業を確実に遂行するためには、国プロとしてＮＥＤＯが課題

解決に向けてプロジェクトをマネジメントすることが必要。

ＮＥＤＯがもつこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業

本事業：

変動電源により発生する余剰電力、周波数調整力不足等の技術的課題とその課
題解決策を明らかにするために、出力予測技術と変動緩和技術の高度化（研究開
発項目Ⅰ）、ならびに需給シミュレーションシステムを開発し、実際の電力系統に
よって課題解決策の検証を行う（研究開発項目Ⅱ）。

ＮＥＤＯは、長く送電・配電と幅広く技術開発を行っており、国が推進する再生可能エ
ネルギー導入に向けて、全体的な進捗を踏まえた実施者間の調整等、効率的なマネ
ジメントを実施するとともに、電力系統全体の最適化を考えた取り組みが可能。



① 変動電源の計画発電化による電力系統への影響を最小化

再生可能エネルギーの出力予測技術と蓄エネルギーを組み合わせ

た出力制御技術の開発により、変動電源を限りなく計画電源に近づけ

ることで、電圧、周波数問題の改善に加え、地域から広域に及ぶ運用

面での懸念を最小化し、接続可能量以上の更なる連系拡大を目指す。

② 最適な系統運用と設備形成の支援

再生可能エネルギーが大量導入された2030年頃の多地域電力系
統の需給シミュレーションモデルの開発により、火力の焚き減らしなど

コストミニマムとなる最適な制御分担による需給運用と地域を跨いだ広

域における設備形成支援に活用可能となる。

8

◆実施の効果

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

本事業を通して22～24%の再生可能エネルギー導入に向けた電力
系統面からの基盤技術を構築し、定量的な評価と課題を整理する。

研究開発項目(Ⅰ) 「風力発電予測･制御高度化」

【中間目標】（平成28年度）
風力発電のランプ予測技術では、風力発電の出力データおよび気象

データのモニタリングによるランプ(*)現象の要因分析を行い、複数のア
プローチからランプ予測モデルを開発する。

出力変動制御技術では、実用化のコスト比較を踏まえ選定した蓄エ

ネルギー技術および風車制御技術の実証設備を設計し、風力発電設

備内を中心に構築する。

モニタリング結果やランプ現象の要因分析、ベンチマークテストから

得られる課題を踏まえ、ランプ予測技術の開発目標および出力変動制

御技術に求める制御目標を確定させる。

9

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

(*)ランプ： 急激な変化を意味する



研究開発項目(Ⅰ) 「風力発電予測･制御高度化」

【最終目標】（平成30年度）
系統運用者のランプ現象に対応する適正な調整力確保を目的に、ラ

ンプ現象の要因分析に基づくランプ予測技術を確立する。また、風力

発電の出力変動緩和による電力系統への影響の最小化、予測誤差の

補正による風力発電の計画発電を目的に、予測技術を活用しコストミ

ニマムとなる最適な制御分担に基づいた風車制御技術と蓄エネルギー

制御技術（出力変動制御技術）を確立する。

風力発電のランプ予測技術では、火力発電の起動に必要となる約6
時間先以降に発生する風力発電定格出力のエリア合計値に対する

30％以上の出力変動（継続時間6時間以内）をランプ現象と定義し、現
行の予測モデルよりも予測精度を向上させ、大外しの最大振れ誤差を

20％以上低減させる。
10

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

研究開発項目(Ⅱ) 「予測技術系統運用シミュレーション」

【中間目標】（平成28年度）
需給シミュレーションシステムでの実施内容と設計方針を確定し、再

生可能エネルギーの出力予測や出力抑制を反映した需給シミュレー

ションシステムのプロトタイプを開発する。

また、実際の電力系統を使った検証地点を選定し、再生可能エネル

ギーの出力予測や出力制御、既存電源との制御を総合的に組み合わ

せたシステム構築のための検討を行い、実証試験に必要な設備・シス

テムの構築を完了させる。

11

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性



研究開発項目(Ⅱ) 「予測技術系統運用シミュレーション」

【最終目標】（平成30年度）
風力発電のランプ予測技術と出力変動制御技術に加え、再生可能エ

ネルギーの出力予測や調整電源の最適運用手法等を総合的に組み

合わせた需給シミュレーションシステムを開発し、再生可能エネルギー

を最大限導入するための技術的課題とその課題解決策等を明らかに

する。

また、需給シミュレーションシステム開発で得られた課題解決のため

の考え方を、実際の電力系統を使って検証する。

12

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

13

◆研究開発目標と根拠

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

研究開発項目と担当ＷＧ 研究開発目標 根拠

研究開発項目(Ⅰ)
「風力発電予測・制御高度化」
担当（予測とＷＦ内外制御）：
ランプ予測技術開発ＷＧ

[中間目標]
ランプ現象の要因分析に基づくランプ予
測モデルを開発。
[最終目標]
予測精度の向上として大外しの最大振れ
誤差を20％以上低減させたｼｽﾃﾑを開発。

海外でもランプに特化した予測精度向上につい
ての取り組みがなされているが定量的な評価や
ランプそのものの定義が無いなか、火力発電起
動時間と過去の事象解析をもとにランプの定義
を決め、過去の研究実績から目標値を設定した。

研究開発項目(Ⅰ)
「風力発電予測・制御高度化」
担当（蓄エネ制御）：
蓄エネルギー制御技術ＷＧ

[中間目標]
蓄エネルギー技術および風車制御技術
の実証設備の設計と構築を完了。
[最終目標]
予測技術を活用した最適な制御分担に
基づいた蓄エネルギー制御技術を確立。

蓄エネルギー技術の整理を行い、実証設備を含
めた制御技術の検討を外部有識者委員会によ
り実施した。実証設備の構築と検証の期間を考
慮し、実証試験を行いながら制御技術の評価を
実施する。

研究開発項目(Ⅱ)
「予測技術系統運用シミュレー
ション」
担当（シミュレーション）：
需給シミュレーションＷＧ

[中間目標]
需給シミュレーションシステムのプロトタ
イプを開発。
[最終目標]
最適運用手法等を総合的に組み合わせ
た需給シミュレーションシステムを開発。

海外類似製品のベンチマークに加え、本システ
ムの根幹を支える基本設計思想の検討に充分
な時間を満たし、中間目標年度末までにプロトタ
イプを開発することとする。実証試験の結果も踏
まえて各ＷＧでの結果を反映して改良する期間
を最終年度末までとする。

研究開発項目(Ⅱ)
「予測技術系統運用シミュレー
ション」
担当（実証試験）：
実証ＷＧ

[中間目標]
実証試験に必要な設備・システムの構築
を完了。
[最終目標]
需給シミュレーションシステム開発で得ら
れた考え方を、電力系統を使って検証。

実証サイトの選定、役所との折衝、設備の設計
と構築に３年かかるものと見据え、中間評価年
度末までに設備構築を終え、長期計画からリア
ルタイム制御までフル検証するために必要な２
年間（最終目標年度末まで）で検証を実施する。
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◆研究開発のスケジュール

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

ＷＧと上記表内項目の担当分担

ランプ予測技術開発ＷＧ： (Ⅰ)風力発電予測・制御高度化 (１),(２)
蓄エネルギー制御技術ＷＧ： (Ⅰ)風力発電予測・制御高度化 (３)
需給シミュレーションＷＧ： (Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション (１)
実証ＷＧ： (Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション (２)

15

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

予測 制御

運用

◆各ＷＧ間の相関関係

ランプ予測技術開発ＷＧで「予測」、蓄エネルギー制御技術ＷＧで
「制御」、実証ＷＧで「運用」に係る研究開発を実施し、需給シミュ
レーションシステムＷＧで開発するシステムの開発成果に各ＷＧから
の成果を反映させる。

本プロジェクトの各ＷＧの相関関係
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◆プロジェクト費用

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

（単位：億円）

研究開発項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

ランプ予測技術開発ＷＧ １４ １７ １１ ４２

蓄エネルギー制御技術ＷＧ ２ １１ ７ ２０

需給シミュレーションＷＧ ２ １ ２ ５

実証ＷＧ １３ ２２ １４ ４９

委 託 費 ３１ ５１ ３４ １１６

注）研究開発項目Ⅲ（再生可能エネルギー連系拡大対策高度化）予算は上記に不含
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◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(１)風力発電および気象モニタリングシステムの構築
東日本地域における約50か所程度の風力発電所などに観測装置などを整備し、気
象庁アメダス、ウィンドプロファイラ、民間会社の気象観測網を活用し、東日本地域の
広域気象観測網を整備することで、風力発電データの蓄積、運用を行う環境を整備
する。

モニタリングシステム構築場所案とライダーのイメージ図
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◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の開発
モニタリング装置から得られるオンラインデータと、既存の過去データを活用し、ラン
プ現象の要因分析を行い、複数のアプローチによりランプ現象の予測に適した風力
発電予測手法の高度化を図る。この技術を適用し、系統運用者が風力発電を計画発
電と見なして運用できるよう需給運用の一助となる出力予測システムを開発する。

複数アプローチによる予測手法高度化

19

◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の開発

予測システムの全体構成
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◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

蓄エネルギー制御技術ＷＧ
(Ⅰ)－(３)蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発
予測情報を活用した風力発電設備と併設される蓄エネルギー設備としてCAES、熱
変換貯蔵、蓄電池に着目し、発電出力変動緩和のための蓄エネ設備の運用制御技
術開発を行う。

熱変換貯蔵システムのイメージ

(注釈)CAES: Compressed Air Energy Storage (圧縮空気エネルギー貯蔵)
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◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

需給シミュレーションＷＧ
(Ⅱ)－(１) 再生可能エネルギーの連系拡大に向けた需給シミュレーションシス

テムの開発
2030年頃の状況を見据えた電力系統解析基盤として、再生可能エネルギーの予測
技術・制御技術、火力発電などの調整力や揚水発電・蓄電池等の電力貯蔵の運用
技術等を組み合わせた電力系統需給シミュレーションシステムを開発する。

需給シミュレーションシステムの概要

信頼度評価（設備計画）
シミュレーション

需給運用計画・信頼度評価
シミュレーション

（週間計画→１時間前計画）

周波数制御シミュレーション
（リアルタイム）

電源のユニットコミットメント、スケジューリング

実需給1時間前以降の変動については、周波数制御シ
ミュレーションでしわ取りできることを確認

Loss of Load Expectation等

必要な設備量の初期設定

確保しているLFC調整力で不足する場合は、需給計画上
の必要LFC量を増やして再計算

再エネ出力変動想定

再エネ出力予測

火力・電力貯蔵の最適運用

再エネ出力抑制

周波数制御（再エネ含む）

再エネ変動実績（ランプ）

再エネkW価値

系統面からの
信頼度評価を加味
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◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

実証ＷＧ
(Ⅱ)－(２)電力系統における運用実証試験
再生可能エネルギーを最大限受け入れつつ、電力安定供給、対策コストのミニマム
化、低炭素化を両立させるため、再生可能エネルギーの予測技術と制御・抑制、およ
び既存電源や蓄電池等の運用制御技術を総合的に組み合わせることが有効である
ことを実際の電力系統において実証する。

実証システムにおける統合制御システム(EMS)構成例

・＃1Ｇ
・＃2Ｇ
・＃3Ｇ
・＃4Ｇ
・＃5Ｇ

発電機制御盤

蓄エネSCADA機能

（蓄電池，需要ｼﾌﾄ）

再エネSCADA機能
・太陽光発電所
・風力発電所
・需要家太陽光発電

・蓄電池（需要家側設置）
・大型蓄熱槽（冷凍倉庫）
他

・大型蓄電池（系統側設置）
制御

状態監視

状態監視・制御応答

制御

状態監視

再エネ出力予測システム ・気象衛星画像、周辺モニタリング等

需要予測

統合EMS 発電機最適経済制御機能

制御

制御

状態監視

・＃1Ｇ
・＃2Ｇ
・＃3Ｇ
・＃4Ｇ
・＃5Ｇ

発電機制御盤

蓄エネSCADA機能

（蓄電池，需要ｼﾌﾄ）

再エネSCADA機能
・太陽光発電所
・風力発電所
・需要家太陽光発電

・蓄電池（需要家側設置）
・大型蓄熱槽（冷凍倉庫）
他

・大型蓄電池（系統側設置）
制御

状態監視

状態監視・制御応答

制御

状態監視

再エネ出力予測システム ・気象衛星画像、周辺モニタリング等

需要予測

統合EMS 発電機最適経済制御機能

制御

制御

状態監視
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◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

NEDO
プロジェクトリーダー
早稲田大学
岩本伸一教授

指示

協議

進捗報告会

ＰＬ、実施者
委託（事業者単位）
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２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

NEDOは経済産業省および実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を把握し、
適切な運営管理を実施。具体的には外部有識者で構成する委員会を組織し、定期的
に技術的評価を受け、目標達成の見通しを常に把握し、今後の研究内容について妥
当性・実現性の評価を行い、研究開発促進や成果の最大化を図ってきた。より具体的
には以下表に記載の通り、事業全体レベルとＷＧ単位で進捗管理を実施。

進捗確認母体 統括と主な参加者 実施回数（頻度）

進捗報告会 ＰＬ、実施者リーダークラス 4回 （年2回程度）
統合推進委員会 東大・横山教授、外部有識者、

実施事業者、METI、他
6回 （年2、3回程度）

ランプ予測技術開発ＷＧ 東大・荻本教授、事業者他 8回 （年3回程度）
蓄ｴﾈﾙｷﾞｰ制御技術ＷＧ 早大・林教授、事業者他 13回 （年3、4回程度）
需給シミュレーションＷＧ 東大・横山教授、事業者他 9回 （年3回程度）
実証ＷＧ 東大・横山教授、事業者他 6回 （年2、3回程度）
（補足）各ＷＧには事業者の他、外部有識者、外部関係事業者や関係省庁などのオブザーバーも参加
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◆動向・情勢の把握と対応

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

情勢 対応

「電気事業者による再生エネルギー電
気の調達に関する特別措置法施行規
則」がH27年1月に改正され、遠隔出力
制御システムの導入義務化及び時間
単位での抑制に関する法令改正がな
された。

実証ＷＧにおいて、需給運用試験項
目の一つに加え、それに対応する設
備を構築し、検証を行っていくこととし
た。

電力小売り自由化と同時に「計画値同
時同量制度」が平成28年4月より導入
が決定した。

蓄エネルギー制御技術ＷＧと実証Ｗ
Ｇにおいて変動緩和制御に加えて、同
制度に対応した制御についても検討
を行っていくこととした。
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２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産管理

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開

発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術

業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、すべて委託先に

帰属させることとする。（産業技術力強化法第19条（日本版バイ・ドール
条項）による）
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度

ランプ予測技術開発ＷＧ

風力発電の出力
データおよび気象
データのモニタリン
グによるランプ現象
の要因分析を行い、
複数のアプローチ
からランプ予測モデ
ルを開発する。

風力発電所のモニタ
リングシステムの構
築を概ね実施。また、
ベンチマークテストに
より現行風力発電出
力予測モデルにおけ
る問題点の抽出整理
を行い、複数のアプ
ローチによるランプ現
象の予測手法高度
化について既存デー
タを活用した予測の
プロトタイプを作成し、
評価を実施しつつ問
題点の整理と改善の
ための開発を実施中。

○

○達成、△達成見込み、☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度

蓄ｴﾈﾙｷﾞｰ制御技術ＷＧ

実用化のコスト比
較を踏まえ選定した
蓄エネルギー技術
および風車制御技
術の実証設備を設
計し、風力発電設
備内を中心に構築
する。

圧縮空気エネルギー貯
蔵、ヒートポンプとバイ
オガス発電の併用運用
による熱変換貯蔵、お
よび蓄電池を対象とし
た風力発電出力制御ア
ルゴリズムの基本モデ
ルを開発し、シミュレー
ションによる検証を実施。
また、実証設備として熱
変換貯蔵設備と、蓄電
池実証設備の構築を完
了し、圧縮空気エネル
ギー貯蔵システムは製
造を完了し、今年度内
に現地への設置と据付
調整を完了する見込み。

○

○達成、△達成見込み、☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度

需給シミュレーションＷＧ

需給シミュレーショ
ンシステムでの実
施内容と設計方針
を確定し、プロトタイ
プを開発する。

システム理論的基礎研
究として、海外の類似シ
ステム調査と解析ロジッ
クやモデルのメソッド仕
様を検討し、開発システ
ムの基本仕様を策定し
た。再エネ大量導入時
の火力発電所の燃料費
を最小にする最適週間
運用計画や再エネ出力
予測誤差を踏まえるこ
とができるよう、供給信
頼度評価、需給運用計
画、周波数制御の各機
能で構成されるシステ
ムのプロトタイプを構築
した。

○

○達成、△達成見込み、☓未達
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

研究開発項目 目標 成果 達成度

実証ＷＧ

実際の電力系統を
使った検証地点を
選定し、再生可能エ
ネルギーの出力予
測や出力制御、既
存電源との制御を
総合的に組み合わ
せたシステム構築
のための検討を行
い、実証試験に必
要な設備・システム
の構築を完了させ
る。

予測、制御、運用の組
み合せにより総合的に
コストミニマムとなる対
策を実証するための試
験項目の骨子案を作成。
また、2030年の再生可
能エネルギー大量導入
時の出力変動を模擬し
た周波数解析シミュ
レーションに基づく再エ
ネ設備および蓄エネ設
備の構築を実施し、一
部実証試験を開始した。
風力発電とEMSは今年
度内に設置完了し、シ
ステム全体として平成
29年度より実証試験を
開始できる見込み。

○

○達成、△達成見込み、☓未達
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(１)風力発電および気象モニタリングシステムの構築
平成28年度末までに48サイト（平成28年10月時点で45サイト）に計測装置を整備し、
ライダー等を用いた風況観測網を11か所に設置した。これら、モニタリングシステムか
ら得られる情報を一括管理し、データベース集積を図るシステムを構築した。

風力発電所観測装置の一例

SCADA/総発電計測装置 気象観測装置 マスト
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(１)風力発電および気象モニタリングシステムの構築

モニタリングシステムと出力予測システム構成

33

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(１)風力発電および気象モニタリングシステムの構築

モニタリングシステム閲覧画面例
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ランプ要因分析に活用した気象図と風速・風向トレンド図（一例）

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発
ランプ現象の要因分析と整理を実施し、現存システムのベンチマークテストを実施し
た。また、複数のアプローチによる分析と結果を纏めた。

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ランプ現象の要因分析（現象論的な分析）

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発

ランプアップ ランプダウン

要因 ①低気圧の接近、②冬型移行、

③冬型強化、④高気圧

①高気圧、②擾乱衰退、③冬型

緩み、④低気圧の間、⑤カット

アウト

特徴 各パターンで、ランプ発生時の

風の変化傾向が異なる。（低気

圧の接近は南風が強まりやすく、

冬型移行は風向きが北～西に

急変し、風速が急激に強まる

等。）

低気圧の接近・通過と冬型への

移行の２つで全体の約80%。

パターンにより、風速の低下傾

向に特徴がみられる。（高気圧、

冬型緩みは風速の低下傾向が

緩やかで、擾乱衰退、低気圧の

間は、風速が短い時間に大きく

変動する傾向がある。）

カットアウトを除く４つの事象で

全体の97%。 35



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ランプ現象の要因分析（統計的な分析）

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発

36

ランプアップ ランプダウン

要因 低気圧

寒冷前線

気圧の谷

大気安定層の崩壊

高気圧

冬型緩み

大気安定層の発達

カットアウト

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

ベンチマークテスト結果のMAEによる評価例

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発

37
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

CSI指標の定義と目標値

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発
要因分析とベンチマークテスト結果を踏まえ、ランプ予測システムの構築を開始し、
複数予測手法の統合を試みている。過去の気象データと出力実績データを使った現
時点の評価を実施した。ここで、予測の大外し度合いを評価するため海外でも一般
的に使われているCSI(Critical Success Index)を適用することとし、CSIによる目標改
善値を各地域で0.04～0.05向上させる事を目標とした。

CSI ＝ A／(A＋B＋C)

目標としてベンチマークCSI値から北海道エリアは0.04、東北エリアは0.05、
東京エリアは0.04分各々向上させる。（なお、CSIによる開発目標値については本事業の
最終目標である現存システムからの大外しの予測精度20%改善をCSIに置き換えた場合の数値）

39

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

CSIによる各アプローチと開発途上システムの評価結果

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

WF間出力制御手法ブロック図

ランプ予測技術開発ＷＧ
(Ⅰ)－(２)ランプ予測技術の研究開発
ＷＦ内ならびにＷＦ間の出力制御技術開発について、ＷＦ内制御としてはナセル搭
載型LIDARを適用した出力制御技術の開発を目的に設備の構築を実施し、シミュ
レーション検討を実施した。ＷＦ間制御としては複数の平均時間による移動平均フィ
ルター方式を活用した制御手法の検討を実施。

41

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

CAES特性モデル

蓄エネルギー制御技術ＷＧ
(Ⅰ)－(３)蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発
圧縮空気エネルギー貯蔵(CAES)、熱変換貯蔵、蓄電池の各蓄エネにおける出力変
動緩和制御アルゴリズムの基本モデルを構築し、シミュレーションによる確認を実施し
た。これより実証設備に実装する制御ロジックプロトタイプの開発を概ね完了した。
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

要件逸脱率（時間）の検討例

蓄エネルギー制御技術ＷＧ
(Ⅰ)－(３)蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発

（抑制３: CAES出力を超えた分を抑制、
抑制４：風車出力の上限値を制御周期毎（例えば10分）に設定）

43

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

CAES実証システムイメージ（上段）と製造中の単品装置（下段）

蓄エネルギー制御技術ＷＧ
(Ⅰ)－(３)蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発
シミュレーション研究と並行して、各蓄エネルギー技術の実証設備の建設を進めた。

CAESは現地工事を開始し、H28年度内に構築と現地調整を完了する。熱変換貯蔵、
蓄電池については設備の構築を完了し、現地調整を実施している。
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

酪農学園大学におけるヒートポンプ(HP)/バイオガス(BG)による熱変換貯蔵システム

蓄エネルギー制御技術ＷＧ
(Ⅰ)－(３)蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発

大阪府立大学における蓄電池システム（リチウムイオン）

45

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

蓄エネルギー制御技術開発における設定目標と条件

蓄エネルギー制御技術ＷＧ
(Ⅰ)－(３)蓄エネルギー技術を用いた出力変動制御技術の開発
実証設備の構築とシミュレーション研究による評価を経て、出力変動制御に求める
制御目標について検討し、従来技術をターゲットに蓄エネ容量を従来設備と比べて
25%以下(年間要件逸脱率3σ)とすることとした。実証試験により制御ロジックの高度
化を図る。

条件名 内容
目標 従来技術(*)と比較して蓄エネルギー装置の必要

容量を25%以下とする。
ユースケース 変動緩和
変動緩和要件 0.3PU/6時間 かつ 0.1PU/20分間
評価ライン 年間要件逸脱率３σ
蓄エネ技術 蓄電池

(*)NEDO風力発電電力系統安定化等技術開発(平成15～19年度)での開発技術
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

解析ロジックマップ概要

需給シミュレーションＷＧ
(Ⅱ)－(１)需給シミュレーションシステムの開発
国内外の文献などから電力需給や系統評価に係る解析ロジックの定式化・手順の
抽出・整理を行い、解析ロジックの仕様を作成した。それより、供給信頼度評価機能、
需給運用計画機能、周波数制御機能で構成されるシステムのプロトタイプを構築した。

47

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

実証ＷＧ
(Ⅱ)－(２)電力系統における運用実証試験
予測精度を高めて需給計画運用で効果的に活用するための気象観測装置の設置
をH27年度に完了し、計測を開始した。また、出力予測と信頼区間制度向上を目的に
統計データの活用方法改善に取り組んでいる。

気象観測装置配置図
（新島と近隣諸島）
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

実証ＷＧ
(Ⅱ)－(２)電力系統における運用実証試験
実証試験のシミュレーションモデルとして必要なディーゼル発電機特性のモデル化
を行い、実証試験による発電、蓄電制御の仕様を纏め、試験法案を作成した。また、
設備の構築を進め、H28年度末までに構築が完了する風力発電とＥＭＳ以外の設備
については構築が完了し、一部運用を開始した。

新島(左側)と式根島(右側)における設置設備概況

49

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

実証ＷＧ
(Ⅱ)－(２)電力系統における運用実証試験

発電所内の系統用蓄電池(1,000kWh) 大原太陽光発電所(315kW)

ヒートポンプ 小型太陽光発電所（小学校屋上）
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆各個別テーマの成果と意義

実証ＷＧ
(Ⅱ)－(２)電力系統における運用実証試験

EMSシステム構成図
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◆成果の最終目標の達成可能性

３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状
最終目標

（平成３０年度末）
達成見通し

ランプ予測技術
開発ＷＧ

モニタリングシステムの
構築とベンチマークテス
トによりランプ要因分析
と、現行の風力発電出
力予測モデルにおける
問題点整理を行い、予
測システムのプロトタイ
プを作成した。

ランプ現象の要因分析に
基づくランプ予測技術を
確立し、複数アプローチ
を統合した予測システム
を開発する。

達成可能

（現行モデルの問題
点を整理し改善検討
を行っており、目標
の精度をクリアする
モニタリングシステム
からのデータを活用
した予測技術とシス
テムを開発する。）

蓄エネルギー
制御技術ＷＧ

各蓄エネルギーを対象
とした風力発電出力制
御アルゴリズムの基本
モデルを開発し、シミュ
レーションによる検証を
実施。また、実証設備を
H28年度内に完成する。

予測技術を活用しコストミ
ニマムとなる蓄エネル
ギー制御技術を実証設
備による検証を通して確
立する。

達成可能

（基本制御モデルを
搭載した実証設備を
適用し、実証試験を
通した改良を行う事
で蓄エネルギー制御
技術を確立する。）
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◆成果の最終目標の達成可能性

３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性

研究開発項目 現状
最終目標

（平成３０年度末）
達成見通し

需給シミュレー
ションＷＧ

開発システムの基本仕
様を策定し、供給信頼
度評価、需給運用計画、
周波数制御の各機能で
構成されるシステムのプ
ロトタイプを構築した。

再生可能エネルギーの
出力予測や調整電源の
最適運用手法等を総合
的に組み合わせた需給
シミュレーションシステ
ムを開発し、再エネを最
大限導入するための技
術的課題とその課題解
決策等を明らかにする。

達成可能

（各ＷＧからのフィード
バック結果を反映しつ
つ、シミュレーションシ
ステムの改善を図り、
開発を完了する。また、
計画、運用、周波数制
御面での課題と対策を
検討整理する。）

実証ＷＧ

実証試験方案を作成。
また、風力発電機とEMS
を除く再エネおよび蓄エ
ネ設備の構築を実施し、
一部実証試験を開始し
た。

需給シミュレーションシ
ステム開発で得られた
課題解決のための考え
方を、実際の電力系統
を使って検証する。

達成可能

（H28年度末までに全
実証設備を構築し、試
験項目に従い実証試
験を通して2030年政
府目標での再エネ導
入状況における需給
運用技術を確立す
る。）

53

◆成果の普及

３．研究開発成果 （３）成果の普及

平成26年度 平成27年度 平成28年度 計

特許 ０件 ０件 ０件 ０件

論文 ４件 ３８件 ３１件 ７３件

発表・講演 １５件 １７件 ２件 ３４件

新聞・雑誌等への掲載 ６件 １４件 ４件 ２４件

展示会への出展 ３件 ５件 ― ８件

※平成２８年度１０月１８日現在注）発表・講演に論文発表分は不含。

本事業では系統運用者による需給運用技術に関する研究開発が主体であるため特
許の実績は無い。
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４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し

◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用（顧客への提供
等）が開始されることをいう。

資料４－２ 評価項目・評価基準より

55

４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し

◆成果の実用化の見込み

ランプ予測技術開発ＷＧ

今回の研究開発に携わった事業者が協力体制を構築した形で技術検討を
継続しつつ、プロジェクト終了年度から、実用化・事業化が可能な出力予測
サービスをシステムとして電力会社や発電事業者に対して提供、販売してい
く。

事業終了から５年以内に主要送配電事業者の８割にて適用されることを見
込む。具体的にはプロジェクト終了の翌年度にシステム設計・製造を終了し、
２年目～４年目にかけて国内の送変電事業者を中心とした展開を果たすこと
を目指す。国内での実績をもとに５年目より海外への展開を目指す。

再生可能エネルギーの大量導入時の需給運用における基盤技術の構築

共通目標：
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４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し

蓄エネルギー制御技術ＷＧ

本プロジェクトで開発する各蓄エネルギーを用いた再生可能エネルギーの
出力制御ロジックと実証結果については成果報告書等を通して広く公開す
る。これより蓄電池や蓄エネルギーとしてのバイオガスプラント等の導入を
検討中の再エネ事業者や電力会社に活用されることを見込むと同時に、大
学などでの更なる関連技術の高度化に向けた研究開発に寄与する。

CAESについては本実証事業を通して世界初の断熱型圧縮空気エネル
ギー貯蔵システム設備の実績ができるため、設備普及のための基盤作成
に寄与する。ヒートポンプ／バイオガス発電併用熱供給システムおよび蓄電
池における制御システムについては本プロジェクトを通してシステムと制御
技術の確立・検証結果を公開し、本事業終了時期前後を実用化開始時期
の目標としている。

◆成果の実用化の見込み
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４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し

需給シミュレーションＷＧ

2030年時点での再生可能エネルギー導入率見通しを加味した公平性・透
明性の高い需給シミュレーションシステムについては、電気事業者等の電
気事業に係わる企業、電力系統運用技術に関わる有識者・大学・研究機関
等による、再生可能エネルギー大量導入時の電力系統の計画・運用・制御
における技術課題への対応の考え方の検討、および電力系統解析理論の
基礎研究などで広く活用頂くべく、電力会社、電力広域的運営推進機関、
主要発電事業者、大学や研究機関にシステムを提供する。また、技術啓発
書の形で成果を取り纏め、同システムの活用方法などについて委託事業者
主体で支援を実施していく。また、電力需給の解析・評価技術の標準化を
推進していく。

実際の電力需給を担う東京電力パワーグリッドや、今回の事業で委員会
や他ＷＧで関係する電力会社においては、需給シミュレーションシステムで
評価する「予測」、「制御」、「運用」に係る基本的な考え方を参考に、将来の
電力系統における最適な設備形成や運用手法に取り組んでいく。

◆成果の実用化の見込み
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４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通し

実証ＷＧ

本実証試験による研究開発成果について成果報告書の形で一般公開し、
他の一般電気事業者へも本実証試験の実施者である東京電力パワーグ
リッドと東京電力ホールディングスが主体的に成果を共有し、大量再生可
能エネルギー導入時の需給計画と運用ノウハウを活用できるようにする。

事業終了後は開発した実証システムを基本として標準化を図るべく高品
質・低価格に向けた開発を継続し、一般電気事業者に向けた受注活動を行
う。並行して、海外の老朽化が進んでいる内燃機関発電機による電力供給
地域や、未電化地域を対象に、再エネと蓄エネを組み合わせ、経済的で電
力品質も十分なベストミックスになる電力設備形成・運用を実現する事業や
コンサルティング業務事業へも展開する。事業終了後５年以内には予測シ
ステムなどを強化した標準システムを開発し、体制面の強化含めた受注活
動を推進する。

◆成果の実用化の見込み
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研究評価委員会 

「電力系統出力変動対応技術研究開発事業／（I）風力発電予測・制御高度化

（II）予測技術系統運用シミュレーション」（中間評価）分科会 

議事録 

日 時：平成28年10月18日（火）10：00～16：40 

場 所：WTCコンファレンスセンター Room A（世界貿易センタービル 3階） 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長 荒川 忠一 東京大学大学院 工学系研究科 機械工学専攻 教授 

分科会長代理 杉本 完蔵 一般社団法人太陽光発電協会 幹事会 幹事 

委員 熊野 照久 明治大学 理工学部 電気電子生命学科 教授 

委員 鈴木 和夫 株式会社日立パワーソリューションズ 電源インフラ事業統括本部 

常務取締役/統括本部長 

委員 田岡 久雄 福井大学大学院 工学研究科 電気・電子工学専攻 教授 

委員 福井 伸太 東洋大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授 

委員 森西 洋平 名古屋工業大学大学院 工学研究科(ながれ領域) 教授 

＜推進部署＞ 

吉川 信明 NEDO スマートコミュニティ部 統括研究員 

炭田 義尚 NEDOスマートコミュニティ部主査 

守武 大 NEDOスマートコミュニティ部主査 

臼田 浩幸 NEDOスマートコミュニティ部主査 

近藤 あさ美 NEDOスマートコミュニティ部職員 

＜実施者※メインテーブル着席者のみ＞ 

岩本 伸一(PL) 早稲田大学 先進理工学部 電気・情報生命工学科 教授 

早﨑宣之 伊藤忠テクノソリューションズ 

蓮池 宏 エネルギー総合工学研究所

田辺 隆也 電力中央研究所 

馬橋 義美津 東京電力パワーグリッド 

今田 博己 東京電力パワーグリッド 

＜評価事務局等＞ 

西 順也 NEDO 技術戦略研究センター 研究員 

徳岡 麻比古 NEDO評価部 部長 

保坂 尚子  NEDO評価部 統括主幹 

内田 裕  NEDO評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

1．開会、資料の確認 

2．分科会の設置について 

3．分科会の公開について 

4．評価の実施方法について 

5．プロジェクトの概要説明 

5.1「事業の位置付け・必要性」「研究開発マネジメント」 

「研究開発成果」「成果の実用化に向けた取り組み及び見通し」 

5.2 質疑応答 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明 

6.1 (Ⅰ)風力発電予測・制御高度化 ランプ予測技術開発 

6.2 (Ⅰ)風力発電予測・制御高度化 蓄エネルギー制御技術開発 

6.3 (Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション 需給シミュレーションシステムWGの進捗報告 

6.4 (Ⅱ)予測技術系統運用シミュレーション 電力系統における運用実証試験 

７．全体を通しての質疑 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 

議事内容 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

・開会宣言（評価事務局）

・配布資料確認（評価事務局）

２．分科会の設置について 

・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき評価事務局より説明。

・出席者の紹介（評価事務局、推進部署）

３．分科会の公開について 

評価事務局より資料 2及び 3に基づき説明し、議題 6.「プロジェクトの詳細説明」及び議題 7「全体を

通しての質疑」を非公開とした。 

４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 

５．プロジェクトの概要説明 

（１）事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメント、研究開発成果、成果の実用化・事業化に向けた
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取り組み及び見通し 

推進部署より資料6-1に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

【荒川分科会長】  ありがとうございました。 

技術の詳細につきましては議題6で扱いますので、ここでは主に事業の位置づけであるとか必要性、

マネジメントについて議論をしたいと思います。ただいまのご説明に対しまして、皆さんからご意見、

ご質問等をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【田岡委員】  質問なんですが、まずランプ予測・制御技術なんですが、ウィンドファーム内の出力ランプ

予測で制御というのは理解できるんですが、ウィンドファーム間の制御技術というのはどのように実

証していこうとされているのか。例えばこれ、全国に地点を設けてデータをとって制御をかけていっ

ておりますが、例えば北海道電力のウィンドファームと東北電力のウィンドファームというのは連系

しようと思っても負荷が違いますし、連系容量というのは決まっておりますよね。その間で秒とか分

単位で制御をかけても、制御がほんとうに効くのかどうかがよくわかりません。それをどのように構

築、制御、実証していくのかというのを教えてください。 

 それともう一つ、蓄エネルギーにとって同じようなことなんですが、北海道でされておりますし、そ

れから大阪のほうでされております。それらの3つの蓄エネルギーシステムを統括する制御というのは

東京で行いますというふうなプランになっているんですが、これも電力会社が異なるので、それぞれ

負荷が違うのに協調して制御というのはできるのでしょうか。その実証もどういうふうな体制で行う

のかというのを教えてください。 

【炭田主査】  ありがとうございます。まずランプWGのウィンドファーム間の制御技術に関しまして、かな

りはしょった形で説明させていただきましたが、考え方としまして40ページの資料にございます。個

別のウィンドファームから実際のデータを持ってきて、電力会社の中央給電司令所や制御所経由でデ

ータを収集して、おのおの短周期、もしくは中長周期などの時間感覚、この制御の概念とはちょっと違

いますけれども、ガバナフリーですとか、LFCですとか、EDCといった時間的な考え方と類似したような

形で制御を行っていくという考え方でございますが、基本的には電力会社単位という形での制御にな

ります、ウィンドファーム間というのは。今現在まさにそうなんですけれども、東京電力さんであれば

東京電力さん管内での制御というのがウィンドファーム間の対象管轄内であって、東北電力さんは東

北電力さんという電力会社レベルになって、今現在はそういう研究開発を進めてございます。 

 2つ目の蓄エネの最終的な取りまとめをどうするのか、体制はどうなっているのかというところでご

ざいますけれども、まずCAESは、先ほど私の説明の中でご説明が漏れていましたけれども、東伊豆のほ

うで設備を構築します。そこから早稲田大学さんを中心に制御ロジックと実証のほうを進めてまいり

ますけれども、早稲田大学からも遠方で制御できるようなシステムを構築します。 

 2つ目のバイオガスプラントプラスヒートポンプは北海道の北大さんと酪農学園大学さんに設備を

置いて、実証検証を行います。 

最後の蓄電池に関しましては、大阪府立大学さんの中でやります。 

これら3つの異なる蓄エネルギー技術の一つ一つを要素技術として開発します。そもそもCAESという

ものだったり、ヒートポンププラスバイオガスという蓄エネという考え方そのものに対してまだ技術

が確立されていないという面がございまして、おのおのの要素技術を確立するというのが1点目になり

ます。それが各々の大学さんで担当されるところでございまして、最終的にロジックというのは、基本

的に考え方は、変動緩和ですとか、同時同量制御ですとか、制御ロジックの考え方を共通化できるもの

もありまして、それら全体を取りまとめておりますエネルギー総合工学研究所さんのほうでまとめて

いくという形になるんですけれども、具体的に実際に制御する場合に電力会社のエリアをまたいで制
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御を行うかといったところまでは考えておりません。まずは要素技術の確立とおのおのの共通した技

術の整理をするといったところがこの蓄エネWGでのミッションとスコープということになってござい

ます。 

【荒川分科会長】  よろしいでしょうか。 

【田岡委員】  ということは、電力会社間の制御というのはこのプロジェクトでは考えておられないとい

う。 

【炭田主査】  ええ、今現在はそういうことになっております。 

【田岡委員】  全てにわたってということですか。 

【炭田主査】  はい。 

【田岡委員】  わかりました。 

【炭田主査】  ただし、実証に関しては、今、蓄エネWGとランプWGのスコープでのウィンドファーム間制御

というところに限った話でお話ししたつもりです。ただ、先ほど田岡先生からご質問に対する回答と

して、あえて外しているというふうに捉えられたところがありますけれども、シミュレーションWGが

担当しているシミュレーションの構築においてと、実証WGが担当しております実証の中では、広域で

のエリアを考えてございまして、例えばシミュレーションシステムというのは東日本地域全体、北本

直流送電の連系線利用も踏まえた形でのシミュレーションシステムを構築するという意味で、東日本

50ヘルツ地域全域でのエリアを対象としておりますし、実証WGが担当しておりますのは、場所は新島

になりますけれども、基本的にはそちらも広域での運用ができるような考え方で進めて、ただ、実際に

は北本連系まではいかない、いわゆる交直変換も踏まえた形では物理的には無理なんですけれども、

考え方としましては広域という形で進めていく予定でございますことを補足させて頂きたいと思いま

す。 

【荒川分科会長】  それが確かにいろんな状況によって変わってきているという感じがしますので、ぜひ

この項目については1つの電力会社管内だけとか、あるいはこれに関しては50ヘルツ全体で考える、あ

るいはこれに関しては日本全体で考えるというような、ちょうどわかりやすい説明がどこかにあると

いいなという感じが議論を聞いて思っていましたので、次のときはぜひそういう形でご説明できるよ

うにしていただきたいと思います。 

【炭田主査】  はい。申しわけございません。 

【荒川分科会長】  それでは、杉本さん、どうぞ。 

【杉本分科会長代理】  まさに今お話しになったポイントなんですが、今、系統ワーキングの中でも変動電

源の出力制御問題というのは大きな課題です。いわゆる電力広域的連系運用という形で今後も進むわ

けですから、ある意味では全体のコントロールができるように、西と東だけでもいいんですけれども、

それをある程度イメージしていただきというのが1つ。 

 あと、実際に九州電力さんでは、負荷の少ない週末には実際に揚水発電をフルに動かして昼間の余

剰電力調整として使われているわけですね。そういう意味ではいわゆるここで蓄エネの3つの技術を基

盤技術開発として入れられているわけですけれども、シミュレーションの中で将来的にはそういうも

のもうまく組み合わせるというようなことも視野に入れていただきたいということです。電源調整の

極めてフレキシブリティという研究においては本研究というのはすごく位置づけも重要ですし、結果

をかなり早く電力さんは活用したいと望んでいるんだろうと思います。よろしくお願いします。 

【炭田主査】  ありがとうございます。今回、実証WGですとかシミュレーションWGには一部の電力会社さん

が入っている状況で、具体的には東北さんと北海道さんが参加されています。ランプWGの中で、その他

の東北、北海道以外の電力会社さんが外部有識者という形で入っていただいて、意見交換が行えるよ

うにして事業を推進してございます。 

                                   参考資料　　　   1-4



 もう一つはNEDO事業の外の活動になりますけれども、電力会社間で進捗状況ですとか技術情報につ

いては共有いただいているということを伺っております。 

【荒川分科会長】  よろしいでしょうか。 

【杉本分科会長代理】  ありがとうございます。 

【荒川分科会長】  ほかに委員のほうからご意見、ご質問いかがでしょうか。どうぞ、熊野委員。 

【熊野委員】  冒頭委員長のほうから、この場はあまり細かい技術的な要件には入らないようにというご

注意があったので、あまり細かいことを申し上げていいかどうかわからないんですが、マネジメント

という意味で、開発目標というのは非常に大事だと思います。ここに挙げられている特にランプ予測

のところについては、かなり定量的な数字がありまして、先ほどこういった目標には根拠があるとい

うご説明もあったんですが、根拠に書かれている内容にはまりきらない数値などもあるなと思いまし

たので、まず大きくここに書かれていない数字ですね、20％なり30％なりという数字がどのあたりか

ら来たのか。これ、もしかすると、委員長をはじめとして流体をやられている専門家の方々からすれば

当然のようなことなのかもしれませんが、門外漢ですので、そのあたりを教えていただきたいという

ことが1つ。 

 それから、もう一つ、ここに書かれている数字のうちの6時間ということ、火力発電の起動に有する

時間というのがあるんですが、ご存じのとおり、昔の火力、スチームタービンを対象とする火力の場合

だと、4時間なり8時間なり、起動に時間がかかるというのがあると思うんですが、ガスタービンとか、

そういった速い火力発電というのもかなり入ってきていて、かつ、こういった火力発電が出力上げ方

向も下げ方向もそれぞれなるべくフレキシブルな運用をしようというような気運になってきておりま

すので、必ずしも6時間というのを確立された1つの固定の時間であるというふうにはしないで、少し

複数の何か目標みたいなものを設定するといいんじゃないかなという気がいたしました。2点目はどち

らかというとコメントです。質問としては1点目だけです。よろしくお願いします。 

【炭田主査】  ありがとうございます。1つ目のこちらですね（関連スライドを表示）、大外し20％、どうし

てこれが決まったかというと、先ほど風力予測の類似研究ということで約10年前に実施した風力発電

電力系統安定化等研究開発に関しましても、予測精度を翌日予測分は15％ですとか当日予測分は20％

向上させるというのを1つのターゲットにしたというのが1つの参考になっております。やはり天気予

報を当てるということにほぼ等しいということで、確率的に100％にするということは非常に難しいと

いうのは皆さん承知の上なんですが、じゃあ、それをどこまで上げていくのかという観点でいいます

と、先行事例ですと、太陽光もそうですけれども、ランプではない定常状態における予測という観点か

らは、かなりの研究開発が進んでいます。ただ、今回の我々の担当している研究開発に関しましては、

ランプに着目した研究開発ということで、ランプ予測の精度を上げるということで、極めて海外も含

めて新しい取り組みだということです。海外でもランプ予測の高度化に取り組んでいますが、ランプ

の時間軸と変化量に関する定義というものは存在しません。かなり高い目標を設定するという意味も

踏まえて20％ということで、過去の事例でのターゲットの数値と今回の我々の事業関係者間での議論

の中で決定した数値ということで20％として決めたところでございます。 

2つ目、コメントという形で頂きましたが、6時間で0.3puの変動ランプというふうに定義したのは、

これはどこかで区切らないと研究開発としては評価がしにくいという意味もあって1つ6時間というタ

ーゲットを、先ほど昔のようなコンベンショナルな火力の立ち上げ時間ということで1つのターゲット

にしています。このランプWGの中でいろんな電力会社さんが外部有識者という形で入られて議論をず

っと1年半ぐらいですかね、実はこれまでもやっていました。そもそも最初に6時間というターゲット

を決めたにもかかわらず、6時間というのは妥当なのかという、また議論が振り出しに戻って、しばら

くやっていた時期もありましたけれども、やはりCCGT(コンバインドサイクル)のような速い稼働機が、
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もしくはディーゼルなんかはもっと速い機器もありますが、やはり電力会社として一番欲しい情報と

いうのは、稼働時間の長い大きな火力発電所を、もしくは水力発電所を動かす場合に、アラームとして

知っておきたいというところが1つの指標といいますか、予測の重要なポイントになりまして、一番時

間がかかるであろうと思われる6時間というのを1つの区切りにして時間を設定したという背景もござ

います。 

ただ、熊野先生がおっしゃったとおり、いろんな観点での評価を行ったほうがいいんじゃないかと

い事を電力さんからもランプWGのほうにコメントしたといいますか、アドバイスという形でいただい

ておりますので、予測という観点プラス、アラームを上げるという指標をつくるという、研究開発の中

でのいろんなアプローチから考えていくということで今進めているところでございます。 

【荒川分科会長】  ほかにご意見等はございませんでしょうか。 

【福井委員】  それでは、全部で4つのWGで動いているということなんですけれども、3つ目の需給シミュ

レーションWGと実証WGについて、確認というか、教えていただきたいんですけれども、1つは、需給シ

ミュレーションWG、今回中間地点ですので、プロトタイプを作成されたということなんですが、この中

に週間だとか翌日だとか、そういう風力の予測とか、ランプ予測も入った形でプロトタイプができて

いると思うんですけれども、このプロトタイプ自体のシステムの検証はどのようにされたのかと。要

するに、このシミュレーションが正しいという検証をどのようにされたのか。過去のデータを使われ

たのかもしれませんけれども、ただ、今新しいロジックも入ろうとしているので、それがどのような検

証をされたのかということと、それから、あと、需給シミュレーションについては、電力中央研究所さ

んをはじめ、各社電力会社さん、ある程度使われているものがありますので、それとの差異はどのよう

なレベルにあるのかということを確認させていただきたいと思います。 

 それと2つ目は、実証WGですね。この実証WG、実際の自然現象を使った形で予測だとか出力制御の有

効性を検証するということはよくわかるんですけれども、この実証WGと需給シミュレーションの関係

がどうなっているのか。例えば需給シミュレーションのこのプログラムのプロトタイプが正しいとい

うか、最後にでき上がったのが正しいのかどうかというのを実証のほうで実際のリアルデータを使っ

て検証されるのか。いや、それじゃなくて、需給シミュレーション、さっきお話ししました全国的な全

体最適化を考えているのであって、あくまで実証は新島という地域での50ヘルツ系統でのここで考え

たランプ予測とか、そのあたりがどの程度当たっているかと、それは別物で考えているか、その辺の関

係を教えていただきたいなと思います。 

【炭田主査】  ありがとうございます。まずシミュレーションWGの担当するシミュレーションの評価の仕

方というところでございますが、今現在プロトタイプということでございますが、まだソフトウェア

が走るといったような状況にはなっていない状況でございまして、評価というのはこれから行ってい

くという形になります。 

 ただ、これは非公開部分でお話ししたほうがいい内容もあろうかと思いますので、ちょっと言葉と

か内容を選ばせていただきますけれども、基本的には今回、事業を担当されております電力中央研究

所さんですとか東京電力さんが需給シミュレーションWGの実施者の主体者になりますけれども、既存

の電中研さんが持っていらっしゃる、もしくは東電さんが持っていらっしゃる需給関連の技術をベー

スに、イメージでいいますと改造していくといったような形でのシステムのものづくりになってござ

います。ただし、いろんなアプローチですとか、いろんな機能をつけ加えていく形になりますので、そ

こは全く新しいものになっております。 

 ちょっと細かい話は、申しわけないですけれども、非公開部分のほうで事業者さんのほうから説明

していただければと思っております。 

それから、最後、実証WGとシミュレーションWGの関係ということで、ここもあっさりとした概要的な
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話だけにとどめさせていただきたいんですけれども、まずシミュレーションWGというのは、予測と制

御だけではなくて、運用に係る考え方であったり、パラメータ設定の仕方、もしくはどういうところを

定数にしてどういうところをセレクタブルに設定できるかというようなところのものづくりにかかわ

るところを踏まえて進めます。予測に関しましては、実際の測定データや過去のデータを入れてあげ

たりとか、制御に関しては、制御ロジックを入れてあげたりといったような形で取り入れます。これは

非常にわかりやすくていいんですけれども、運用に関しましては、やはりそこの運用ノウハウのとこ

ろ、例えばユニットコミットメントをどういうふうな形で設定できるようにするのかとかを取り入れ

た形でものづくりをしています。需給シミュレーションは東日本地域全般をカバーする形になります

が、おっしゃるとおり、実証WGの中では新島という限られた地域の中で、そういう意味では地域間連系

での考え方というのは実証ではできないけれども、シミュレーションの中だけで構築していくといっ

たような連携がある意味薄いといったようなものもあります。が、基本的には予測と制御と運用に対

する考え方をシミュレーションシステムの中に取り込んでいくというようなちょっと漠然とした説明

でしか、ちょっと今はお話ができないんですけど。 

【荒川分科会長】  よろしいでしょうか。また、次の非公開部分というんですが、そこでもかなり細かな議

論ができると思いますので、そこにまた譲りたいと思います。 

 ほかは、時間が限られてまいりましたが、いかがでしょうか。鈴木委員、いかがですか。 

【鈴木委員】  今、先生方のほうからの意見とほとんど同じなんですが、結局、ランプ予測技術を需給シミ

ュレーションに最終的な条件として反映をして、どういうふうな運用であればいいかということを、

調整力をどのぐらい確保していかなければいけないというところに落とし込んでいくんだろうと思っ

ているんですが、そのランプ予測技術自身も、広域的にやる場合とローカルな場合と全く事象が異な

っておりますし、先般の系統WGでも北海道エリアの場合で周波数変動したのは太陽光の変動が大きな

要素になっていまして、そういうのも入れた形での需給シミュレーションシステムへの必要な調整力

はこういう結果になりますよというふうな条件設定ができるようにしておかないとならないのかなと

いう感じがしました。その辺についてどういう全体でのつながりをつくっていくかというところかと

思います。 

【炭田主査】  そうですね。ちょっと非常に広い意味で、先ほどランプとシミュレーションの関係について

説明させていただきましたけれども、ランプの予測技術の目標というのはあくまでもエリア単位、東

北で幾ら、北海道で幾ら、東京で幾らという形の目標の設定をしてございまして、それもやっぱりシミ

ュレーションに関しましては、広域なレベルでの一電力会社単位での予測に関する考え方をシミュレ

ーションのほうに取り込んでいくということで限定してございまして、風力発電単位というところで

はないということでございます。 

【鈴木委員】  わかりました。 

【荒川分科会長】  森西委員、いかがですか。最初ですので、皆さんに指名させていただきました。 

【森西委員】  私の専門の分野でいうと、ランプ予測というのが気象予測にかなり依存しているかなとい

うところがあるんですけれども、そのときに、気象予測自体が今それほど精度がよくないというとこ

ろもあると思うんですね。そのときに、いわゆる通常の気象の場合と異常気象の場合とで分けて予測

をしていかないと、捉えられないところが出てくると思うんですね。例えば台風が来たときの対処の

仕方と通常の場合と全然違うと思うんですね。そういうところというのは何か入っているんでしょう

か。 

【炭田主査】  すみません。そこはちょっと専門家のほうに譲って、答えていただきたいんですけれども。 

【早﨑様（伊藤忠テクノソリューションズ）】  いただいた質問についてなんですけれども、おっしゃると

おり、さまざまな気象現象に応じてとるべき対策というのは違ってくると思っております。そういっ
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た意味で、我々、大きく気象学的アプローチとデータ科学的アプローチと2つに分けて、さらにその中

でも細分化して複数の予測手法を開発中です。要因ごとに対策をとっておりまして、例えば台風であ

れば台風を考慮したモデルをつくって予測をするというふうな形での検討を進めております。 

【森西委員】  そのときに、大外し20％というものが全てに対して適用できるんでしょうか。そこはかなり

違ってくると思うんですよ、要因によって。 

【早﨑様（伊藤忠テクノソリューションズ）】  そうですね。要因によって変わってきます。ただ、プロジ

ェクト推進上という形にはなるんですけれども、我々、目標を設定して、その中で可能な限り大外しを

減らすというふうなところで今のところ取り組んでいるということになります。 

【荒川分科会長】  それは多分次の段階でまた議論ができるかと思いますので、皆さん、一応ご発言いただ

いたと思ってよろしいでしょうか。私のほうで小さな短いコメントなんですが、やっぱりこの事業全

体としては、冒頭にありましたように、再生可能エネルギー導入拡大のためのこういう系統の問題を

皆さんで解決していこうということだと思いますので、最終的には確実に再生可能エネルギー導入拡

大があるんだよという自信を持ってやっていただきたいと思うんですね。 

 その中で、説明で、スペインの例を挙げられて、それをきちんと議論する、すごくいいことだと思っ

ております。スペインのほうの30％導入率という実例が挙げられました。また、ちょっと系統は違うと

いいながら、例えばデンマーク等では風力だけで年間30％。風力だけでいうと日本はわずか0.5％。と

んでもない数値であることは皆さんご存じだと思います。そういう意味では、大分次元が違ってきて

しまっているんです。それをしっかりキャッチアップするということが重要なものですから、スペイ

ン30％。だから、今の目標の再生可能エネルギー20％、それを達成するためというのは最小限の目標で

あって、もっと大きな目標に向かって進めるような高い技術をここで開発していっていただきたいな

と思っております。 

あともう一つは、この事業が一番国として大きな事業だと思っているんですが、やはりまた経産省

主導型で電力会社のほうで大型蓄電池の導入など、別な事業も走っているところもございまして、こ

の事業とかなり連結性があるんだと私は個人的に理解しております。そういうところとは上手に情報

交換しながら皆さんでいい方向に研究を進めていって、再生可能エネルギー導入拡大に向かって進め

られるような技術開発をしていただきたいと思っております。 

 特にコメントだけだったんですが、よろしいでしょうか。 

【炭田主査】  最後に激励の言葉をいただきましてありがとうございます。やる気を表明するという意味

でも最後に回答申し上げますが、責任を持って本事業をしっかりと進めてまいりたいと思いますので、

引き続きご指導のほどよろしくお願いいたします。 

【荒川分科会長】  ありがとうございました。ほかにもご意見、ご質問があるかと思いますけれども、予定

の時間が過ぎましたので、次の議題に移りたいと思います。 

（非公開セッション） 

６. プロジェクトの詳細説明 

省略 

７．全体を通しての質疑 

省略 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 
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【荒川分科会長】  それでは、議題8の「まとめ・講評」でございます。 

 森西委員から始めて、最後に私という順序で講評をいたします。それでは、森西委員から、お願い

いたします。 

【森西委員】  それでは、きょう評価委員のほうに資料をつくっていただいた皆さん、ご苦労さまでした。

非常に長い時間かかったと思うんですけれども、私自身も、専門外の部分もあったので、勉強になった

ところもありました。 

こういうプロジェクトというのは、まず目標をつくって、そして計画を立てて、実施をするという形

になるんですけれども、1つはやはり目標を達成するということはどうしても大事だと思うので、どう

しても型にはまったものになりがちというんでしょうかね、既存のものの統合的なものになりがちだ

というところがあると思うんですね。今回もどちらかというと、既存のものを統合してというところ

が往々にしてあったんじゃないかなと思うんですね。 

ただ、評価委員としてはぜひとも、これ、結構NEDOの大きなプロジェクトですので、奇抜なアイデア

ですとか、非常にチャレンジングな、なかなかほかでは実施できないようなものも入れていただいて

発表していただくと、非常に興味深く、ああ、これはすごいなというふうな感覚を持てると思うので、

ぜひとも、最初の計画にあったもの以外で、どんどんそういうアイデアなんかも入れて、実施していた

だければと思います。 

それから、今回のプロジェクトは、再生可能エネルギーを導入するというものが大きなまず目的に

あるんですね。そのときに、結局相手というのは自然になるわけですね。風力であったり、太陽光であ

ったりと。で、なかなか予測しづらい自然であるということ。それに加えて、これは電力の関係のプロ

ジェクトですから、事業者ですとか、それとか系統ですとか、そういういわゆる拘束条件の入った、言

ってみたら最適値問題ということになるわけですね。ですから、ある意味非常に難しい最適値問題に

なると思うんですけれども、ぜひともそういう全体を見渡して最適解が得られるようなプロジェクト

として最終的にはまとめていただきたいなと思います。 

  以上です。 

【荒川分科会長】  ありがとうございました。続きまして、福井委員、お願いします。 

【福井委員】  どうもプレゼンいろいろありがとうございました。全体的な講評ということですので、ちょ

っと感じ的なものになりますけれども、1つは、各WG、それぞれ委員会とか、あと統合委員会とか、そ

ういうことを通じてPDCAを回されているというのはよくわかりました。ただ、横同士の結果は共有さ

れているのはわかるんですけれども、それをもとにした、例えば他のWGからの結果に基づくPDCAを自

分のところで回すというようなことはまだされていないのかなと。 

その1つの原因としては、1番目のWGの予測ですね。ランプの予測に基づいて、まずは風況の風力のモ

ニタリングをやっていくというところがありますけれども、その情報がとれてきたら、それが全部そ

ろわなくても、順次各ほかの3つのWGにもデータを早めに渡して、各、別のWGでのPDCAが回るように進

めていただければいいのかなと。 

今、ちょうど中間地点ですので、かなり頑張っておられると思うんですけれども、あと2年半で成果

を出すのはかなり厳しそうなので、そういう情報共有だけじゃなくて、他のWGの情報を早めに取り込

んで、自ら取り込むようにして、自分のところのWGの成果を出していっていただくようにしていただ

ければどうかなと思いました。 

それから、あと、今森西先生からもありましたけれども、自然を相手にしているものですので、実証

WGのところで初めて実際の自然からのリアルデータをとれますよね。それ以外はほとんど実証じゃな

くて、実証ということかもしれないですけれども、過去の記録のデータを使っていますので、ぜひ実証
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データでランプの予測とかがほんとうにこれでちゃんと予測できて需給運用は大丈夫なんだというよ

うなところに成果が出るように、それ、いろいろ工夫の仕方があると思うんですけれども、実証のとこ

ろで実際の自然のデータを使うというところに最後は持っていっていただきたいなと。それまでは過

去の実績データを使うということは当然ですけれども、今、そこでちょっとステイというか、おさまっ

ているようなところがありますので、ぜひ実データを使ってみての結果をまとめていっていただきた

いなと思います。 

【荒川分科会長】  ありがとうございます。田岡委員、どうぞ。 

【田岡委員】  きょうはどうもありがとうございました。ちょっと辛口のことも言わせていただきまして。

このプロジェクト、最初のプロジェクトが立ち上がってからずっと見ていて、非常に私自身、期待値が

大きいので、期待しているところがあります。5年間で成果を出すというふうなこと、成果が出てほし

いということを皆さん言われるんですけれども、むしろ私は成果を忘れてくださいと。むしろ目標以

上のものを斬新なアイデアで出していってもらったほうが、もっといい成果が出るのではないかなと

思います。特に相当な資金をかけているわけですから、その資金に見合う成果がほんとうに出ている

かというふうなことが多分外部からは問われるはずなので、そうすると、このプロジェクトのPRポイ

ントというか、全部はできなくても、これとこれはできたよというふうなピンポイント、あるいは非常

に突出したものができれば成功になるのではないかなと思いますので、そういう面で皆さんの活躍を

期待しておりますので、どうぞこれからもよろしくお願いいたします。 

【荒川分科会長】  ありがとうございます。鈴木委員、どうぞ。 

【鈴木委員】  大変ありがとうございました。私のほうは、先ほどの各WGごとのご説明の中でもご質問させ

ていただきましたが、まず最初のランプ予測のところは、風力のほうは特にそうですし、なかなかバッ

クアップできにくい、あるいはコストに直接反映するところがランプダウンのほうなので、そのラン

プダウンのほうの予測精度、あるいはそれに重点化したような形でさらに深めていただきたいなとい

うお願いです。 

それから、あわせて蓄エネルギーの開発、制御技術の開発のほうも、すなわち、ふだん低廉にためて

おいて、何かの場合に出せるというところに的を絞ると、広範囲な研究はもちろん必要なんですが、今

回の変動対策をどう安く対策して、実効的な結果を生むかというところになると、そこに的を絞るの

も必要ではないかと思いました。 

それから、需給シミュレーションのシステムのところは、やはり大変だと思うんですが、今回の再エ

ネを、委員長のほうから話ありましたように、今後どういうふうに入れていける可能性があるんだと

いうところの1つの目安というか、目標に、こういうことが実証されつつあるので、こういう側面で見

直していきましょうという1つのガイドラインになるだろうと思いますので、管内の調整力、あるいは

地域間連系線も加味した上でのシミュレーションの結果に向けて、再エネの変動要素を織り込んで、

どういうふうに入れていけるんだというガイドラインが示せるようにシミュレーションのシステム開

発をさらに進めていただきたいというお願いです。 

それから最後の実証のほうは、特に現地のほうで大変なんですけれども、ちょっとお話ししました

が、ΔPをどういうふうに与えて、ΔFがどういうふうに動いたのかというところがやっぱり重要なと

ころだと思いますので、そこを明確にして進めていただければと思います。 

いずれにしましても、先ほど田岡先生のほうからもありましたように、海外のほうでは多分電力系

統の運用もデジタルソリューション化していって、比較的分散電源の中でどういうふうに需給を使っ

ていくかという流れであることは間違いないと思いますので、そういう高度化に向けたのもこの結果

から発信できるようになっていければいいかなとすごく思いました。ありがとうございました。 

【荒川分科会長】  熊野委員、どうぞ。 
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【熊野委員】  最初に本日はほんとうにいろいろな多岐にわたった、かつ、詳細なデータを含んだご説明い

ただいて、非常に興味深く拝見しました。私自身の勉強にもなりまして、御礼申し上げます。 

今、諸先生方からもご指摘がいろいろございましたけれども、その中で田岡先生がおっしゃった、一

旦オールクリアにするということと逆のようなことをもう一度私、申し上げたいと思っていまして、

先ほどの個別というか、全体質疑の中でも申し上げたんですけれども、最終目標みたいなものをもう

一度考え直すという機会としての中間評価というのはやっぱり大事だと思います。その中で、評価委

員としてこちらに参加させていただいている私ができることというと、多分皆さんがやりたいんだけ

ども、なかなかいろんな事情があってできないことを評価委員の口から言うことによってやりやすく

するということは大事なコントリビューションの1つなのではないかと思います。 

そういう意味で、委員長が先ほどから何度かご発言くださっておられるように、このプロジェクト

の根幹の目的というのは、最大限に再生可能エネルギーを入れるということだという点。それから、森

西先生が先ほどおっしゃられた最適化問題としてざっくり捉えてしまって、それでこういう解を、明

確な指標を決めて出すというのも1つの考え方であるという点ですね。そういったことに私も思い立っ

ておりまして、いろんな立場の方がこのプロジェクトは注目されておられて、そういうことをいろい

ろ考えると、なかなか結論的なことを言いにくくなるという非常に難しい点があると思うんですが、

そこについては、プロジェクトの根幹的な考え方に沿って、まず腹をくくって出していただくという

ことを応援させていただきたいなと思いまして、そのときに議事録に熊野という人間がいて、こうい

うことを言っていたということをちょっと書いていただければ少しはやりやすいかなということを考

えまして、ちょっと発言させていただいております。 

私からは以上です。 

【荒川分科会長】  ありがとうございます。杉本委員、どうぞ。 

【杉本分科会長代理】  きょうはありがとうございました。非常に多岐にわたるヒントや、さまざまなアプ

ローチは非常に勉強になりました。 実際に私が先ほど発言した横のつながりという議論ですが、、実

際に調整をやられているのはよくわかりましたので、個別のそれぞれのワーキングでやられている内

容をもう少し表に出して、相乗効果があるんだということをわかりやすく示していただければと思い

ます。 

多分このプロジェクト自体、日本の電力社会システム自体の今後の課題をいかに解決するかという

点では、今後、世界的にも再生可能エネルギー、特に変動電源が増えていくという流れのなかでの位置

づけは明確なんですね。そういう意味では、今回の例えばランプの問題、さらにいわゆるエネルギーを

ためるという問題、、ここもやはりきちっとした目標を立てて、どれぐらい達成されたかということを

中間段階で評価するということは大変重要なことだと思います。今回の中間報告で十分に理解できま

したが、ある意味ではそこら辺が若干曖昧になっていたんじゃないかなとも感じました。今後は、そこ

ら辺を、少々とんがった形でもいいですから、示していただくのがいいのかなと思います。 

それと需給シミュレーションの問題ですが、やはりここが一番ある意味では系統の運用の肝だと思

うんですね。そういう意味では、やはりプラットフォームができたわけですから、うまくそれを運用す

るという形で、さまざまなものを取り込んで、いわゆる広域運用まで使えるようにしていただければ

と思います。 

最後のいわゆる実証問題というのは、小さいサイトでいかにうまく大きなものを創造するかという非

常にチャレンジングな内容だと思うんですけれども、やはりこれもシミュレーションと当てはめてどう

だというようなスタンスで検討していただいてもいいんじゃないかと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

【荒川分科会長】  ありがとうございました。私の順ということになりました。皆さんも言っていただいて 
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おるので、もう言う必要はないんですけれども、というか、繰り返しでも言えということなので、また

あえて言わせていただきたいと思っております。 

全体としましては、それぞれのプロジェクトが非常に高い技術力を持って進んでいるなということ

は非常に感心して聞いておりました。やっぱり評価するときに、最終的にでもなんですけれども、数値

目標というのが一番私たちとしてはやりやすい部分があります。プロジェクトによって数値目標は出

しにくいというのはよく承知しております。でも、採択されたときにしっかりとした目標を掲げてい

るはずですので、そういう数値目標を挙げ、それに準じた形の目標ですね、さらにさらに明確に出し

て、それをしっかりと実現できるように進めていただきたいと感じております。 

それから、やっぱり技術力、日本の高い技術力というのはすごくあるなと思うし、新しい発想という

のが出てきていると思います。そういう意味では、新しい技術を積極的に前に出して議論しておいて

いただきたいと思っているところです。森西委員も指摘されていたところでしたけれども、ぜひ日本

のオリジナルな技術、アイデアがあるところは、前面にそれを出していただきたいと考えております。 

また、そういう意味で、国際性が重要で、私は風力の世界なものですから、海外でいいますと、日本

の風力は、ガラパゴスかと、大変失礼なんですけれども、言われてしまうというのが実情なんですよ

ね。ほんとうに風車の技術は世界一だと私も思っております。高い技術持っているんだけれども、なか

なか普及しないということで、ガラパゴスという言葉がすぐ出てきてしまうんですけれども、やっぱ

りそういうことを将来に向けてどんどん解消していくためにも、国際化というか、情報の国際的な交

換というのがすごく重要になると理解しておりますので、ぜひこのようなプロジェクトの内容を国際

学会の中で、もちろん国内は当たり前ですよ、国内で議論するのは当たり前、そして国際的な立場で議

論していただきたい。 

これは宣伝になってしまうかもしれませんけれども、私も2週間後に東大で風車の国際会議をやりま

す。クローズドですから、難しいんですが、でも、2年後に再生可能エネルギーの大きな会議、GREと言

っていますが、2018年だと思いますけれども、そこでは皆さんこのプロジェクトを大々的に発表され

るのがいいんじゃないかなと思っておりますので、ぜひそういう形で世界への情報発信を目指してい

ただきたいと思っております。 

最後にもう1回繰り返し言わせていただきたいと思っております。このプロジェクトはやっぱり再生

可能エネルギーの導入拡大を目指しております。いつもそこに立って、自分たちのプロジェクトがそ

こにどのような貢献をできるのかという立場で、研究、実証事業を進めていただきたいと思っており

ます。そうしないと、それでなく目的の違ったもののほうに動いてしまう可能性もないわけじゃない。

やはりぜひ再生可能エネルギー導入促進のため、普及のためにこのプロジェクトをどう利用すればい

いのか、私たちのプロジェクトをどう展開すればいいのかということを常に常に考えてやっていただ

きたいと思っております。繰り返しで、きょう何回も話してしまったことで大変恐縮ですが、よろしく

お願いしたいと思います。 

９．今後の予定 

１０．閉会 
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参考資料２ 評価の実施方法 



本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部

研究評価委員会 

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）確定 

理事長

報告 

評価報告書（案）作成 

実施者プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映 

国 民
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１．評価の目的

評価の目的は「技術評価実施規程」において

● 業務の高度化等の自己改革を促進する

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する

としている。

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。

２．評価者

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者

● 産業界の専門家、有識者

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外し、ま

た、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価に関与していない者を主体

とする。

これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。

なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。

３．評価対象

「電力系統出力変動対応技術研究開発事業／（Ⅰ）風力発電予測・制御高度化（Ⅱ）予測

技術系統運用シミュレーション」を評価対象とした。

なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。
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４．評価方法

分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。

５．評価項目・評価基準

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO
が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。

評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取り組みや見通し等を評価した。
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「電力系統出力変動対応技術研究開発事業」に係る 

評価項目・評価基準 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)事業目的の妥当性

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際

貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。

(2)ＮＥＤＯの事業としての妥当性

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDOの

関与が必要とされる事業か。

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

か。

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化の担い手又はユーザーが関与する体制

を構築しているか。

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必

要に応じて適切に対応しているか。

(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。

資料 4-2 
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３．研究開発成果について 

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

 成果は、中間目標を達成しているか。

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積

極的に評価する。

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2)成果の最終目標の達成可能性

 最終目標を達成できる見通しはあるか。

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。

(3)成果の普及

 論文等の対外的な発表を、実用化の戦略に沿って適切に行っているか。

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化

の戦略に沿って適切に行っているか。

 一般に向けて、情報を発信しているか。

(4)知的財産権等の確保に向けた取り組み

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化の戦略に沿って国内外に適切に行っ

ているか。

４．成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて 

(1)成果の実用化に向けた戦略

 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2)成果の実用化に向けた具体的取り組み

 実用化に向けての課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3)成果の実用化の見通し

 想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極

的に評価する。

「実用化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始される

ことをいう。 
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 

「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることで

あり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売

り上げ等)に貢献することをいう。 

なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 

・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。

・「4. 成果の実用化に向けての見通し及び取り組みについて」は該当するものを選択する。

・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。

「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始されることを

いう。 

1. 事業の位置付け・必要性について

(1) 事業の目的の妥当性

・内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国際貢献可能性等

の観点から、事業の目的は妥当か。

・特定の施策・制度の下で実施する「プロジェクト」の場合、当該施策・制度の目標達成のために寄与して

いるか。【該当しない場合、この条項を削除】

(2) NEDO の事業としての妥当性

・民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO の関与が必要とさ

れる事業か。

・当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費との比較において

十分であるか。

2. 研究開発マネジメントについて

(1) 研究開発目標の妥当性

・内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。

・達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。

(2) 研究開発計画の妥当性

・目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）か。

・目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。

・計画における要素技術間の関係、順序は適切か。

※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 
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・継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んで活用を図っている

か。【該当しない場合、この条項を削除】

(3) 研究開発の実施体制の妥当性

・技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。

・指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。

・成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与する体制を構築

しているか。

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係は明確であり、

かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、か つ機能し

ているか。【該当しない場合、この条項を削除】

・大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、企業の取り組みに貢献して

いるか。【該当しない場合、この条項を削除】

・研究管理法人がある場合、研究管理法人の役割は必要・明確であり、かつ機能しているか。【該当しな

い場合、この条項を削除】

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性

・研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。

・社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、必要に応じて適切

に対応しているか。

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性

・知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。

・知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）を整備し、かつ

適切に運用しているか。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しない場合、この条

項を削除】

3. 研究開発成果について

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

・成果は、中間目標を達成しているか。

・中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確にしているか。

・成果は、競合技術と比較して優位性があるか。

・世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、積極的に評価す

る。

・設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。

(2) 成果の最終目標の達成可能性

・最終目標を達成できる見通しはあるか。

・最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。
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(3) 成果の普及

・論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。

・成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及する取り組みを実用化・事業化の戦略に

沿って適切に行っているか。

・一般に向けて、情報を発信しているか。

(4) 知的財産権等の確保に向けた取り組み

・知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適切に行っている

か。

・国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該当しない場合、

この条項を削除】

4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通しについて 【基礎的・基盤的研究開発の場合を除

く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略

・成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。

・想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取り組み

・実用化・事業化に取り組む者の検討は進んでいるか。

・実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化・事業化の見通し

・実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。

・想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しはあるか。

・競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

4. 成果の実用化に向けた取り組み及び見通しについて  【基礎的・基盤的研究開発の場合】

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。

(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み

・実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。

【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 

(1) 成果の実用化に向けた戦略

・知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。
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(2) 成果の実用化に向けた具体的取り組み

・知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。

(3) 成果の実用化の見通し

・整備する知的基盤・標準についての利用の見通しはあるか。

・顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積極的に評価する。
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参考資料３ 評価結果の反映について



 

参
考
資
料

3-1 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

・ランプ予測、出力制御、需給制御、それぞれの課題に対

して、方策の適用範囲が電力会社の同一管内・同一区域な

のか、異管内・異区域なのか、対象地域が曖昧なところが

見受けられる。この点を明確にした上でプロジェクトを進

めてほしい。 

 
・それぞれの研究開発項目に関する開発が独立に行われて

いて、相互の交流がほとんどない。他の WG の動き・成

果を自 WG とリンクする必要がないか、反映できること

はないかという視点を常に持ち、有機的な融合をお願いし

たい。 

 
 
 
 
 
・一部の研究開発項目では実施されているが、数値目標な

どの明確な目標を設定し、確実にプロジェクトが進むよう

に工夫をすべきである。 

 
 

・研究開発としては、ランプ予測と蓄エネは同一管内、需

給シミュレーションは東日本地域等、各 WG で扱う技術の

主な適用範囲は整理した上で実施しているが、全 WG を統

合する統合推進委員会にて俯瞰した確認を行い、整理を行

う等の取り組みを実施する。 

 
・研究開発項目間の連携については、プロジェクト開始当

初から、互いの WG に参加し、成果の進捗状況を確認する

とともに、プロジェクトの進め方について意見交換を行う

等の活動を実施している。実証試験設備が整い、実系統で

の実証が開始される次年度以降は、ランプ予測技術や需給

シミュレーションの成果を実証試験に共有する等、今まで

以上に密な連携が必要であり、更なる連携促進を図る。ま

た、この連携が明確になるよう実証試験における各技術の

成果の活用について、実施計画書に具体的に記載する。 

 
・定量的な目標設定が可能な内容については、定量的な目

標を設定し、シミュレーションの確立や実継東での実証を

通したシミュレーションの検証といった定量的な目標設定

が困難な内容については、定性的な目標設定を行ってい

る。定性的な目標については、最終目標達成に向けて、取
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3-2 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

 
 
 
・ランプの定義次第で、プロジェクト全体の研究成果は大

きく変化する。風力モニタリングの計測結果や風力データ

ベースを早急に取り込み、現在のランプ定義の妥当性を、

需給シミュレーションを用いて早期に検証する必要があ

る。 

 
 
 
 
・各 WG の成果については、国内への普及に向けて共通

の部分と地域固有の部分を切り分けて示しておくと、実用

化するための課題がより明確になり、マイルストーンの確

度も上がると思われる。 

 
 
・現在、電力システム改革により事業背景が大きく変化し

ている。成果の実用化のためには、外部の動きと本技術開

発の方向性との整合がとれるよう、必要に応じて計画の修

組み内容をより具体的に記載するといった工夫をすること

で、明確化に努める。 

 
・ランプの定義は、国際的にも統一の見解があるものでは

ない。本プロジェクトのランプの定義は、各国のそれぞれ

の考え方を調査するとともに、その内容も踏まえ、国内の

有識者との長期的な議論により設定したものであり、一定

の妥当性があるものと考えている。風力モニタリングの計

測結果等の実データが得られてきていることから、計画通

り 29 年度に、実データに基づく確認等を行う事で、その

妥当性をより確実なものとしていく。 

 
・各 WG の成果を共通部分と地域国有の部分に分けて整理

することは、事業終了後に各電力会社等が成果を活用する

際、必要な情報を容易に取捨選択することが可能となり、

実用化に向けた課題の整理も行い易くなる等、有効的な手

段である。ご指摘を踏まえ、成果の整理を実施していく。 

 
・資源エネルギー庁主催の関係委員会の一部委員や系統

WG の座長は本プロジェクトの登録研究員として研究開発

に携わっていることもあり、遠隔出力制御システムの導入
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3-3 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

正を検討する努力をお願いしたい。 義務化がなされたことを受け、実証 WG において、需給運

用試験項目の一つに加え、検証を行っていくこととする

等、計画は事業背景の変化に応じて、都度、反映してき

た。引き続き、国の検討内容を柔軟に反映できるよう努め

る。 
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〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 

 




